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○

企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
昭
和
四
十
八
年
大
蔵
省
令
第
五
号
）

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線
で
囲
ん
だ
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
又
は
破
線

で
囲
ん
だ
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
（
連
続
す
る
他
の
規
定
と
記
号
に
よ
り
一
括
し
て
掲
げ
る
規
定
に
あ
っ

て
は
、
そ
の
標
記
部
分
に
係
る
記
載
）
に
二
重
傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
そ
の
標
記
部
分
が
同
一
の
も
の
は
当
該
対
象
規
定
を
改
正

後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ
う
に
改
め
、
そ
の
標
記
部
分
が
異
な
る
も
の
は
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
と
し
て
移
動
し
、
改
正
前
欄

に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す

る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を
加
え
る
。

改

正

後

改

正

前

（
定
義
）

（
定
義
）

第
一
条

こ
の
府
令
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意
義
は
、
当
該
各

第
一
条

［
同
上
］

号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

［
一
～
十

略
］

［
一
～
十

同
上
］

十
一

有
価
証
券
の
売
出
し

法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売

十
一

有
価
証
券
の
売
出
し

法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売

出
し
、
法
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
適
格
機
関
投
資
家
取
得
有
価
証
券
一

出
し
、
法
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
適
格
機
関
投
資
家
取
得
有
価
証
券
一

般
勧
誘
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売
出
し
に
該
当
す
る

般
勧
誘
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売
出
し
に
該
当
す
る

も
の
を
除
く
。
）
、
法
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
投
資
家
等
取
得
有

も
の
を
除
く
。
）
、
法
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
投
資
家
等
取
得
有

価
証
券
一
般
勧
誘
等
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売
出
し

価
証
券
一
般
勧
誘
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売
出
し
に

に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
特
定
組
織
再
編
成
交
付
手

該
当
す
る
も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
特
定
組
織
再
編
成
交
付
手
続

続
（
法
第
二
条
の
三
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
組
織
再
編
成
交
付
手
続
を
い

（
法
第
二
条
の
三
第
五
項
に
規
定
す
る
特
定
組
織
再
編
成
交
付
手
続
を
い
う

う
。
以
下
同
じ
。
）
を
い
う
。

。
以
下
同
じ
。
）
を
い
う
。

［
十
二
～
二
十
の
四
の
三

略
］

［
十
二
～
二
十
の
四
の
三

同
上
］
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二
十
の
五

指
定
法
人

財
務
諸
表
等
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
関
す

二
十
の
五

指
定
法
人

財
務
諸
表
等
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
関
す

る
規
則
（
昭
和
三
十
八
年
大
蔵
省
令
第
五
十
九
号
。
以
下
「
財
務
諸
表
等
規

る
規
則
（
昭
和
三
十
八
年
大
蔵
省
令
第
五
十
九
号
。
以
下
「
財
務
諸
表
等
規

則
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
指
定
法
人
を
い
う
。

則
」
と
い
う
。
）
第
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
法
人
を
い
う
。

［
二
十
の
六
～
二
十
八

略
］

［
二
十
の
六
～
二
十
八

同
上
］

二
十
九

金
融
商
品
取
引
所

法
第
二
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取

二
十
九

金
融
商
品
取
引
所

法
第
二
条
第
十
六
項
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取

引
所
を
い
い
、
本
邦
（
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律

引
所
を
い
い
、
本
邦
（
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律

第
二
百
二
十
八
号
）
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
本
邦
を
い
う
。
以

第
二
百
二
十
八
号
）
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
本
邦
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
以
外
の
地
域
に
お
い
て
設
立
さ
れ
て
い
る
同
じ
性
質
を
有
す
る

下
同
じ
。
）
以
外
の
地
域
に
お
い
て
設
立
さ
れ
て
い
る
同
じ
性
質
を
有
す
る

も
の
（
以
下
「
外
国
金
融
商
品
取
引
所
」
と
い
う
。
）
を
含
む
。

も
の
を
含
む
。

三
十

［
略
］

三
十

［
同
上
］

三
十
一

特
別
利
害
関
係
者
等

次
に
掲
げ
る
者
を
い
う
。

三
十
一

［
同
上
］

イ

当
該
会
社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

イ

当
該
会
社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

特
別
利
害
関
係
者
（
当
該
会
社
の
役
員
（
役
員
持
株
会
を
含
み
、
取
締
役

特
別
利
害
関
係
者
（
当
該
会
社
の
役
員
（
役
員
持
株
会
を
含
み
、
取
締
役

、
会
計
参
与
（
会
計
参
与
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
職
務
を
行
う
べ

、
会
計
参
与
（
会
計
参
与
が
法
人
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
職
務
を
行
う
べ

き
社
員
を
含
む
。
）
、
監
査
役
又
は
執
行
役
（
理
事
及
び
監
事
そ
の
他
こ

き
社
員
を
含
む
。
）
、
監
査
役
又
は
執
行
役
（
理
事
及
び
監
事
そ
の
他
こ

れ
ら
に
準
ず
る
者
を
含
む
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。

れ
ら
に
準
ず
る
者
を
含
む
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
、
当
該
役
員
の
配
偶
者
及
び
二
親
等
内
の
血
族
（
以
下
こ
の
号
に
お
い

）
、
当
該
役
員
の
配
偶
者
及
び
二
親
等
内
の
血
族
（
以
下
こ
の
号
に
お
い

て
「
役
員
等
」
と
い
う
。
）
、
役
員
等
が
自
己
又
は
他
人
（
仮
設
人
を
含

て
「
役
員
等
」
と
い
う
。
）
、
役
員
等
が
自
己
又
は
他
人
（
仮
設
人
を
含

む
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
名
義
に
よ
り
所
有
す
る
株
式
（
優
先
出
資

む
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
名
義
に
よ
り
所
有
す
る
株
式
（
優
先
出
資

を
含
む
。
第
十
九
条
第
二
項
第
二
号
の
二
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）
又
は

を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
又
は
出
資
に
係
る
議
決
権
が
、
会
社
の
総
株
主

出
資
に
係
る
議
決
権
が
、
会
社
の
総
株
主
等
の
議
決
権
（
法
第
二
十
六
条

等
の
議
決
権
（
法
第
二
十
九
条
の
四
第
二
項
に
規
定
す
る
総
株
主
等
の
議

の
二
十
七
第
二
項
に
規
定
す
る
総
株
主
等
の
議
決
権
を
い
う
。
以
下
同
じ

決
権
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
会
社
、
当

。
）
の
百
分
の
五
十
を
超
え
て
い
る
会
社
、
当
該
会
社
の
関
係
会
社
並
び

該
会
社
の
関
係
会
社
並
び
に
当
該
関
係
会
社
の
役
員
を
い
う
。
以
下
こ
の
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に
当
該
関
係
会
社
の
役
員
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

号
に
お
い
て
同
じ
。
）

［
ロ
～
ニ

略
］

［
ロ
～
ニ

同
上
］

三
十
二

特
定
投
資
家
等
向
け
売
付
け
勧
誘
等

法
第
二
条
第
六
項
に
規
定
す

三
十
二

特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧
誘
等

法
第
二
条
第
六
項
に
規
定
す
る

る
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付
け
勧
誘
等
を
い
う
。

特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧
誘
等
を
い
う
。

三
十
三

特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券

法
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特

三
十
三

特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券

法
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定

定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
を
い
う
。

投
資
家
向
け
有
価
証
券
を
い
う
。

三
十
四

特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘

法
第
四
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定

三
十
四

特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘

法
第
四
条
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す

す
る
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
を
い
う
。

る
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
を
い
う
。

［
三
十
五
・
三
十
六

略
］

［
三
十
五
・
三
十
六

同
上
］

（
届
出
を
要
し
な
い
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
）

（
届
出
を
要
し
な
い
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
）

第
二
条

令
第
二
条
の
十
二
の
二
第
六
号
ハ
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
情

第
二
条

令
第
二
条
の
十
二
第
一
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、

報
は
、
次
に
掲
げ
る
情
報
と
す
る
。

当
該
会
社
の
子
会
社
と
す
る
。

一

海
外
発
行
債
券
（
令
第
二
条
の
十
二
の
二
第
六
号
に
規
定
す
る
海
外
発
行

２

令
第
二
条
の
十
二
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
条
件
は
、
譲
渡

債
券
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
発
行
者
（
以
下
こ
の
項

が
禁
止
さ
れ
る
旨
の
制
限
が
付
さ
れ
て
い
る
こ
と
と
す
る
。

に
お
い
て
「
債
券
発
行
者
」
と
い
う
。
）
の
名
称
及
び
本
店
所
在
地

３

令
第
二
条
の
十
二
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
当
該

二

債
券
発
行
者
の
設
立
の
準
拠
法
及
び
設
立
の
日

会
社
の
子
会
社
と
す
る
。

三

債
券
発
行
者
の
事
業
の
内
容

４

令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
六
号
ハ
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
情
報
は

四

海
外
発
行
債
券
の
元
本
の
償
還
及
び
利
息
の
支
払
に
つ
い
て
保
証
し
て
い

、
次
に
掲
げ
る
情
報
と
す
る
。

る
債
券
発
行
者
の
親
会
社
（
令
第
二
条
の
十
二
の
二
第
六
号
ロ
に
規
定
す
る

一

海
外
発
行
債
券
（
令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
六
号
に
規
定
す
る
海
外
発
行

親
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
保
証
親
会
社
」
と
い
う
。
）
の

債
券
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
発
行
者
（
以
下
こ
の
項

名
称
及
び
本
店
所
在
地

に
お
い
て
「
債
券
発
行
者
」
と
い
う
。
）
の
名
称
及
び
本
店
所
在
地

五

保
証
親
会
社
が
当
該
海
外
発
行
債
券
の
元
本
の
償
還
及
び
利
息
の
支
払
に

二

債
券
発
行
者
の
設
立
の
準
拠
法
及
び
設
立
の
日
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つ
い
て
保
証
し
て
い
る
旨
及
び
そ
の
内
容

三

債
券
発
行
者
の
事
業
の
内
容

六

保
証
親
会
社
の
株
券
が
上
場
さ
れ
て
い
る
金
融
商
品
取
引
所
又
は
指
定
外

四

海
外
発
行
債
券
の
元
本
の
償
還
及
び
利
息
の
支
払
に
つ
い
て
保
証
し
て
い

国
金
融
商
品
取
引
所
（
令
第
二
条
の
十
二
の
二
第
四
号
ロ
に
規
定
す
る
指
定

る
債
券
発
行
者
の
親
会
社
（
令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
六
号
ロ
に
規
定
す
る

外
国
金
融
商
品
取
引
所
を
い
う
。
第
九
条
の
四
第
五
項
第
三
号
に
お
い
て
同

親
会
社
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
保
証
親
会
社
」
と
い
う
。
）
の

じ
。
）
の
名
称

名
称
及
び
本
店
所
在
地

七

保
証
親
会
社
に
関
す
る
情
報
（
令
第
二
条
の
十
二
の
二
第
六
号
ハ
に
規
定

五

保
証
親
会
社
が
当
該
海
外
発
行
債
券
の
元
本
の
償
還
及
び
利
息
の
支
払
に

す
る
親
会
社
の
経
理
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
の
当
該
親
会
社
に
関
す
る
情
報

つ
い
て
保
証
し
て
い
る
旨
及
び
そ
の
内
容

に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
を
取
得
す
る
た
め
の
方
法

六

保
証
親
会
社
の
株
券
が
上
場
さ
れ
て
い
る
金
融
商
品
取
引
所
又
は
指
定
外

２

法
第
四
条
第
一
項
第
四
号
に
規
定
す
る
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が

国
金
融
商
品
取
引
所
（
令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
四
号
ロ
に
規
定
す
る
指
定

五
億
円
未
満
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
で
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は

外
国
金
融
商
品
取
引
所
を
い
う
。
第
九
条
の
四
第
五
項
第
三
号
に
お
い
て
同

、
次
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
募
集
又
は
売
出
し
と
す
る
。

じ
。
）
の
名
称

一

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
で

七

保
証
親
会
社
に
関
す
る
情
報
（
令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
六
号
ハ
に
規
定

、
当
該
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株

す
る
親
会
社
の
経
理
に
関
す
る
情
報
そ
の
他
の
当
該
親
会
社
に
関
す
る
情
報

予
約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の

に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）
を
取
得
す
る
た
め
の
方
法

合
計
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

５

法
第
四
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が

又
は
売
出
し

一
億
円
未
満
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
で
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は

二

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

、
次
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
募
集
又
は
売
出
し
と
す
る
。

（
当
該
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
新
株
予
約

一

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
で

権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株
予
約
権
証
券
に
係

、
当
該
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株

る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の
合
計
額
を
合
算
し

予
約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の

た
金
額
。
以
下
こ
の
条
、
第
九
条
の
二
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
、
第
十
九

合
計
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

条
第
二
項
第
一
号
及
び
第
二
号
並
び
に
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
第
一
号
及

又
は
売
出
し

び
第
三
号
か
ら
第
七
号
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
、
当
該
募
集
又
は
売
出

二

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
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し
を
開
始
す
る
日
前
一
年
以
内
に
行
わ
れ
た
募
集
又
は
売
出
し
（
法
第
四
条

（
当
該
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
新
株
予
約

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
も
の
及
び
当
該
届
出
前
に
し
た
も
の
並

権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株
予
約
権
証
券
に
係

び
に
発
行
登
録
追
補
書
類
を
提
出
し
た
も
の
及
び
当
該
提
出
前
に
し
た
も
の

る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の
合
計
額
を
合
算
し

を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
（
こ
の
条

た
金
額
。
以
下
こ
の
条
、
第
九
条
の
二
第
二
号
か
ら
第
五
号
ま
で
、
第
十
九

に
お
い
て
新
株
予
約
権
付
社
債
券
は
、
第
一
条
第
二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら

条
第
二
項
第
一
号
か
ら
第
二
号
の
二
ま
で
及
び
第
十
四
条
の
十
五
第
二
項
に

ず
、
同
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
又
は
法
第
二
条
第
一
項
第
十
七
号

お
い
て
同
じ
。
）
に
、
当
該
募
集
又
は
売
出
し
を
開
始
す
る
日
前
一
年
以
内

に
掲
げ
る
有
価
証
券
で
あ
つ
て
第
一
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
性

に
行
わ
れ
た
募
集
又
は
売
出
し
（
令
第
二
条
の
十
二
に
規
定
す
る
場
合
に
該

質
を
有
す
る
も
の
と
同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
と
み
な
す
。
）
の
発
行
価
額

当
す
る
も
の
、
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
も
の
及
び
当

又
は
売
出
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お

該
届
出
前
に
し
た
も
の
並
び
に
発
行
登
録
追
補
書
類
を
提
出
し
た
も
の
及
び

け
る
当
該
募
集
又
は
売
出
し

当
該
提
出
前
に
し
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種

三

募
集
（
令
第
一
条
の
六
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
募
集

類
の
有
価
証
券
（
こ
の
条
に
お
い
て
新
株
予
約
権
付
社
債
券
は
、
第
一
条
第

に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価

二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
又
は
法

額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
発
行
さ
れ
る
日
以
前
三
月
以
内
に
発
行
さ

第
二
条
第
一
項
第
十
七
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
で
あ
つ
て
第
一
条
第
一
号
ニ

れ
た
同
種
の
新
規
発
行
証
券
（
同
条
に
規
定
す
る
同
種
の
新
規
発
行
証
券
を

に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
性
質
を
有
す
る
も
の
と
同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
と

い
う
。
第
九
条
の
二
第
三
号
及
び
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
第
四
号
に
お
い

み
な
す
。
）
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
億

て
同
じ
。
）
の
発
行
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る

円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集
又
は
売
出
し

場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

三

募
集
（
令
第
一
条
の
六
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
募
集

四

売
出
し
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ

に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価

り
売
出
し
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券

額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
発
行
さ
れ
る
日
以
前
三
月
以
内
に
発
行
さ

の
売
出
価
額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
（
法
第
二
条
第

れ
た
同
種
の
新
規
発
行
証
券
（
同
条
に
規
定
す
る
同
種
の
新
規
発
行
証
券
を

四
項
に
規
定
す
る
売
付
け
勧
誘
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
行
わ
れ
る
日

い
う
。
第
九
条
の
二
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
発
行
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た

以
前
一
月
以
内
に
売
付
け
勧
誘
等
（
他
の
者
が
行
つ
た
も
の
を
除
く
。
）
が

金
額
が
一
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
規
定
す
る
同
種
の

三
の
二

売
出
し
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
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既
発
行
証
券
を
い
う
。
第
九
条
の
二
第
三
号
の
二
、
第
十
九
条
第
二
項
第
一

に
よ
り
売
出
し
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価

号
及
び
第
二
十
二
条
の
三
第
一
項
第
五
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
売
出
価
額

証
券
の
売
出
価
額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
（
法
第
二

の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
売
出

条
第
四
項
に
規
定
す
る
売
付
け
勧
誘
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
行
わ
れ

し

る
日
以
前
一
月
以
内
に
売
付
け
勧
誘
等
（
他
の
者
が
行
つ
た
も
の
を
除
く
。

五

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
で
そ
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が
五

）
が
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
規
定
す
る
同

億
円
未
満
で
あ
る
二
組
以
上
の
募
集
又
は
売
出
し
が
並
行
し
て
行
わ
れ
、
か

種
の
既
発
行
証
券
を
い
う
。
第
九
条
の
二
第
三
号
の
二
及
び
第
十
九
条
第
二

つ
、
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出

項
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
売
出
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一

価
額
の
総
額
の
合
計
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
そ
れ
ぞ
れ
の

億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
売
出
し

募
集
又
は
売
出
し

四

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
で
そ
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が
一

六

発
行
価
額
若
し
く
は
売
出
価
額
の
総
額
が
五
億
円
以
上
で
あ
る
有
価
証
券

億
円
未
満
で
あ
る
二
組
以
上
の
募
集
又
は
売
出
し
が
並
行
し
て
行
わ
れ
、
か

の
募
集
若
し
く
は
売
出
し
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
募
集
若
し
く
は
売
出
し
と

つ
、
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出

並
行
し
て
行
わ
れ
る
こ
れ
ら
の
募
集
若
し
く
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と

価
額
の
総
額
の
合
計
額
が
一
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
そ
れ
ぞ
れ
の

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
の
募
集
若
し
く
は
売
出
し

募
集
又
は
売
出
し

七

法
第
十
条
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

五

発
行
価
額
若
し
く
は
売
出
価
額
の
総
額
が
一
億
円
以
上
で
あ
る
有
価
証
券

）
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
効
力
の
停
止
の
処
分
又
は
法
第
十
一
条
第
一
項
（

の
募
集
若
し
く
は
売
出
し
又
は
第
二
号
に
規
定
す
る
募
集
若
し
く
は
売
出
し

法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
届
出

と
並
行
し
て
行
わ
れ
る
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と
同

の
効
力
若
し
く
は
発
行
登
録
の
効
力
の
停
止
の
処
分
若
し
く
は
期
間
の
延
長

一
の
種
類
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し

の
処
分
を
受
け
た
届
出
者
が
、
こ
れ
ら
の
処
分
を
受
け
て
い
る
期
間
内
に
新

六

法
第
十
条
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

た
に
行
う
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し

）
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
効
力
の
停
止
の
処
分
又
は
法
第
十
一
条
第
一
項
（

八

法
第
二
十
三
条
の
十
第
三
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
届
出

を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
発
行
登
録
の
効
力
の
停
止
の
処
分
又
は
法
第
二

の
効
力
の
停
止
の
処
分
、
発
行
登
録
の
効
力
の
停
止
の
処
分
若
し
く
は
期
間

十
三
条
の
十
一
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

の
延
長
の
処
分
を
受
け
た
届
出
者
が
、
こ
れ
ら
の
処
分
を
受
け
て
い
る
期
間

。
）
の
規
定
に
よ
る
発
行
登
録
の
効
力
若
し
く
は
届
出
の
効
力
の
停
止
の
処

内
に
新
た
に
行
う
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し



- 7 -

分
若
し
く
は
期
間
の
延
長
の
処
分
を
受
け
た
登
録
者
が
、
こ
れ
ら
の
処
分
を

七

法
第
二
十
三
条
の
十
第
三
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

受
け
て
い
る
期
間
内
に
新
た
に
行
う
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し

を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
発
行
登
録
の
効
力
の
停
止
の
処
分
又
は
法
第
二

九

本
邦
の
金
融
商
品
取
引
所
に
発
行
株
式
（
発
行
優
先
出
資
を
含
む
。
以
下

十
三
条
の
十
一
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

同
じ
。
）
を
上
場
し
よ
う
と
す
る
会
社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
以
下
こ
の
号

。
）
の
規
定
に
よ
る
発
行
登
録
の
効
力
の
停
止
の
処
分
、
届
出
の
効
力
の
停

に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
認
可
金
融
商
品
取
引
業
協
会
に
発
行
株
式
を
店
頭

止
の
処
分
若
し
く
は
期
間
の
延
長
の
処
分
を
受
け
た
登
録
者
が
、
こ
れ
ら
の

売
買
有
価
証
券
と
し
て
登
録
し
よ
う
と
す
る
会
社
（
既
に
本
邦
の
他
の
金
融

処
分
を
受
け
て
い
る
期
間
内
に
新
た
に
行
う
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し

商
品
取
引
所
に
発
行
株
式
が
上
場
さ
れ
て
い
る
会
社
又
は
い
ず
れ
か
の
認
可

八

本
邦
の
金
融
商
品
取
引
所
に
発
行
株
式
（
発
行
優
先
出
資
を
含
む
。
以
下

金
融
商
品
取
引
業
協
会
に
発
行
株
式
が
店
頭
売
買
有
価
証
券
と
し
て
登
録
さ

同
じ
。
）
を
上
場
し
よ
う
と
す
る
会
社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
以
下
こ
の
号

れ
て
い
る
会
社
を
除
く
。
第
八
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
、
継
続
開

に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
認
可
金
融
商
品
取
引
業
協
会
に
発
行
株
式
を
店
頭

示
会
社
で
な
い
も
の
が
行
う
当
該
金
融
商
品
取
引
所
又
は
当
該
認
可
金
融
商

売
買
有
価
証
券
と
し
て
登
録
し
よ
う
と
す
る
会
社
（
既
に
本
邦
の
他
の
金
融

品
取
引
業
協
会
の
規
則
に
よ
る
発
行
株
式
の
募
集
又
は
売
出
し

商
品
取
引
所
に
発
行
株
式
が
上
場
さ
れ
て
い
る
会
社
又
は
い
ず
れ
か
の
認
可

金
融
商
品
取
引
業
協
会
に
発
行
株
式
が
店
頭
売
買
有
価
証
券
と
し
て
登
録
さ

れ
て
い
る
会
社
を
除
く
。
第
八
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
、
継
続
開

示
会
社
で
な
い
も
の
が
行
う
当
該
金
融
商
品
取
引
所
又
は
当
該
認
可
金
融
商

品
取
引
業
協
会
の
規
則
に
よ
る
発
行
株
式
の
募
集
又
は
売
出
し

（
届
出
を
要
し
な
い
適
格
機
関
投
資
家
向
け
証
券
の
一
般
投
資
家
向
け
勧
誘
）

（
届
出
を
要
し
な
い
適
格
機
関
投
資
家
向
け
証
券
の
一
般
投
資
家
向
け
勧
誘
）

第
二
条
の
四

法
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次

第
二
条
の
四

法
第
四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次

に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。

の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
該
当
す
る
こ
と
と
す
る
。

一

［
略
］

一

［
同
上
］

二

適
格
機
関
投
資
家
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
が
法
第
四
条
第
一
項
第
三
号

二

適
格
機
関
投
資
家
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
が
法
第
四
条
第
一
項
第
四
号

に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売
出
し
に
該
当
し
、
か
つ
、
当
該
適
格
機
関
投
資

に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
売
出
し
に
該
当
し
、
か
つ
、
当
該
適
格
機
関
投
資

家
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
が
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し
と
し
て
行
わ
れ
る

家
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
が
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し
と
し
て
行
わ
れ
る
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場
合

場
合

（
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
か
ら
除
か
れ
る
有
価
証
券
の
範
囲
）

（
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
か
ら
除
か
れ
る
有
価
証
券
の
範
囲
）

第
二
条
の
五

令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

第
二
条
の
五

令
第
二
条
の
十
二
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

有
価
証
券
は
、
特
定
上
場
有
価
証
券
（
法
第
二
条
第
三
十
三
項
に
規
定
す
る
特

有
価
証
券
は
、
特
定
上
場
有
価
証
券
（
法
第
二
条
第
三
十
三
項
に
規
定
す
る
特

定
上
場
有
価
証
券
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
特
定
店
頭
売
買
有
価
証
券
（

定
上
場
有
価
証
券
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
特
定
店
頭
売
買
有
価
証
券
（

令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
店
頭
売
買
有
価
証
券

令
第
二
条
の
十
二
の
四
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
特
定
店
頭
売
買
有
価
証
券

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
す
る
。

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
す
る
。

（
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
に
該
当
し
な
い
旨
の
承
認
の
手
続
等
）

（
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
に
該
当
し
な
い
旨
の
承
認
の
手
続
等
）

第
二
条
の
六

令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
発
行
者

第
二
条
の
六

令
第
二
条
の
十
二
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
の
発
行
者

が
同
項
に
規
定
す
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
承
認
申
請
書
に
次

が
同
項
に
規
定
す
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
承
認
申
請
書
に
次

に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
を
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
こ
れ
を
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

２

令
第
二
条
の
十
二
の
三
第
一
項
に
規
定
す
る
所
有
者
の
数
は
、
次
の
各
号
に

２

令
第
二
条
の
十
二
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
所
有
者
の
数
は
、
次
の
各
号
に

掲
げ
る
有
価
証
券
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算

掲
げ
る
有
価
証
券
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
計
算

し
た
数
と
す
る
。

し
た
数
と
す
る
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

３

［
略
］

３

［
同
上
］

（
届
出
を
要
し
な
い
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
一
般
投
資
家
向
け
勧
誘

（
届
出
を
要
し
な
い
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
の
一
般
投
資
家
向
け
勧
誘
）

）
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第
二
条
の
七

法
第
四
条
第
三
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場

第
二
条
の
七

法
第
四
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次

合
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

一

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
に
対
し
て
特
定
投
資
家
等

一

当
該
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
又
は
そ
の
役
員
（
取
締
役
、

取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
等
を
行
う
場
合

監
査
役
、
執
行
役
、
理
事
若
し
く
は
監
事
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者
を
い
う

。
第
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ヲ
⑵
及
び
⑶
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
り
、
か

つ
、
当
該
発
行
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権

に
係
る
株
式
若
し
く
は
出
資
を
自
己
若
し
く
は
他
人
の
名
義
を
も
つ
て
所
有

す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
特
定
役
員
」
と
い
う
。
）
若
し
く
は
当

該
特
定
役
員
の
被
支
配
法
人
等
（
当
該
発
行
者
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お

い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
特
定
投
資
家
等
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
を
行
う

場
合

二

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
の
役
員
（
取
締
役
、
会
計

［
号
を
加
え
る
。
］

参
与
、
監
査
役
、
執
行
役
、
理
事
若
し
く
は
監
事
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者

を
い
う
。
次
号
及
び
第
十
九
条
第
二
項
第
一
号
ヲ
⑵
に
お
い
て
同
じ
。
）
又

は
使
用
人
に
対
し
て
特
定
投
資
家
等
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
等
を
行
う
場

合
三

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
の
役
員
で
あ
り
、
か
つ
、

［
号
を
加
え
る
。
］

当
該
発
行
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係

る
株
式
又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の
名
義
を
も
つ
て
所
有
す
る
者
（
次
項

及
び
第
三
項
に
お
い
て
「
特
定
役
員
」
と
い
う
。
）
の
被
支
配
法
人
等
（
当

該
発
行
者
を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
し
て
特
定
投
資
家
等
取

得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
等
を
行
う
場
合

四

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
の
株
主
に
対
し
て
特
定
投

［
号
を
加
え
る
。
］
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資
家
等
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
等
を
行
う
場
合

五

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の

二

当
該
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百

百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係
る
株
式
又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の

分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係
る
株
式
又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の
名

名
義
を
も
つ
て
所
有
す
る
会
社
に
対
し
て
特
定
投
資
家
等
取
得
有
価
証
券
一

義
を
も
つ
て
所
有
す
る
会
社
に
対
し
て
特
定
投
資
家
等
取
得
有
価
証
券
一
般

般
勧
誘
等
を
行
う
場
合

勧
誘
を
行
う
場
合

六

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
発
行
者
を
子
会
社
又
は
関
連
会
社

［
号
を
加
え
る
。
］

と
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
当
該
発
行
者
が
発
行
す
る
法
第
二
十
七
条
の

二
第
一
項
に
規
定
す
る
株
券
等
（
有
価
証
券
に
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。
）

を
取
得
し
、
又
は
買
い
付
け
よ
う
と
す
る
者
（
当
該
発
行
者
の
財
務
の
状
況

及
び
事
業
の
内
容
に
つ
い
て
の
調
査
を
実
施
し
て
い
る
者
に
限
る
。
）
に
対

し
て
特
定
投
資
家
等
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
等
を
行
う
場
合

七

法
第
四
条
第
三
項
第
三
号
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
有
価
証
券
の
所
有

三

法
第
四
条
第
三
項
第
三
号
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
有
価
証
券
の
所
有

者
（
当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
を
除
く
。
）
が
、
当
該
有
価
証
券
（
同
号
に

者
（
当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
を
除
く
。
）
が
、
当
該
有
価
証
券
（
同
号
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
前
か
ら
所
有
し
て
い
る
も
の
に
限
る
。
）
に
つ

該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
前
か
ら
所
有
す
る
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て

い
て
、
当
該
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
特
定
投
資

、
当
該
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
特
定
投
資
家
等

家
等
取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
等
を
行
う
場
合

取
得
有
価
証
券
一
般
勧
誘
を
行
う
場
合

２

特
定
役
員
と
そ
の
被
支
配
法
人
等
が
合
わ
せ
て
他
の
法
人
等
（
法
人
そ
の
他

２

特
定
役
員
と
そ
の
被
支
配
法
人
等
が
合
わ
せ
て
他
の
法
人
等
（
法
人
そ
の
他

の
団
体
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の

の
団
体
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の

百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係
る
株
式
又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の
名

百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係
る
株
式
又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の
名

義
を
も
つ
て
所
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
他
の
法
人
等
は
、
当
該
特
定
役
員
の

義
を
も
つ
て
所
有
す
る
場
合
に
は
、
当
該
他
の
法
人
等
は
、
当
該
特
定
役
員
の

被
支
配
法
人
等
と
み
な
し
て
、
前
項
第
三
号
及
び
こ
の
項
の
規
定
を
適
用
す
る

被
支
配
法
人
等
と
み
な
し
て
、
前
項
第
一
号
及
び
こ
の
項
の
規
定
を
適
用
す
る

。

。

３

第
一
項
第
三
号
及
び
前
項
の
「
被
支
配
法
人
等
」
と
は
、
特
定
役
員
が
他
の

３

第
一
項
第
一
号
及
び
前
項
の
「
被
支
配
法
人
等
」
と
は
、
特
定
役
員
が
他
の
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法
人
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係
る
株
式

法
人
等
の
総
株
主
等
の
議
決
権
の
百
分
の
五
十
を
超
え
る
議
決
権
に
係
る
株
式

又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の
名
義
を
も
つ
て
所
有
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該

又
は
出
資
を
自
己
又
は
他
人
の
名
義
を
も
つ
て
所
有
す
る
場
合
に
お
け
る
当
該

他
の
法
人
等
を
い
う
。

他
の
法
人
等
を
い
う
。

４

第
一
項
第
三
号
及
び
第
五
号
の
議
決
権
（
総
株
主
等
の
議
決
権
を
除
く
。
）

４

第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
の
議
決
権
（
総
株
主
等
の
議
決
権
を
除
く
。
）

に
は
、
社
債
等
振
替
法
第
百
四
十
七
条
第
一
項
又
は
第
百
四
十
八
条
第
一
項
（

に
は
、
社
債
等
振
替
法
第
百
四
十
七
条
第
一
項
又
は
第
百
四
十
八
条
第
一
項
（

こ
れ
ら
の
規
定
を
社
債
等
振
替
法
第
二
百
三
十
五
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す

こ
れ
ら
の
規
定
を
社
債
等
振
替
法
第
二
百
三
十
五
条
第
一
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
株

る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
株

式
又
は
出
資
に
係
る
議
決
権
を
含
み
、
前
二
項
の
場
合
に
お
け
る
議
決
権
（
総

式
又
は
出
資
に
係
る
議
決
権
を
含
み
、
前
二
項
の
場
合
に
お
け
る
議
決
権
（
総

株
主
等
の
議
決
権
を
除
く
。
）
に
は
、
社
債
等
振
替
法
第
百
四
十
七
条
第
一
項

株
主
等
の
議
決
権
を
除
く
。
）
に
は
、
社
債
等
振
替
法
第
百
四
十
七
条
第
一
項

又
は
第
百
四
十
八
条
第
一
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
社
債
等
振
替
法
第
二
百
二
十

又
は
第
百
四
十
八
条
第
一
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
社
債
等
振
替
法
第
二
百
二
十

八
条
第
一
項
、
第
二
百
三
十
五
条
第
一
項
、
第
二
百
三
十
九
条
第
一
項
及
び
第

八
条
第
一
項
、
第
二
百
三
十
五
条
第
一
項
、
第
二
百
三
十
九
条
第
一
項
及
び
第

二
百
七
十
六
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

二
百
七
十
六
条
（
第
二
号
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
株
式
又
は

を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
株
式
又
は

出
資
に
係
る
議
決
権
を
含
む
も
の
と
す
る
。

出
資
に
係
る
議
決
権
を
含
む
も
の
と
す
る
。

（
暗
号
資
産
又
は
電
子
決
済
手
段
の
換
算
等
）

（
暗
号
資
産
又
は
電
子
決
済
手
段
の
換
算
等
）

第
二
条
の
九

［
略
］

第
二
条
の
九

［
同
上
］

２

法
第
二
条
の
二
及
び
令
第
一
条
の
二
十
三
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
暗
号
等

２

法
第
二
条
の
二
及
び
令
第
一
条
の
二
十
三
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
暗
号
等

資
産
（
法
第
二
条
第
二
十
四
項
第
三
号
の
二
に
規
定
す
る
暗
号
等
資
産
を
い
う

資
産
（
法
第
二
条
第
二
十
四
項
第
三
号
の
二
に
規
定
す
る
暗
号
等
資
産
を
い
う

。
以
下
同
じ
。
）
は
、
こ
の
府
令
の
規
定
の
金
銭
又
は
取
引
に
係
る
金
銭
と
み

。
以
下
同
じ
。
）
は
、
こ
の
府
令
の
規
定
の
金
銭
又
は
取
引
に
係
る
金
銭
と
み

な
し
て
、
こ
の
府
令
の
規
定
を
適
用
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
府
令
の
規
定
に
よ

な
し
て
、
こ
の
府
令
の
規
定
を
適
用
す
る
。
た
だ
し
、
こ
の
府
令
の
規
定
に
よ

り
作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
書
類
に
記
載
す
る
事
項
の
う
ち
貸
借
対
照
表

り
作
成
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
書
類
に
記
載
す
る
事
項
の
う
ち
貸
借
対
照
表

、
損
益
計
算
書
そ
の
他
の
財
務
計
算
に
関
す
る
書
類
に
記
載
さ
れ
た
事
項
に
準

、
損
益
計
算
書
そ
の
他
の
財
務
計
算
に
関
す
る
書
類
に
記
載
さ
れ
た
事
項
に
準
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拠
す
る
も
の
に
係
る
規
定
の
金
銭
又
は
取
引
に
係
る
金
銭
に
つ
い
て
は
、
法
第

拠
す
る
も
の
に
係
る
規
定
の
金
銭
又
は
取
引
に
係
る
金
銭
に
つ
い
て
は
、
法
第

二
十
六
条
の
二
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
第
十
四

百
九
十
三
条
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

条
の
二
の
二
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
の
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
る
。

（
届
出
書
提
出
期
限
の
特
例
）

（
届
出
書
提
出
期
限
の
特
例
）

第
三
条

法
第
四
条
第
四
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は

第
三
条

法
第
四
条
第
四
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は

、
次
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
を
行
う
場
合
と
す
る
。

、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
を
行
う
場
合
と
す
る
。

一

株
券
（
優
先
出
資
証
券
を
含
む
。
第
十
四
条
の
十
四
の
三
第
一
項
第
一
号

一

株
券
（
優
先
出
資
証
券
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
、
新
株
予
約
権
証
券
及

及
び
第
十
九
条
第
二
項
第
二
号
の
二
イ
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）
、
新
株
予

び
新
株
予
約
権
付
社
債
券
以
外
の
有
価
証
券

約
権
証
券
及
び
新
株
予
約
権
付
社
債
券
以
外
の
有
価
証
券

［
二
～
五

略
］

［
二
～
五

同
上
］

（
有
価
証
券
通
知
書
）

（
有
価
証
券
通
知
書
）

第
四
条

［
略
］

第
四
条

［
同
上
］

２

有
価
証
券
通
知
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
発
行
者
の
区
分

２

有
価
証
券
通
知
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
発
行
者
の
区
分

に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し

に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

、
第
一
号
ニ
（
第
二
号
イ
に
お
い
て
引
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る
書

類
は
、
当
該
有
価
証
券
通
知
書
の
提
出
者
が
有
価
証
券
報
告
書
を
提
出
し
て
い

る
場
合
に
は
、
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

一

内
国
会
社

次
に
掲
げ
る
書
類

一

［
同
上
］

［
イ
～
ハ

略
］

［
イ
～
ハ

同
上
］

ニ

有
価
証
券
通
知
書
（
法
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に

［
号
の
細
分
を
加
え
る
。
］
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お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
及
び
第
二
十
二
条
の
三
に
お
い
て

同
じ
。
）
に
規
定
す
る
も
の
に
限
る
。
）
の
提
出
者
の
最
近
事
業
年
度
に

係
る
会
社
法
第
四
百
三
十
八
条
第
一
項
に
掲
げ
る
も
の
で
、
定
時
株
主
総

会
に
報
告
し
た
も
の
又
は
そ
の
承
認
を
受
け
た
も
の
（
同
法
第
四
百
三
十

六
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、

同
法
の
規
定
に
よ
る
監
査
報
告
又
は
会
計
監
査
報
告
を
含
む
。
）
（
指
定

法
人
及
び
持
分
会
社
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
）

二

［
略
］

二

［
同
上
］

３

前
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
書
類
（
有
価
証
券
通
知
書
が
法
第
二
十
五
条
の
二

３

前
項
第
二
号
ロ
に
掲
げ
る
書
類
が
日
本
語
を
も
つ
て
記
載
し
た
も
の
で
な
い

第
一
項
に
規
定
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
同
号
（
イ
に
お
い
て
引

と
き
は
、
そ
の
日
本
語
に
よ
る
翻
訳
文
を
付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

用
す
る
前
項
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）
に
定
め
る
書
類
）
が
日
本

語
を
も
つ
て
記
載
し
た
も
の
で
な
い
と
き
は
、
そ
の
日
本
語
に
よ
る
翻
訳
文
を

付
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
４
・
５

略
］

［
４
・
５

同
上
］

（
有
価
証
券
届
出
書
等
の
記
載
の
特
例
）

（
有
価
証
券
届
出
書
等
の
記
載
の
特
例
）

第
九
条

法
第
五
条
第
一
項
た
だ
し
書
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場

第
九
条

［
同
上
］

合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め

る
場
合
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
と
し
、
同
項
た
だ
し
書
並
び
に
法
第
十

三
条
第
二
項
た
だ
し
書
及
び
第
二
十
三
条
の
十
二
第
七
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を

法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令

で
定
め
る
事
項
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
当
該
各
号
に
定

め
る
事
項
と
す
る
。
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一

時
価
又
は
時
価
に
近
い
一
定
の
価
格
に
よ
り
発
行
す
る
株
券
、
有
価
証
券

一

時
価
又
は
時
価
に
近
い
一
定
の
価
格
に
よ
り
発
行
す
る
株
券
、
有
価
証
券

信
託
受
益
証
券
の
う
ち
受
託
有
価
証
券
が
株
券
で
あ
る
も
の
又
は
預
託
証
券

信
託
受
益
証
券
の
う
ち
受
託
有
価
証
券
が
株
券
で
あ
る
も
の
又
は
預
託
証
券

で
株
券
を
表
示
す
る
も
の
（
第
五
号
に
お
い
て
「
株
券
等
」
と
い
う
。
）
に

で
株
券
を
表
示
す
る
も
の
（
第
五
号
及
び
第
十
九
条
の
九
に
お
い
て
「
株
券

つ
き
、
そ
の
発
行
価
格
の
決
定
前
に
募
集
を
行
う
必
要
が
あ
る
場
合

次
に

等
」
と
い
う
。
）
に
つ
き
、
そ
の
発
行
価
格
の
決
定
前
に
募
集
を
行
う
必
要

掲
げ
る
事
項

が
あ
る
場
合

次
に
掲
げ
る
事
項

［
イ
～
ヘ

略
］

［
イ
～
ヘ

同
上
］

［
二
～
十

略
］

［
二
～
十

同
上
］

（
少
額
募
集
等
に
該
当
す
る
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
）

（
少
額
募
集
等
に
該
当
す
る
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
）

第
九
条
の
二

法
第
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

第
九
条
の
二

法
第
五
条
第
二
項
に
規
定
す
る
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

が
十
億
円
未
満
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
で
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の

が
五
億
円
未
満
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
で
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の

は
、
内
国
会
社
が
行
う
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も

は
、
内
国
会
社
が
行
う
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
も

の
以
外
の
も
の
と
す
る
。

の
以
外
の
も
の
と
す
る
。

一

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
で

一

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
で

、
当
該
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株

、
当
該
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株

予
約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の

予
約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の

合
計
額
を
合
算
し
た
金
額
が
十
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

合
計
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

又
は
売
出
し

又
は
売
出
し

二

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

二

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

に
、
当
該
募
集
又
は
売
出
し
を
開
始
す
る
日
前
一
年
以
内
に
行
わ
れ
た
募
集

に
、
当
該
募
集
又
は
売
出
し
を
開
始
す
る
日
前
一
年
以
内
に
行
わ
れ
た
募
集

又
は
売
出
し
（
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
も
の
及
び
当

又
は
売
出
し
（
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
も
の
及
び
当

該
届
出
前
に
し
た
も
の
並
び
に
発
行
登
録
追
補
書
類
を
提
出
し
た
も
の
及
び

該
届
出
前
に
し
た
も
の
並
び
に
発
行
登
録
追
補
書
類
を
提
出
し
た
も
の
及
び

当
該
提
出
前
に
し
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種

当
該
提
出
前
に
し
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種
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類
の
有
価
証
券
（
こ
の
条
に
お
い
て
新
株
予
約
権
付
社
債
券
は
、
第
一
条
第

類
の
有
価
証
券
（
こ
の
条
に
お
い
て
新
株
予
約
権
付
社
債
券
は
、
第
一
条
第

二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
と
同
一

二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
と
同
一

の
種
類
の
有
価
証
券
と
み
な
す
。
）
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
を

の
種
類
の
有
価
証
券
と
み
な
す
。
）
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
を

合
算
し
た
金
額
が
十
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集
又
は
売
出

合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集
又
は
売
出

し

し

三

募
集
（
令
第
一
条
の
六
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
募
集
に

三

募
集
（
令
第
一
条
の
六
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
募
集
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額

該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額

の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
発
行
さ
れ
る
日
以
前
三
月
以
内
に
発
行
さ
れ

の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
発
行
さ
れ
る
日
以
前
三
月
以
内
に
発
行
さ
れ

た
同
種
の
新
規
発
行
証
券
の
発
行
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
十
億
円

た
同
種
の
新
規
発
行
証
券
の
発
行
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円

以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

三
の
二

売
出
し
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に

三
の
二

売
出
し
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に

よ
り
売
出
し
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証

よ
り
売
出
し
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証

券
の
売
出
価
額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
が
行
わ
れ
る

券
の
売
出
価
額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
が
行
わ
れ
る

日
以
前
一
月
以
内
に
売
付
け
勧
誘
等
が
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売

日
以
前
一
月
以
内
に
売
付
け
勧
誘
等
が
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売

出
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
十
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当

出
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当

該
売
出
し

該
売
出
し

四

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
で
そ
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が
十

四

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
で
そ
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が
五

億
円
未
満
で
あ
る
二
組
以
上
の
募
集
又
は
売
出
し
が
並
行
し
て
行
わ
れ
、
か

億
円
未
満
で
あ
る
二
組
以
上
の
募
集
又
は
売
出
し
が
並
行
し
て
行
わ
れ
、
か

つ
、
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出

つ
、
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出

価
額
の
総
額
の
合
計
額
が
十
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
そ
れ
ぞ
れ
の

価
額
の
総
額
の
合
計
額
が
五
億
円
以
上
と
な
る
場
合
に
お
け
る
そ
れ
ぞ
れ
の

募
集
又
は
売
出
し

募
集
又
は
売
出
し

五

発
行
価
額
若
し
く
は
売
出
価
額
の
総
額
が
十
億
円
以
上
で
あ
る
有
価
証
券

五

発
行
価
額
若
し
く
は
売
出
価
額
の
総
額
が
五
億
円
以
上
で
あ
る
有
価
証
券

の
募
集
若
し
く
は
売
出
し
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
募
集
若
し
く
は
売
出
し
と

の
募
集
若
し
く
は
売
出
し
又
は
第
一
号
に
規
定
す
る
募
集
若
し
く
は
売
出
し
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並
行
し
て
行
わ
れ
る
こ
れ
ら
の
募
集
若
し
く
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と

と
並
行
し
て
行
わ
れ
る
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と
同

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
の
募
集
若
し
く
は
売
出
し

一
の
種
類
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し

（
有
価
証
券
届
出
書
の
自
発
的
訂
正
）

（
有
価
証
券
届
出
書
の
自
発
的
訂
正
）

第
十
一
条

提
出
し
た
有
価
証
券
届
出
書
又
は
そ
の
添
付
書
類
に
つ
き
、
法
第
七

第
十
一
条

提
出
し
た
有
価
証
券
届
出
書
又
は
そ
の
添
付
書
類
に
つ
き
、
法
第
七

条
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

条
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に

よ
り
訂
正
届
出
書
を
提
出
す
べ
き
も
の
と
し
て
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
情
は
、

よ
り
訂
正
届
出
書
を
提
出
す
べ
き
も
の
と
し
て
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
情
は
、

次
に
掲
げ
る
事
情
と
す
る
。

次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
情
と
す
る
。

［
一
～
三

略
］

［
一
～
三

同
上
］

（
目
論
見
書
の
作
成
を
要
し
な
い
有
価
証
券
の
売
出
し
）

（
目
論
見
書
の
作
成
を
要
し
な
い
有
価
証
券
の
売
出
し
）

第
十
一
条
の
四

法
第
十
三
条
第
一
項
（
法
第
二
十
三
条
の
十
二
第
二
項
に
お
い

第
十
一
条
の
四

法
第
十
三
条
第
一
項
（
法
第
二
十
三
条
の
十
二
第
二
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次

に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
売
出
し
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し

の
各
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
売
出
し
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
有
価
証
券
の

に
関
し
、
令
第
二
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
安
定
操
作
取
引
を
行
う
場
合
は
、

売
出
し
に
関
し
、
令
第
二
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
安
定
操
作
取
引
を
行
う
場

こ
の
限
り
で
な
い
。

合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

（
目
論
見
書
の
作
成
を
要
し
な
い
新
株
予
約
権
証
券
の
募
集
に
係
る
日
刊
新
聞

（
目
論
見
書
の
作
成
を
要
し
な
い
新
株
予
約
権
証
券
の
募
集
に
係
る
日
刊
新
聞

紙
掲
載
事
項
）

紙
掲
載
事
項
）

第
十
一
条
の
五

法
第
十
三
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

第
十
一
条
の
五

法
第
十
三
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

事
項
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

［
一
～
三

略
］

［
一
～
三

同
上
］
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（
目
論
見
書
等
に
お
け
る
不
確
実
性
の
あ
る
情
報
等
）

第
十
四
条
の
二
の
二

法
第
十
七
条
第
二
項
、
第
十
八
条
第
二
項
及
び
第
二
十
一

［
条
を
加
え
る
。
］

条
第
三
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
三
条
の
十
二
第
五
項
に
お
い
て
準
用

し
、
及
び
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む

。
次
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
第
二
十
一
条
の
二
第
三
項
（
法
第

二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
及
び
第
三
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
並
び
に
第
二
十
二
条
第
三
項
（
法
第
二
十
三
条
の
十
二
第
五
項
、
第
二

十
四
条
の
四
及
び
第
二
十
四
条
の
五
第
五
項
に
お
い
て
準
用
し
、
並
び
に
こ
れ

ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
及
び
第

三
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
不
確
実
性
の
あ
る
情
報
と
し
て
内
閣
府

令
で
定
め
る
も
の
は
、
目
論
見
書
及
び
縦
覧
書
類
（
法
第
二
十
五
条
第
一
項
（

法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
第

二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
縦
覧
書
類
を
い
い
、
法
第
二
十
五
条
第

一
項
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
、
第
六
号
及
び
第
八
号
に
掲
げ
る
も
の
に
限
る

。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
記
載
さ
れ
た
事
項
の
う
ち
次
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
情
報
（
経
理
の
状
況
に
関
す
る
情
報
を
除
く
。
以
下
「
将
来
情

報
等
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。

一

将
来
の
事
業
活
動
の
予
測
そ
の
他
の
将
来
の
事
象
又
は
状
況
に
関
す
る
情

報
で
あ
つ
て
、
当
該
目
論
見
書
の
作
成
日
又
は
当
該
縦
覧
書
類
の
提
出
日
時

点
に
お
い
て
そ
の
事
象
若
し
く
は
状
況
の
発
生
の
有
無
又
は
内
容
が
確
定
し

て
い
な
い
も
の

二

当
該
目
論
見
書
の
作
成
日
又
は
当
該
縦
覧
書
類
の
提
出
日
ま
で
に
入
手
可
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能
な
情
報
を
基
に
合
理
的
に
見
積
も
つ
た
金
額
、
数
量
そ
の
他
の
数
値

三

子
会
社
以
外
の
第
三
者
か
ら
取
得
し
た
情
報

２

法
第
十
七
条
第
二
項
、
第
十
八
条
第
二
項
、
第
二
十
一
条
第
三
項
、
第
二
十

一
条
の
二
第
三
項
及
び
第
二
十
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

場
合
は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

一

目
論
見
書
又
は
縦
覧
書
類
に
次
に
掲
げ
る
事
項
が
記
載
さ
れ
、
か
つ
、
そ

の
内
容
が
真
実
で
あ
る
こ
と
。

イ

将
来
情
報
等
を
記
載
す
る
に
当
た
り
前
提
と
さ
れ
た
事
実
、
仮
定
及
び

推
論
過
程
（
デ
ー
タ
・
プ
ロ
バ
イ
ダ
（
業
界
平
均
値
そ
の
他
の
統
計
的
な

数
値
を
発
行
者
に
提
供
す
る
事
業
者
を
い
う
。
イ
に
お
い
て
同
じ
。
）
か

ら
入
手
し
た
情
報
を
含
む
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
デ
ー
タ

・
プ
ロ
バ
イ
ダ
の
名
称
を
含
む
。
）

ロ

将
来
情
報
等
の
適
切
性
（
前
項
第
三
号
に
掲
げ
る
情
報
に
あ
つ
て
は
、

そ
の
入
手
経
路
の
適
切
性
を
含
む
。
）
を
検
討
し
、
か
つ
、
評
価
す
る
た

め
の
発
行
者
に
お
け
る
手
続
（
当
該
手
続
に
つ
い
て
責
任
を
有
す
る
組
織

の
名
称
又
は
個
人
の
役
職
名
及
び
そ
の
役
割
を
含
む
。
）

二

縦
覧
書
類
が
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
三
号
又
は
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類

で
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
書
類
に
係
る
確
認
書
（
訂
正
確
認
書
（

法
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
一
項
（
法
第
二
十
四
条
の
五
の
二
第
二
項
に
お

い
て
準
用
し
、
及
び
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
七
条
第
一
項
、
第
九
条
第
一
項

及
び
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
訂
正
確
認
書
を
い
う
。
第
十
七
条
の
十
三

に
お
い
て
同
じ
。
）
を
含
む
。
）
又
は
外
国
会
社
確
認
書
（
外
国
会
社
訂
正
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確
認
書
（
法
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
三
項
（
法
第
二
十
四
条
の
五
の
二
第

二
項
に
お
い
て
準
用
し
、
及
び
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
第
十
七
条
の
十
三
及
び
第
十
七
条
の
十
四
に
お
い

て
同
じ
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
四
条
第
八
項
に
規
定
す
る
外
国

会
社
訂
正
確
認
書
を
い
う
。
第
十
七
条
の
十
三
及
び
第
十
七
条
の
十
四
第
一

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
含
む
。
）
を
提
出
し
て
い
る
と
き
は
、
当
該
確
認

書
又
は
当
該
外
国
会
社
確
認
書
の
内
容
が
真
実
で
あ
る
こ
と
。

３

法
第
十
七
条
第
二
項
、
第
十
八
条
第
二
項
、
第
二
十
一
条
第
三
項
、
第
二
十

一
条
の
二
第
三
項
及
び
第
二
十
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
と
き
と
す
る
。

一

目
論
見
書
又
は
縦
覧
書
類
に
記
載
さ
れ
た
将
来
情
報
等
と
相
違
す
る
事
実

が
判
明
し
た
と
き
。

二

目
論
見
書
又
は
縦
覧
書
類
に
記
載
さ
れ
た
将
来
情
報
等
に
比
し
て
よ
り
精

度
の
高
い
情
報
を
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な
つ
た
と
き
。

４

第
一
項
に
規
定
す
る
「
経
理
の
状
況
に
関
す
る
情
報
」
と
は
、
発
行
者
に
係

る
法
第
二
十
六
条
の
二
に
規
定
す
る
財
務
計
算
に
関
す
る
書
類
と
し
て
記
載
さ

れ
た
情
報
及
び
当
該
情
報
の
一
部
を
抜
粋
し
、
又
は
要
約
し
て
記
載
さ
れ
た
情

報
と
す
る
。

（
新
株
予
約
権
証
券
に
準
ず
る
有
価
証
券
等
）

（
新
株
予
約
権
証
券
に
準
ず
る
有
価
証
券
等
）

第
十
四
条
の
二
の
三

法
第
二
十
一
条
第
五
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

第
十
四
条
の
二
の
二

法
第
二
十
一
条
第
四
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

定
め
る
有
価
証
券
は
、
次
に
掲
げ
る
有
価
証
券
と
す
る
。

定
め
る
有
価
証
券
は
、
次
に
掲
げ
る
有
価
証
券
と
す
る
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］
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２

法
第
二
十
一
条
第
五
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
権
利
は
、

２

法
第
二
十
一
条
第
四
項
第
三
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
権
利
は
、

外
国
の
者
に
対
す
る
新
株
予
約
権
と
す
る
。

外
国
の
者
に
対
す
る
新
株
予
約
権
と
す
る
。

（
発
行
登
録
追
補
書
類
の
提
出
を
要
し
な
い
募
集
又
は
売
出
し
）

（
発
行
登
録
追
補
書
類
の
提
出
を
要
し
な
い
募
集
又
は
売
出
し
）

第
十
四
条
の
九

法
第
二
十
三
条
の
八
第
一
項
た
だ
し
書
（
法
第
二
十
七
条
に
お

第
十
四
条
の
九

法
第
二
十
三
条
の
八
第
一
項
た
だ
し
書
（
法
第
二
十
七
条
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、

第
二
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
募
集
又
は
売
出
し
と
す
る
。

第
二
条
第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
募
集
又
は
売
出
し
と
す
る
。

（
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
に
係
る
告
知
の
内
容
等
）

（
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
等
に
係
る
告
知
の
内
容
等
）

第
十
四
条
の
十
四

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て

第
十
四
条
の
十
四

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

定
め
る
事
項
は
、
有
価
証
券
発
行
勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
（
法
第

定
め
る
事
項
は
、
有
価
証
券
発
行
勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
（
法
第

四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が

四
条
第
二
項
に
規
定
す
る
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が

適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
有
価
証
券
発
行
勧

適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
有
価
証
券
発
行
勧

誘
等
又
は
当
該
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
関
し
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

誘
等
又
は
当
該
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
関
し
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

る
届
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
及
び
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応

る
届
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
及
び
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応

じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
と
す
る
。

じ
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
と
す
る
。

［
一
～
四

略
］

［
一
～
四

同
上
］

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は

場
合
は
、
当
該
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又

、
当
該
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲

は
譲
渡
価
額
の
総
額
（
当
該
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
に
は

渡
価
額
の
総
額
に
、
当
該
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
を
行
う
日
以
前
一
月

、
当
該
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株
予

以
内
に
行
わ
れ
た
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
（
他
の
者
が
行
つ
た
も
の
を

約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の
合
計

除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
種
類
の
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
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額
を
合
算
し
た
金
額
。
以
下
こ
の
項
、
第
十
四
条
の
十
四
の
三
第
二
項
及
び
第

は
譲
渡
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
億
円
未
満
と
な
る
場
合
と
す
る

十
四
条
の
十
五
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
、
当
該
適
格
機
関
投
資
家
向
け

。

勧
誘
を
行
う
日
以
前
一
月
以
内
に
行
わ
れ
た
適
格
機
関
投
資
家
向
け
勧
誘
（
他

の
者
が
行
つ
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
種
類
の
有
価

証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
未
満
と

な
る
場
合
と
す
る
。

（
特
定
投
資
家
等
向
け
勧
誘
に
係
る
告
知
の
方
法
等
）

（
特
定
投
資
家
向
け
勧
誘
等
に
係
る
告
知
の
方
法
等
）

第
十
四
条
の
十
四
の
二

［
略
］

第
十
四
条
の
十
四
の
二

［
同
上
］

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
三
項
第
一
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事

項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

項
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付

一

当
該
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧

け
勧
誘
等
に
関
し
法
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
届
出

誘
等
に
関
し
法
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
行

が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
。

わ
れ
て
い
な
い
こ
と
。

二

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付

二

当
該
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧

け
勧
誘
等
に
係
る
有
価
証
券
が
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
に
該
当
し
、

誘
等
に
係
る
有
価
証
券
が
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
に
該
当
し
、
又
は
該

又
は
該
当
す
る
こ
と
と
な
る
こ
と
。

当
す
る
こ
と
と
な
る
こ
と
。

二
の
二

［
略
］

二
の
二

［
同
上
］

三

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付

三

当
該
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧

け
勧
誘
等
に
、
そ
れ
ぞ
れ
令
第
一
条
の
五
の
二
第
二
項
第
一
号
ロ
⑵
若
し
く

誘
等
に
、
そ
れ
ぞ
れ
令
第
一
条
の
五
の
二
第
二
項
第
一
号
ロ
⑵
若
し
く
は
第

は
第
二
号
ロ
⑵
若
し
く
は
定
義
府
令
第
十
二
条
第
一
項
第
一
号
ロ
⑵

若
し

二
号
ロ
⑵
若
し
く
は
定
義
府
令
第
十
二
条
第
一
項
第
一
号
ロ
⑵

若
し
く
は

(ⅰ)

(ⅰ)

く
は

又
は
令
第
一
条
の
八
の
二
第
一
号
ロ
⑵
若
し
く
は
第
二
号
ロ
⑵
若
し

又
は
令
第
一
条
の
八
の
二
第
一
号
ロ
⑵
若
し
く
は
第
二
号
ロ
⑵
若
し
く
は

(ⅱ)

(ⅱ)

く
は
定
義
府
令
第
十
三
条
の
六
第
一
号
ロ
⑵
に
規
定
す
る
条
件
が
付
さ
れ
て

定
義
府
令
第
十
三
条
の
六
第
一
号
ロ
⑵
に
規
定
す
る
条
件
が
付
さ
れ
て
い
る
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い
る
場
合
に
は
、
そ
の
内
容

場
合
に
は
、
そ
の
内
容

四

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付

四

当
該
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
又
は
当
該
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧

け
勧
誘
等
に
係
る
有
価
証
券
の
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
つ
い
て
、
法
第
四

誘
等
に
係
る
有
価
証
券
の
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
つ
い
て
、
法
第
四
条
第

条
第
三
項
、
第
五
項
及
び
第
六
項
の
適
用
が
あ
る
こ
と
。

三
項
、
第
五
項
及
び
第
六
項
の
適
用
が
あ
る
こ
と
。

五

法
第
二
十
七
条
の
三
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
投
資
家
等
向

五

法
第
二
十
七
条
の
三
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
投
資
家
向
け

け
取
得
勧
誘
若
し
く
は
当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係
る
特

取
得
勧
誘
若
し
く
は
当
該
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係
る
特
定
証

定
証
券
等
情
報
若
し
く
は
当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
若
し
く
は
当

券
等
情
報
若
し
く
は
当
該
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
若
し
く
は
当
該
特
定

該
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係
る
有
価
証
券
に
つ
い
て
既
に
行

投
資
家
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係
る
有
価
証
券
に
つ
い
て
既
に
行
わ
れ
た
特

わ
れ
た
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得
勧
誘
若
し
く
は
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付

定
投
資
家
向
け
取
得
勧
誘
若
し
く
は
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係

け
勧
誘
等
に
係
る
特
定
証
券
等
情
報
が
公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
又
は
法
第
二

る
特
定
証
券
等
情
報
が
公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
又
は
法
第
二
十
七
条
の
三
十

十
七
条
の
三
十
二
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
等
情
報

二
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
等
情
報
が
公
表
さ
れ
て

が
公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
公
表
の
方
法
（
当
該
公
表
に

い
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
公
表
の
方
法
（
当
該
公
表
に
係
る
ホ
ー
ム
ペ

係
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス
を
含
む
。
）

ー
ジ
ア
ド
レ
ス
を
含
む
。
）

六

［
略
］

六

［
同
上
］

３

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事

３

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
三
項
第
二
号
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
事

項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

項
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

当
該
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
係
る
有
価
証
券
が
特
定
投
資
家
等
向
け
有

一

当
該
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
係
る
有
価
証
券
が
特
定
投
資
家
向
け
有
価

価
証
券
に
該
当
す
る
こ
と
。

証
券
に
該
当
す
る
こ
と
。

二

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
に
関
し
て
開
示
が
行
わ
れ
て
い
る
場

二

当
該
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
に
関
し
て
開
示
が
行
わ
れ
て
い
る
場
合

合
に
該
当
し
な
い
こ
と
。

に
該
当
し
な
い
こ
と
。

三

［
略
］

三

［
同
上
］

四

当
該
特
定
投
資
家
等
向
け
有
価
証
券
の
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
つ
い
て

四

当
該
特
定
投
資
家
向
け
有
価
証
券
の
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
つ
い
て
、

、
法
第
四
条
第
三
項
、
第
五
項
及
び
第
六
項
の
適
用
が
あ
る
こ
と
。

法
第
四
条
第
三
項
、
第
五
項
及
び
第
六
項
の
適
用
が
あ
る
こ
と
。
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五

法
第
二
十
七
条
の
三
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
有
価
証
券
交
付
勧

五

法
第
二
十
七
条
の
三
十
一
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
有
価
証
券
交
付
勧

誘
等
に
係
る
有
価
証
券
に
つ
い
て
既
に
行
わ
れ
た
特
定
投
資
家
等
向
け
取
得

誘
等
に
係
る
有
価
証
券
に
つ
い
て
既
に
行
わ
れ
た
特
定
投
資
家
向
け
取
得
勧

勧
誘
若
し
く
は
特
定
投
資
家
等
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係
る
特
定
証
券
等
情

誘
若
し
く
は
特
定
投
資
家
向
け
売
付
け
勧
誘
等
に
係
る
特
定
証
券
等
情
報
が

報
が
公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
又
は
法
第
二
十
七
条
の
三
十
二
第
一
項
か
ら
第

公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
又
は
法
第
二
十
七
条
の
三
十
二
第
一
項
か
ら
第
三
項

三
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
等
情
報
が
公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、

ま
で
の
規
定
に
よ
り
発
行
者
等
情
報
が
公
表
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の

そ
の
旨
及
び
公
表
の
方
法
（
当
該
公
表
に
係
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス
を

旨
及
び
公
表
の
方
法
（
当
該
公
表
に
係
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス
を
含
む

含
む
。
）

。
）

六

［
略
］

六

［
同
上
］

（
役
員
等
向
け
勧
誘
に
係
る
告
知
の
内
容
等
）

第
十
四
条
の
十
四
の
三

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
四
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お

［
条
を
加
え
る
。
］

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る

内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
当
該
有
価
証
券
の
有
価
証
券
発
行
勧
誘
等
又
は

有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
が
役
員
等
向
け
勧
誘
（
法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
四
項

に
規
定
す
る
役
員
等
向
け
勧
誘
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
こ
と
に

よ
り
当
該
有
価
証
券
発
行
勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
関
し
法
第
四

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
及
び
次
の
各
号
に
掲

げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
と
す
る
。

一

当
該
役
員
等
向
け
勧
誘
が
株
券
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合

令
第
一
条
の

五
第
一
号
又
は
第
一
条
の
八
第
一
号
に
規
定
す
る
契
約
若
し
く
は
規
程
の
概

要
（
こ
れ
ら
の
規
定
に
掲
げ
る
要
件
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）

二

当
該
役
員
等
向
け
勧
誘
が
新
株
予
約
権
証
券
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合

令
第
一
条
の
五
第
二
号
又
は
第
一
条
の
八
第
二
号
に
規
定
す
る
契
約
若
し
く
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は
規
程
の
概
要
（
こ
れ
ら
の
規
定
に
掲
げ
る
要
件
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
四
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

場
合
は
、
当
該
役
員
等
向
け
勧
誘
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価

額
の
総
額
に
、
当
該
役
員
等
向
け
勧
誘
を
行
う
日
以
前
一
月
以
内
に
行
わ
れ
た

役
員
等
向
け
勧
誘
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
種
類
の
有
価
証
券
の
発
行
価

額
又
は
譲
渡
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
と
す

る
。

（
少
人
数
向
け
勧
誘
に
係
る
告
知
の
内
容
等
）

（
少
人
数
向
け
勧
誘
等
に
係
る
告
知
の
内
容
等
）

第
十
四
条
の
十
五

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
六
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て

第
十
四
条
の
十
五

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
四
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で

定
め
る
事
項
は
、
当
該
有
価
証
券
の
有
価
証
券
発
行
勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交

定
め
る
事
項
は
、
当
該
有
価
証
券
の
有
価
証
券
発
行
勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交

付
勧
誘
等
が
少
人
数
向
け
勧
誘
（
法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
六
項
に
規
定
す
る

付
勧
誘
等
が
少
人
数
向
け
勧
誘
（
法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
四
項
に
規
定
す
る

少
人
数
向
け
勧
誘
を
い
う
。
）
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
有
価
証
券
発
行

少
人
数
向
け
勧
誘
を
い
う
。
）
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
当
該
有
価
証
券
発
行

勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
関
し
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

勧
誘
等
又
は
有
価
証
券
交
付
勧
誘
等
に
関
し
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

届
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
及
び
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ

届
出
が
行
わ
れ
て
い
な
い
こ
と
及
び
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ

、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
と
す
る
。

当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
と
す
る
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
六
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る

２

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
四
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、

場
合
は
、
当
該
少
人
数
向
け
勧
誘
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価

当
該
少
人
数
向
け
勧
誘
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価
額
の
総
額

額
の
総
額
に
、
当
該
少
人
数
向
け
勧
誘
を
行
う
日
以
前
一
月
以
内
に
行
わ
れ
た

に
、
当
該
少
人
数
向
け
勧
誘
を
行
う
日
以
前
一
月
以
内
に
行
わ
れ
た
少
人
数
向

少
人
数
向
け
勧
誘
（
他
の
者
が
行
つ
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証

け
勧
誘
（
他
の
者
が
行
つ
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一

券
と
同
一
種
類
の
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た

種
類
の
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
譲
渡
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
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金
額
が
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
と
す
る
。

億
円
未
満
と
な
る
場
合
と
す
る
。

（
有
価
証
券
報
告
書
等
の
提
出
期
限
の
承
認
の
手
続
等
）

（
有
価
証
券
報
告
書
等
の
提
出
期
限
の
承
認
の
手
続
等
）

第
十
五
条
の
二

法
第
二
十
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
発
行
者
で

第
十
五
条
の
二

法
第
二
十
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
発
行
者
で

あ
る
内
国
会
社
が
同
項
本
文
に
規
定
す
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は

あ
る
内
国
会
社
が
同
項
本
文
に
規
定
す
る
承
認
を
受
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
は

、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
承
認
申
請
書
を
、
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な

、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
承
認
申
請
書
を
、
財
務
局
長
等
に
提

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
～
四

略
］

［
一
～
四

同
上
］

２

前
項
に
規
定
す
る
承
認
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ

２

前
項
に
規
定
す
る
承
認
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し

ば
な
ら
な
い
。

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

［
３
・
４

略
］

［
３
・
４

同
上
］

（
外
国
会
社
に
お
け
る
有
価
証
券
報
告
書
の
提
出
期
限
の
承
認
の
手
続
等
）

（
外
国
会
社
に
お
け
る
有
価
証
券
報
告
書
の
提
出
期
限
の
承
認
の
手
続
等
）

第
十
五
条
の
二
の
二

［
略
］

第
十
五
条
の
二
の
二

［
同
上
］

２

［
略
］

２

［
同
上
］

３

第
一
項
に
規
定
す
る
承
認
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け

３

第
一
項
に
規
定
す
る
承
認
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付

れ
ば
な
ら
な
い
。

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
～
五

略
］

［
一
～
五

同
上
］

４

［
略
］

４

［
同
上
］

５

前
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
（
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
理
由
が
本
国
の
会

５

前
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
（
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
理
由
が
本
国
の
会

社
の
計
算
に
関
す
る
法
令
又
は
慣
行
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
は
、
前
項
の
外

社
の
計
算
に
関
す
る
法
令
又
は
慣
行
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
は
、
前
項
の
外

国
会
社
が
毎
事
業
年
度
経
過
後
六
月
以
内
に
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書

国
会
社
が
毎
事
業
年
度
経
過
後
六
月
以
内
に
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
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面
を
関
東
財
務
局
長
に
提
出
す
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
行
わ
れ
る
も
の
と
す

し
た
書
面
を
関
東
財
務
局
長
に
提
出
す
る
こ
と
を
条
件
と
し
て
、
行
わ
れ
る
も

る
。
た
だ
し
、
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
に
つ
い
て
は
、
当
該

の
と
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
面
に
つ
い
て
は

書
面
提
出
前
五
年
以
内
に
提
出
さ
れ
た
も
の
と
同
一
内
容
の
も
の
で
あ
る
場
合

、
当
該
書
面
提
出
前
五
年
以
内
に
提
出
さ
れ
た
も
の
と
同
一
内
容
の
も
の
で
あ

に
は
、
当
該
書
面
は
提
出
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

る
場
合
に
は
、
当
該
書
面
は
提
出
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

［
６
・
７

略
］

［
６
・
７

同
上
］

（
有
価
証
券
の
所
有
者
の
数
か
ら
除
か
れ
る
特
定
投
資
家
等
の
数
）

（
有
価
証
券
の
所
有
者
の
数
か
ら
除
か
れ
る
特
定
投
資
家
の
数
）

第
十
五
条
の
四

令
第
三
条
の
六
第
六
項
第
一
号
イ
及
び
第
二
号
並
び
に
第
四
条

第
十
五
条
の
四

令
第
三
条
の
六
第
六
項
第
一
号
及
び
第
四
条
の
十
一
第
五
項
第

の
十
一
第
五
項
第
一
号
に
規
定
す
る
特
定
投
資
家
等
の
数
は
、
次
に
掲
げ
る
者

一
号
に
規
定
す
る
特
定
投
資
家
の
数
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
者
の
数
を
合
計

の
数
を
合
計
し
た
数
と
す
る
。

し
た
数
と
す
る
。

一

［
略
］

一

［
同
上
］

二

当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
の
株
主
名
簿
等
に
記
載
さ
れ
た
法
第
二
条
第
三

二

当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
の
株
主
名
簿
等
に
記
載
さ
れ
た
法
第
二
条
第
三

十
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
者
（
当
該
者
が
一
以
上
の
金
融
商
品
取
引
業
者
等

十
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
者
（
当
該
者
が
一
以
上
の
金
融
商
品
取
引
業
者
等

か
ら
金
融
商
品
取
引
業
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
十
九
年
内
閣
府
令
第

か
ら
金
融
商
品
取
引
業
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
十
九
年
内
閣
府
令
第

五
十
二
号
。
以
下
「
金
商
業
等
府
令
」
と
い
う
。
）
第
五
十
三
条
第
一
号
に

五
十
二
号
）
第
五
十
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
契
約
の
種
類
に
属
す
る
金
融

規
定
す
る
契
約
の
種
類
に
属
す
る
金
融
商
品
取
引
契
約
（
法
第
三
十
四
条
に

商
品
取
引
契
約
（
法
第
三
十
四
条
に
規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
契
約
を
い
う

規
定
す
る
金
融
商
品
取
引
契
約
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
関
し

。
次
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
関
し
、
法
第
三
十
四
条
の
二
第
五
項
の
規
定

、
法
第
三
十
四
条
の
二
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
投
資
家
以
外
の
顧
客
と

に
よ
り
特
定
投
資
家
以
外
の
顧
客
と
み
な
さ
れ
る
者
で
あ
る
こ
と
を
当
該
発

み
な
さ
れ
る
者
で
あ
る
こ
と
を
当
該
発
行
者
が
知
つ
て
い
る
者
を
除
く
。
）

行
者
が
知
つ
て
い
る
者
を
除
く
。
）
の
数

の
数

三

当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
の
株
主
名
簿
等
に
記
載
さ
れ
た
者
（
当
該
者
が

三

当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
の
株
主
名
簿
等
に
記
載
さ
れ
た
者
（
当
該
者
が

一
以
上
の
金
融
商
品
取
引
業
者
等
か
ら
金
商
業
等
府
令
第
五
十
三
条
第
一
号

一
以
上
の
金
融
商
品
取
引
業
者
等
か
ら
金
融
商
品
取
引
業
等
に
関
す
る
内
閣
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に
規
定
す
る
契
約
の
種
類
に
属
す
る
金
融
商
品
取
引
契
約
に
関
し
、
法
第
三

府
令
第
五
十
三
条
第
一
号
に
規
定
す
る
契
約
の
種
類
に
属
す
る
金
融
商
品
取

十
四
条
の
三
第
四
項
（
法
第
三
十
四
条
の
四
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

引
契
約
に
関
し
、
法
第
三
十
四
条
の
三
第
四
項
（
法
第
三
十
四
条
の
四
第
六

合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
特
定
投
資
家
と
み
な
さ
れ
る
者
で
あ
る
こ
と

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
特
定
投
資
家
と
み

を
当
該
発
行
者
が
知
つ
て
い
る
者
に
限
る
。
）
の
数

な
さ
れ
る
者
で
あ
る
こ
と
を
当
該
発
行
者
が
知
つ
て
い
る
者
に
限
る
。
）
の

数

四

当
該
有
価
証
券
の
発
行
者
の
株
主
名
簿
等
に
記
載
さ
れ
た
法
第
二
条
第
三

［
号
を
加
え
る
。
］

項
第
一
号
イ
⑵
及
び
⑶
に
掲
げ
る
者
（
同
号
イ
⑶
に
掲
げ
る
者
に
あ
つ
て
は

、
当
該
者
が
こ
れ
に
該
当
す
る
者
で
あ
る
こ
と
を
当
該
発
行
者
が
知
つ
て
い

る
者
に
限
る
。
）

（
有
価
証
券
の
所
有
者
の
数
か
ら
除
か
れ
る
役
員
等
の
数
）

第
十
五
条
の
五

令
第
三
条
の
六
第
六
項
第
一
号
ロ
に
規
定
す
る
令
第
一
条
の
五

［
条
を
加
え
る
。
］

第
一
号
又
は
第
一
条
の
八
第
一
号
に
規
定
す
る
役
員
等
の
数
は
、
同
項
第
一
号

ロ
に
規
定
す
る
株
券
の
発
行
者
の
株
主
名
簿
に
記
載
さ
れ
た
役
員
等
向
け
勧
誘

に
よ
り
当
該
株
券
を
取
得
し
た
当
該
役
員
等
の
数
を
合
計
し
た
数
と
す
る
。

（
外
国
会
社
訂
正
確
認
書
の
提
出
要
件
）

（
外
国
会
社
訂
正
確
認
書
の
提
出
要
件
）

第
十
七
条
の
十
三

法
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第

第
十
七
条
の
十
三

法
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
三
項
（
法
第
二
十
四
条
の
五
の

二
十
四
条
第
八
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、
訂
正
確
認
書
を

二
第
二
項
に
お
い
て
準
用
し
、
及
び
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い

提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
外
国
会
社
が
当
該
訂
正
確
認
書
に
代
え
て
外
国
会

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
お

社
訂
正
確
認
書
を
提
出
す
る
こ
と
を
、
そ
の
用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
照

い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
四
条
第
八
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合

ら
し
、
金
融
庁
長
官
が
公
益
又
は
投
資
者
保
護
に
欠
け
る
こ
と
が
な
い
も
の
と

は
、
訂
正
確
認
書
（
法
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お

し
て
認
め
る
場
合
と
す
る
。

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
七
条
第
一
項
、
第
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九
条
第
一
項
及
び
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
訂
正
確
認
書
を
い
う
。
以
下
こ

の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
外
国
会
社
が
当
該
訂

正
確
認
書
に
代
え
て
外
国
会
社
訂
正
確
認
書
（
法
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
三

項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
二
十
四
条
第
八
項
に
規
定
す
る
外
国
会
社
訂
正
確

認
書
を
い
う
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
提
出
す
る
こ
と
を
、
そ
の

用
語
、
様
式
及
び
作
成
方
法
に
照
ら
し
、
金
融
庁
長
官
が
公
益
又
は
投
資
者
保

護
に
欠
け
る
こ
と
が
な
い
も
の
と
し
て
認
め
る
場
合
と
す
る
。

（
半
期
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

（
半
期
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

第
十
八
条

［
略
］

第
十
八
条

［
同
上
］

２

［
略
］

２

［
同
上
］

３

外
国
会
社
が
提
出
す
る
半
期
報
告
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な

３

外
国
会
社
が
提
出
す
る
半
期
報
告
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
書
類
が
日
本
語
を
も
つ
て
記

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
書
類
が
日
本
語
を
も

載
し
た
も
の
で
な
い
と
き
は
、
そ
の
日
本
語
に
よ
る
翻
訳
文
を
付
さ
な
け
れ
ば

つ
て
記
載
し
た
も
の
で
な
い
と
き
は
、
そ
の
日
本
語
に
よ
る
翻
訳
文
を
付
さ
な

な
ら
な
い
。

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

（
臨
時
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

（
臨
時
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

第
十
九
条

［
略
］

第
十
九
条

［
同
上
］

２

法
第
二
十
四
条
の
五
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
臨
時
報
告
書
を
提
出
す
べ
き
会

２

［
同
上
］

社
（
指
定
法
人
を
含
む
。
）
は
、
内
国
会
社
に
あ
つ
て
は
第
五
号
の
三
様
式
、

外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
第
十
号
の
二
様
式
に
よ
り
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合

の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
臨
時
報
告
書
三
通
を
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作
成
し
、
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券
（
新
株
予
約
権
付
社
債
券
（
株
式

一

提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券
（
新
株
予
約
権
付
社
債
券
（
株
式

買
取
権
等
が
付
与
さ
れ
て
い
る
社
債
券
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

買
取
権
等
が
付
与
さ
れ
て
い
る
社
債
券
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。
）
以
外
の
社
債
券
、
社
会
医
療
法
人
債
券
、
学
校
債
券
、
学
校
貸
付
債

じ
。
）
以
外
の
社
債
券
、
社
会
医
療
法
人
債
券
、
学
校
債
券
、
学
校
貸
付
債

権
、
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
・
ペ
ー
パ
ー
、
外
国
譲
渡
性
預
金
証
書
、
有
価
証
券
信

権
、
コ
マ
ー
シ
ャ
ル
・
ペ
ー
パ
ー
、
外
国
譲
渡
性
預
金
証
書
、
有
価
証
券
信

託
受
益
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権
証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
を
受

託
受
益
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権
証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
を
受

託
有
価
証
券
と
す
る
も
の
を
除
く
。
）
、
預
託
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権

託
有
価
証
券
と
す
る
も
の
を
除
く
。
）
、
預
託
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権

証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
に
係
る
権
利
を
表
示
す
る
も
の
を
除
く
。

証
券
又
は
新
株
予
約
権
付
社
債
券
に
係
る
権
利
を
表
示
す
る
も
の
を
除
く
。

）
及
び
カ
バ
ー
ド
ワ
ラ
ン
ト
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

）
及
び
カ
バ
ー
ド
ワ
ラ
ン
ト
を
除
く
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の

募
集
（
五
十
名
未
満
の
者
を
相
手
方
と
し
て
行
う
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の

募
集
（
五
十
名
未
満
の
者
を
相
手
方
と
し
て
行
う
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の

号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
売
出
し
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規

号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
売
出
し
（
法
第
二
条
第
四
項
に
規

定
す
る
売
出
し
の
う
ち
、
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し
が
行
わ
れ
る
日
以
前
一

定
す
る
売
出
し
の
う
ち
、
当
該
有
価
証
券
の
売
出
し
が
行
わ
れ
る
日
以
前
一

月
以
内
に
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
の
相
手
方
が
五

月
以
内
に
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
の
相
手
方
が
五

十
名
未
満
の
者
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
有
価
証
券
の
所
有
者
が
第
四
条

十
名
未
満
の
者
で
あ
る
場
合
を
除
き
、
当
該
有
価
証
券
の
所
有
者
が
第
四
条

第
四
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
つ
た
場
合
に
限
る
。
以
下
こ

第
四
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
者
で
あ
つ
た
場
合
に
限
る
。
以
下
こ

の
号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の

の
号
及
び
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
う
ち
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の

総
額
が
五
億
円
以
上
で
あ
る
も
の
が
本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
開
始
さ
れ

総
額
が
一
億
円
以
上
で
あ
る
も
の
が
本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
開
始
さ
れ

た
場
合
（
当
該
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価

た
場
合
（
当
該
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価

証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
が
、
本
邦
以
外
の
地
域
と
並
行
し
て
本
邦
に
お
い

証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
が
、
本
邦
以
外
の
地
域
と
並
行
し
て
本
邦
に
お
い

て
開
始
さ
れ
た
場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
本
邦
に
お
け
る
募
集
又
は
売
出
し
に

て
開
始
さ
れ
た
場
合
で
あ
つ
て
、
そ
の
本
邦
に
お
け
る
募
集
又
は
売
出
し
に

係
る
有
価
証
券
届
出
書
又
は
発
行
登
録
追
補
書
類
に
本
邦
以
外
の
地
域
に
お

係
る
有
価
証
券
届
出
書
又
は
発
行
登
録
追
補
書
類
に
本
邦
以
外
の
地
域
に
お

い
て
開
始
さ
れ
た
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

い
て
開
始
さ
れ
た
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た

と
き
を
除
く
。
）

次
に
掲
げ
る
事
項

と
き
を
除
く
。
）

次
に
掲
げ
る
事
項
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［
イ
～
ル

略
］

［
イ
～
ル

同
上
］

ヲ

当
該
有
価
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権
証
券
及
び
新
株
予
約
権
付
社
債

ヲ

当
該
有
価
証
券
（
株
券
、
新
株
予
約
権
証
券
及
び
新
株
予
約
権
付
社
債

券
に
限
る
。
以
下
ヲ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
募
集
又
は
売
出
し
が
当
該
有

券
に
限
る
。
以
下
ヲ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
募
集
又
は
売
出
し
が
当
該
有

価
証
券
に
係
る
株
式
又
は
新
株
予
約
権
を
特
定
の
者
に
割
り
当
て
る
こ
と

価
証
券
に
係
る
株
式
又
は
新
株
予
約
権
を
特
定
の
者
に
割
り
当
て
る
方
法

（
会
社
法
第
二
百
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
株
式
の
割
当
て
及
び
同
法

（
会
社
法
第
二
百
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
株
式
の
割
当
て
及
び
同
法

第
二
百
四
十
一
条
第
一
項
又
は
第
二
百
七
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
新
株
予

第
二
百
四
十
一
条
第
一
項
又
は
同
法
第
二
百
七
十
七
条
の
規
定
に
よ
る
新

約
権
の
割
当
て
（
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
）
並

株
予
約
権
の
割
当
て
に
よ
る
方
法
（
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
、
こ
れ
ら
に

び
に
次
の
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
割
当
て
を
除
く
。
次
号
に
お
い
て
「

準
ず
る
方
法
）
並
び
に
次
の
⑴
か
ら
⑷
ま
で
に
掲
げ
る
方
法
を
除
く
。
次

第
三
者
割
当
」
と
い
う
。
）
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
イ

号
に
お
い
て
「
第
三
者
割
当
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
行
わ
れ
る
場
合
に
は

か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
第
二
号
様
式
第
一
部
の
第
３
に
掲

、
イ
か
ら
チ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
第
二
号
様
式
第
一
部
の
第
３

げ
る
事
項

に
掲
げ
る
事
項

⑴

一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
有
価
証
券
の
募
集

⑴

一
定
の
要
件
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
有
価
証
券
の
募
集

又
は
売
出
し
に
係
る
引
受
人
が
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価

又
は
売
出
し
に
係
る
引
受
人
が
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価

証
券
を
当
該
募
集
又
は
売
出
し
と
同
一
の
条
件
で
売
出
し
を
行
う
こ
と

証
券
を
当
該
募
集
又
は
売
出
し
と
同
一
の
条
件
で
売
出
し
を
行
う
こ
と

と
さ
れ
て
い
る
と
き
に
お
け
る
、
当
該
引
受
人
に
対
す
る
当
該
有
価
証

と
さ
れ
て
い
る
と
き
に
、
当
該
有
価
証
券
を
当
該
引
受
人
に
割
り
当
て

券
の
割
当
て

る
方
法

⑵

提
出
会
社
又
は
そ
の
関
係
会
社
の
役
員
等
（
役
員
又
は
使
用
人
を
い

⑵

新
株
予
約
権
（
譲
渡
が
禁
止
さ
れ
る
旨
の
制
限
が
付
さ
れ
て
い
る
も

う
。
⑶
及
び
⑷
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
す
る
当
該
提
出
会
社
が
発
行

の
に
限
る
。
）
を
当
該
新
株
予
約
権
に
係
る
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行

者
で
あ
る
新
株
予
約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
（
譲
渡
が
禁
止
さ
れ

者
又
は
そ
の
関
係
会
社
の
役
員
、
会
計
参
与
又
は
使
用
人
に
割
り
当
て

る
旨
の
制
限
が
付
さ
れ
て
い
る
も
の
に
限
る
。
）
の
割
当
て

る
方
法

⑶

提
出
会
社
又
は
そ
の
関
係
会
社
の
役
員
等
に
対
す
る
当
該
提
出
会
社

⑶

提
出
会
社
又
は
関
係
会
社
が
、
こ
れ
ら
の
会
社
の
役
員
、
会
計
参
与

が
発
行
者
で
あ
る
株
券
に
係
る
株
式
又
は
新
株
予
約
権
証
券
に
係
る
新

又
は
使
用
人
（
以
下
⑶
に
お
い
て
「
役
員
等
」
と
い
う
。
）
か
ら
役
務

株
予
約
権
（
⑵
に
規
定
す
る
新
株
予
約
権
を
除
く
。
）
の
割
当
て
（
当

の
提
供
を
受
け
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
役
務
の
提
供
の
対
価
と
し
て
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該
役
員
等
の
役
務
提
供
の
対
価
又
は
福
利
厚
生
の
増
進
を
図
る
た
め
の

当
該
役
員
等
に
生
ず
る
債
権
の
給
付
と
引
換
え
に
当
該
役
員
等
に
交
付

手
段
と
し
て
割
り
当
て
る
も
の
に
限
る
。
）

さ
れ
る
自
社
株
等
（
当
該
提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
株
式
又
は
新
株

予
約
権
（
⑵
に
規
定
す
る
新
株
予
約
権
を
除
く
。
）
を
い
う
。
以
下
⑶

に
お
い
て
同
じ
。
）
を
当
該
役
員
等
に
割
り
当
て
る
方
法
又
は
当
該
関

係
会
社
の
役
員
等
に
給
付
さ
れ
る
こ
と
に
伴
つ
て
当
該
債
権
が
消
滅
す

る
自
社
株
等
を
当
該
関
係
会
社
の
役
員
等
に
割
り
当
て
る
方
法

⑷

提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
株
券
を
処
分
し
て
得
た
金
銭
を
当
該
提

［
加
え
る
。
］

出
会
社
又
は
そ
の
関
係
会
社
の
役
員
等
に
交
付
し
よ
う
と
す
る
場
合
（

当
該
役
員
等
の
役
務
提
供
の
対
価
又
は
福
利
厚
生
の
増
進
を
図
る
た
め

の
手
段
と
し
て
行
う
場
合
に
限
る
。
）
に
お
け
る
、
信
託
業
（
信
託
業

法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
五
十
四
号
）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る

信
託
業
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
営
む
者
に
対
す
る
当
該
株
券
に
係

る
株
式
又
は
当
該
株
式
を
目
的
と
す
る
新
株
予
約
権
（
⑵
に
規
定
す
る

新
株
予
約
権
を
除
く
。
）
の
割
当
て

⑸

会
社
法
第
二
百
二
条
の
二
第
一
項
各
号
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
読

⑷

会
社
法
第
二
百
二
条
の
二
第
一
項
各
号
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る
事
項
を
募
集
事
項
に

み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る
事
項
を
募
集
事
項
に

含
む
株
式
の
割
当
て
又
は
同
法
第
二
百
三
十
六
条
第
三
項
各
号
（
同
条

含
む
株
式
を
割
り
当
て
る
方
法
又
は
同
法
第
二
百
三
十
六
条
第
三
項
各

第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
掲
げ
る

号
（
同
条
第
四
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

事
項
を
内
容
と
す
る
新
株
予
約
権
（
⑵
に
規
定
す
る
新
株
予
約
権
を
除

に
掲
げ
る
事
項
を
内
容
と
す
る
新
株
予
約
権
（
⑵
に
規
定
す
る
新
株
予

く
。
）
の
割
当
て

約
権
を
除
く
。
）
を
割
り
当
て
る
方
法

ワ

［
略
］

ワ

［
同
上
］

二

募
集
に
よ
ら
な
い
で
取
得
さ
れ
る
提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券

二

募
集
に
よ
ら
な
い
で
取
得
さ
れ
る
提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券

（
役
員
等
向
け
勧
誘
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
又
は
本
邦
以
外
の
地
域
に
お

又
は
本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
行
わ
れ
る
五
十
名
未
満
の
者
を
相
手
方
と
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い
て
行
わ
れ
る
五
十
名
未
満
の
者
を
相
手
方
と
す
る
募
集
に
よ
り
取
得
さ
れ

す
る
募
集
に
よ
り
取
得
さ
れ
る
提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券
で
、

る
提
出
会
社
が
発
行
者
で
あ
る
有
価
証
券
で
、
そ
の
取
得
に
係
る
発
行
価
額

そ
の
取
得
に
係
る
発
行
価
額
の
総
額
が
一
億
円
以
上
で
あ
る
も
の
の
発
行
に

の
総
額
が
五
億
円
以
上
で
あ
る
も
の
の
発
行
に
つ
き
取
締
役
会
の
決
議
等
若

つ
き
取
締
役
会
の
決
議
等
若
し
く
は
株
主
総
会
の
決
議
若
し
く
は
こ
れ
ら
に

し
く
は
株
主
総
会
の
決
議
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
決
定
又
は
行
政
庁
の

類
す
る
決
定
又
は
行
政
庁
の
認
可
が
あ
つ
た
場
合
（
当
該
取
得
が
主
と
し
て

認
可
が
あ
つ
た
場
合
（
当
該
取
得
が
主
と
し
て
本
邦
以
外
の
地
域
で
行
わ
れ

本
邦
以
外
の
地
域
で
行
わ
れ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
発
行
が
行
わ
れ
た

る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
発
行
が
行
わ
れ
た
場
合
）

次
に
掲
げ
る
事
項

場
合
）

次
に
掲
げ
る
事
項

［
イ
～
ヘ

略
］

［
イ
～
ヘ

同
上
］

二
の
二

役
員
等
向
け
勧
誘
の
う
ち
、
そ
の
勧
誘
の
相
手
方
、
信
託
業
を
営
む

二
の
二

法
第
四
条
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
募
集
又
は
売
出
し
の
届
出

者
又
は
イ
⑻
に
規
定
す
る
持
株
会
契
約
に
係
る
持
株
会
に
対
し
て
割
り
当
て

を
要
し
な
い
こ
と
と
な
る
株
券
等
（
令
第
二
条
の
十
二
第
一
号
に
規
定
す
る

る
こ
と
と
な
る
株
式
又
は
新
株
予
約
権
の
目
的
と
な
る
株
式
の
総
数
が
当
該

株
券
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
新
株
予
約
権
証
券

株
式
又
は
新
株
予
約
権
を
割
り
当
て
る
日
の
属
す
る
事
業
年
度
（
以
下
こ
の

等
（
令
第
二
条
の
十
二
第
二
号
に
規
定
す
る
新
株
予
約
権
証
券
等
を
い
う
。

号
に
お
い
て
対
象
事
業
年
度
と
い
う
。
）
の
直
前
事
業
年
度
の
末
日
又
は
対

ロ
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
取
得
勧
誘
（
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
取
得

象
事
業
年
度
に
お
い
て
株
式
の
併
合
、
株
式
の
分
割
若
し
く
は
株
式
無
償
割

勧
誘
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
売
付
け
勧
誘
等
（
信

当
て
が
提
出
会
社
の
業
務
執
行
を
決
定
す
る
機
関
に
よ
り
決
定
さ
れ
た
場
合

託
を
用
い
て
交
付
す
る
株
券
等
の
売
付
け
勧
誘
等
に
あ
つ
て
は
、
当
該
信
託

に
お
け
る
そ
の
効
力
を
生
ず
る
日
の
う
ち
い
ず
れ
か
遅
い
日
に
お
け
る
発
行

の
受
託
者
が
当
該
信
託
の
信
託
財
産
の
計
算
に
お
い
て
取
引
所
金
融
商
品
市

済
株
式
（
提
出
会
社
が
保
有
す
る
自
己
の
株
式
を
除
く
。
）
の
総
数
の
百
分

場
で
買
い
付
け
た
株
券
等
の
み
を
交
付
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
を
除

の
一
以
上
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
も
の
に
つ
き
取
締
役
会
の
決
議
等
若
し
く

く
。
）
の
う
ち
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が
一
億
円
以
上
で
あ
る
も

は
株
主
総
会
の
決
議
又
は
こ
れ
ら
に
類
す
る
決
定
が
あ
つ
た
場
合

次
の
イ

の
に
つ
き
取
締
役
会
の
決
議
等
若
し
く
は
株
主
総
会
の
決
議
又
は
こ
れ
ら
に

又
は
ロ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
事

類
す
る
決
定
が
あ
つ
た
場
合

次
の
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
区
分

項

に
応
じ
、
当
該
イ
又
は
ロ
に
定
め
る
事
項

イ

株
券

次
に
掲
げ
る
事
項

イ

株
券
等

次
に
掲
げ
る
事
項

⑴

［
略
］

⑴

［
同
上
］

⑵

第
一
号
ロ
⑴
に
定
め
る
事
項

⑵

第
一
号
ロ
⑴
に
掲
げ
る
事
項
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⑶

当
該
役
員
等
向
け
勧
誘
の
相
手
方
（
⑷
及
び
⑸
に
お
い
て
「
勧
誘
の

⑶

当
該
取
得
勧
誘
又
は
売
付
け
勧
誘
等
の
相
手
方
（
⑷
及
び
⑸
に
お
い

相
手
方
」
と
い
う
。
）
の
人
数
及
び
そ
の
内
訳

て
「
勧
誘
の
相
手
方
」
と
い
う
。
）
の
人
数
及
び
そ
の
内
訳

⑷

勧
誘
の
相
手
方
が
提
出
会
社
の
子
会
社
の
役
員
等
（
取
締
役
、
会
計

⑷

勧
誘
の
相
手
方
が
提
出
会
社
の
子
会
社
の
取
締
役
等
（
令
第
二
条
の

参
与
、
監
査
役
、
理
事
若
し
く
は
監
事
若
し
く
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
者

十
二
第
一
号
に
規
定
す
る
取
締
役
等
を
い
う
。
⑻
及
び
ロ
⑷
に
お
い
て

又
は
使
用
人
を
い
う
。
⑻
及
び
ロ
⑷
に
お
い
て
同
じ
。
）
で
あ
る
場
合

同
じ
。
）
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
子
会
社
と
提
出
会
社
と
の
間
の
関

に
は
、
当
該
子
会
社
と
提
出
会
社
と
の
間
の
関
係

係

⑸

［
略
］

⑸

［
同
上
］

⑹

当
該
株
券
が
譲
渡
に
つ
い
て
の
制
限
が
さ
れ
て
い
な
い
他
の
株
券
と

⑹

当
該
株
券
等
が
譲
渡
に
つ
い
て
の
制
限
が
さ
れ
て
い
な
い
他
の
株
券

分
別
し
て
管
理
さ
れ
る
方
法

等
と
分
別
し
て
管
理
さ
れ
る
方
法

⑺

信
託
を
用
い
て
当
該
株
券
を
交
付
す
る
場
合
（
⑻
に
規
定
す
る
場
合

⑺

信
託
を
用
い
て
当
該
株
券
等
を
交
付
す
る
場
合
（
⑻
に
規
定
す
る
場

を
除
く
。
）
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

合
を
除
く
。
）
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

当
該
信
託
に
係
る
契
約
の
概
要

当
該
信
託
の
受
益
権
の
内
容

(ⅰ)

(ⅰ)

当
該
信
託
を
用
い
て
交
付
す
る
予
定
の
当
該
株
券
の
総
数
又
は
総

当
該
信
託
を
用
い
て
交
付
す
る
予
定
の
当
該
株
券
等
の
総
数
又
は

(ⅱ)

(ⅱ)

額

総
額

当
該
信
託
を
用
い
て
当
該
株
券
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
者
の

当
該
信
託
を
用
い
て
当
該
株
券
等
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
る
者

(ⅲ)

(ⅲ)

範
囲

の
範
囲

⑻

持
株
会
契
約
（
提
出
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
の
役
員
等
が
、
当
該
提

⑻

持
株
会
契
約
（
提
出
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
の
取
締
役
等
が
、
当
該

出
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
の
他
の
役
員
等
と
共
同
し
て
、
当
該
株
券
の

提
出
会
社
又
は
そ
の
子
会
社
の
他
の
取
締
役
等
と
共
同
し
て
、
当
該
株

買
付
け
を
一
定
の
計
画
に
従
つ
て
個
別
の
投
資
判
断
に
基
づ
か
ず
に
継

券
等
の
買
付
け
を
一
定
の
計
画
に
従
つ
て
個
別
の
投
資
判
断
に
基
づ
か

続
的
に
行
う
こ
と
を
約
す
る
契
約
を
い
う
。
）
に
基
づ
き
当
該
株
券
を

ず
に
継
続
的
に
行
う
こ
と
を
約
す
る
契
約
を
い
う
。
）
に
基
づ
き
当
該

交
付
す
る
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

株
券
等
を
交
付
す
る
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

当
該
持
株
会
契
約
の
概
要
（
信
託
を
用
い
て
当
該
株
券
を
交
付
す

当
該
持
株
会
契
約
の
内
容
（
信
託
を
用
い
て
当
該
株
券
等
を
交
付

(ⅰ)

(ⅰ)

る
と
き
は
、
当
該
信
託
に
係
る
契
約
の
概
要
を
含
む
。
）

す
る
と
き
は
、
当
該
信
託
の
受
益
権
の
内
容
を
含
む
。
）
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当
該
持
株
会
契
約
に
基
づ
き
交
付
す
る
予
定
の
当
該
株
券
の
総
数

当
該
持
株
会
契
約
に
基
づ
き
交
付
す
る
予
定
の
当
該
株
券
等
の
総

(ⅱ)

(ⅱ)

又
は
総
額

数
又
は
総
額

当
該
持
株
会
契
約
に
基
づ
き
当
該
株
券
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き

当
該
持
株
会
契
約
に
基
づ
き
当
該
株
券
等
を
交
付
す
る
こ
と
が
で

(ⅲ)

(ⅲ)

る
者
の
範
囲

き
る
者
の
範
囲

ロ

新
株
予
約
権
証
券

次
に
掲
げ
る
事
項

ロ

新
株
予
約
権
証
券
等

次
に
掲
げ
る
事
項

［
⑴
・
⑵

略
］

［
⑴
・
⑵

同
上
］

⑶

当
該
役
員
等
向
け
勧
誘
の
相
手
方
（
⑷
及
び
⑸
に
お
い
て
「
勧
誘
の

⑶

当
該
取
得
勧
誘
又
は
売
付
け
勧
誘
等
の
相
手
方
（
⑷
及
び
⑸
に
お
い

相
手
方
」
と
い
う
。
）
の
人
数
及
び
そ
の
内
訳

て
「
勧
誘
の
相
手
方
」
と
い
う
。
）
の
人
数
及
び
そ
の
内
訳

⑷

勧
誘
の
相
手
方
が
提
出
会
社
の
子
会
社
の
役
員
等
で
あ
る
場
合
に
は

⑷

勧
誘
の
相
手
方
が
提
出
会
社
の
子
会
社
の
取
締
役
等
で
あ
る
場
合
に

、
当
該
子
会
社
と
提
出
会
社
と
の
間
の
関
係

は
、
当
該
子
会
社
と
提
出
会
社
と
の
間
の
関
係

⑸

［
略
］

⑸

［
同
上
］

［
三
～
九
の
三

略
］

［
三
～
九
の
三

同
上
］

九
の
四

提
出
会
社
に
お
い
て
、
監
査
公
認
会
計
士
等
（
当
該
提
出
会
社
の
財

九
の
四

提
出
会
社
に
お
い
て
、
監
査
公
認
会
計
士
等
（
当
該
提
出
会
社
の
財

務
計
算
に
関
す
る
書
類
（
法
第
二
十
六
条
の
三
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に

務
計
算
に
関
す
る
書
類
（
法
第
百
九
十
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
財
務

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
財
務
計
算
に
関
す
る
書
類

計
算
に
関
す
る
書
類
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て

を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
同
項
の
規
定
に
よ

、
同
項
の
規
定
に
よ
り
監
査
証
明
を
行
う
公
認
会
計
士
（
公
認
会
計
士
法
（

り
監
査
証
明
を
行
う
公
認
会
計
士
（
公
認
会
計
士
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律

昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
三
号
）
第
十
六
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
外
国

第
百
三
号
）
第
十
六
条
の
二
第
五
項
に
規
定
す
る
外
国
公
認
会
計
士
を
含
む

公
認
会
計
士
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
監
査
法

。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
若
し
く
は
監
査
法
人
（
以
下
こ
の
号
に

人
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
」
と
い
う
。

お
い
て
「
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
」
と
い
う
。
）
又
は
当
該
提
出
会

）
又
は
当
該
提
出
会
社
の
内
部
統
制
報
告
書
（
法
第
二
十
四
条
の
四
の
四
第

社
の
内
部
統
制
報
告
書
（
法
第
二
十
四
条
の
四
の
四
第
一
項
（
法
第
二
十
七

一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に

条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に

お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
部
統
制
報
告
書
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

規
定
す
る
内
部
統
制
報
告
書
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
法
第
二

に
つ
い
て
、
法
第
百
九
十
三
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
監
査
証
明
を
行
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十
六
条
の
三
第
二
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

う
公
認
会
計
士
若
し
く
は
監
査
法
人
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
内
部
統
制

）
の
規
定
に
よ
り
監
査
証
明
を
行
う
公
認
会
計
士
若
し
く
は
監
査
法
人
（
以

監
査
公
認
会
計
士
等
」
と
い
う
。
）
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ

下
こ
の
号
に
お
い
て
「
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
」
と
い
う
。
）
を
い

。
）
の
異
動
（
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
で
あ
つ
た
者
が
財
務
書
類
監

う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
異
動
（
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計

査
公
認
会
計
士
等
で
な
く
な
る
こ
と
若
し
く
は
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士

士
等
で
あ
つ
た
者
が
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
で
な
く
な
る
こ
と
若
し

等
で
な
か
つ
た
者
が
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
に
な
る
こ
と
又
は
内
部

く
は
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
で
な
か
つ
た
者
が
財
務
書
類
監
査
公
認

統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
で
あ
つ
た
者
が
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
で

会
計
士
等
に
な
る
こ
と
又
は
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
で
あ
つ
た
者
が

な
く
な
る
こ
と
若
し
く
は
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
で
な
か
つ
た
者
が

内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
で
な
く
な
る
こ
と
若
し
く
は
内
部
統
制
監
査

内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
に
な
る
こ
と
を
い
い
、
当
該
提
出
会
社
が
法

公
認
会
計
士
等
で
な
か
つ
た
者
が
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
に
な
る
こ

第
二
十
四
条
の
四
の
四
第
一
項
又
は
第
二
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準

と
を
い
い
、
当
該
提
出
会
社
が
法
第
二
十
四
条
の
四
の
四
第
一
項
又
は
第
二

用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
初
め
て
内
部
統
制
報
告
書
を
提
出

項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り

す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
財
務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
で
あ

初
め
て
内
部
統
制
報
告
書
を
提
出
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
お
い
て
、
財

る
者
が
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
を
兼
ね
る
こ
と
を
除
く
。
以
下
こ
の

務
書
類
監
査
公
認
会
計
士
等
で
あ
る
者
が
内
部
統
制
監
査
公
認
会
計
士
等
を

号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
当
該
提
出
会
社
の
業
務
執
行
を
決
定
す
る
機
関
に

兼
ね
る
こ
と
を
除
く
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
が
当
該
提
出
会
社

よ
り
決
定
さ
れ
た
場
合
又
は
監
査
公
認
会
計
士
等
の
異
動
が
あ
つ
た
場
合
（

の
業
務
執
行
を
決
定
す
る
機
関
に
よ
り
決
定
さ
れ
た
場
合
又
は
監
査
公
認
会

当
該
異
動
が
当
該
提
出
会
社
の
業
務
執
行
を
決
定
す
る
機
関
に
よ
り
決
定
さ

計
士
等
の
異
動
が
あ
つ
た
場
合
（
当
該
異
動
が
当
該
提
出
会
社
の
業
務
執
行

れ
た
こ
と
に
つ
い
て
臨
時
報
告
書
を
既
に
提
出
し
た
場
合
を
除
く
。
）

次

を
決
定
す
る
機
関
に
よ
り
決
定
さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
臨
時
報
告
書
を
既
に

に
掲
げ
る
事
項

提
出
し
た
場
合
を
除
く
。
）

次
に
掲
げ
る
事
項

［
イ
～
ハ

略
］

［
イ
～
ハ

同
上
］

九
の
五

提
出
会
社
に
お
い
て
、
法
第
二
十
六
条
の
五
第
一
項
又
は
第
六
項
（

［
号
を
加
え
る
。
］

こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の

規
定
に
よ
り
そ
の
記
載
対
象
書
類
（
法
第
二
十
六
条
の
四
第
二
項
第
一
号
（

法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
記
載
対
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象
書
類
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
記
載
す
る
特
定
非
財
務
情
報
（
法
第
二

十
六
条
の
四
第
二
項
第
二
号
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。
）
に
規
定
す
る
特
定
非
財
務
情
報
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い

て
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
（
法
第
二
条
第
四
十
六
項
に
規
定
す
る
特
定

非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
行
う
者
の
異
動
（
当
該

特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
と
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
に
係

る
契
約
を
締
結
し
な
い
こ
と
又
は
他
の
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う

者
と
当
該
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。

）
が
当
該
提
出
会
社
の
業
務
執
行
を
決
定
す
る
機
関
に
よ
り
決
定
さ
れ
た
場

合
又
は
当
該
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
の
異
動
が
あ
つ
た
場
合

（
当
該
異
動
が
当
該
提
出
会
社
の
業
務
執
行
を
決
定
す
る
機
関
に
よ
り
決
定

さ
れ
た
こ
と
に
つ
い
て
臨
時
報
告
書
を
既
に
提
出
し
た
場
合
を
除
く
。
）

次
に
掲
げ
る
事
項

イ

当
該
異
動
に
係
る
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
の
名
称

ロ

当
該
異
動
の
年
月
日

ハ

当
該
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
と
特
定
非
財
務
情
報
監
査

証
明
に
係
る
契
約
を
締
結
し
な
い
こ
と
と
な
る
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る

事
項

⑴

当
該
異
動
に
係
る
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
が
当
該
特

定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
と
な
つ
た
年
月
日

⑵

当
該
異
動
に
係
る
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
が
作
成
し

た
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
報
告
書
（
特
定
非
財
務
情
報
の
監
査
証

明
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
令
和
九
年
内
閣
府
令
第

号
）
第
十
四
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条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
報
告
書
で
あ
つ
て

、
当
該
異
動
の
日
前
三
年
以
内
に
当
該
提
出
会
社
が
提
出
し
た
記
載
対

象
書
類
に
記
載
し
た
特
定
非
財
務
情
報
に
係
る
も
の
を
い
う
。
）
に
次

に
掲
げ
る
事
項
の
記
載
が
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
内
容

特
定
非
財
務
情
報
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
十
五
条
第

(ⅰ)
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る
除
外
事
項
を
付
し
た
限
定
付
結
論
又
は
同

項
第
三
号
に
規
定
す
る
否
定
的
結
論

特
定
非
財
務
情
報
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
十
五
条
第

(ⅱ)
四
項
第
一
号
ロ
に
規
定
す
る
除
外
事
項
を
付
し
た
限
定
付
結
論
又
は

同
号
ハ
に
規
定
す
る
否
定
的
結
論

特
定
非
財
務
情
報
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
十
五
条
第

(ⅲ)
四
項
第
二
号
ロ
に
規
定
す
る
除
外
事
項
を
付
し
た
限
定
付
適
正
意
見

又
は
同
号
ハ
に
規
定
す
る
不
適
正
意
見

特
定
非
財
務
情
報
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
十
五
条
第

(ⅳ)
四
項
第
三
号
ロ
に
規
定
す
る
除
外
事
項
を
付
し
た
限
定
付
適
正
意
見

又
は
同
号
ハ
に
規
定
す
る
不
適
正
意
見

特
定
非
財
務
情
報
の
監
査
証
明
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
十
五
条
第

(ⅴ)
十
一
項
の
規
定
に
よ
る
結
論
又
は
意
見
の
表
明
を
し
な
い
旨

⑶

当
該
異
動
の
決
定
又
は
当
該
異
動
に
至
つ
た
理
由
及
び
経
緯

⑷

⑶
の
理
由
及
び
経
緯
に
対
す
る
当
該
異
動
に
係
る
特
定
非
財
務
情
報

監
査
証
明
を
行
う
者
の
意
見

⑸

当
該
異
動
に
係
る
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
が
⑷
の
意

見
を
表
明
し
な
い
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
そ
の
理
由
（
当
該
提
出
会
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社
が
当
該
異
動
に
係
る
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
を
行
う
者
に
対
し

、
当
該
意
見
の
表
明
を
求
め
る
た
め
に
講
じ
た
措
置
の
内
容
を
含
む
。

）

［
十
～
十
二
の
五

略
］

［
十
～
十
二
の
五

同
上
］

十
二
の
六

提
出
会
社
（
第
二
十
三
条
第
一
項
に
規
定
す
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ

［
号
を
加
え
る
。
］

ィ
開
示
基
準
（
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準

と
み
な
さ
れ
る
外
国
の
基
準
を
含
む
。
）
に
従
つ
て
そ
の
記
載
対
象
書
類
に

記
載
す
る
特
定
非
財
務
情
報
を
作
成
し
て
い
る
者
を
除
く
。
）
が
本
邦
以
外

の
地
域
に
お
い
て
当
該
地
域
の
法
令
又
は
外
国
金
融
商
品
取
引
所
の
規
則
に

基
づ
き
当
該
地
域
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
（
気
候

変
動
そ
の
他
の
事
業
活
動
上
の
課
題
で
あ
つ
て
将
来
の
財
務
又
は
資
金
調
達

に
影
響
を
与
え
る
可
能
性
が
あ
る
も
の
に
対
応
す
る
た
め
の
取
組
の
状
況
及

び
こ
れ
に
関
連
す
る
指
標
に
関
す
る
情
報
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
及
び
同
条

第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
に
従
つ
て
作

成
し
た
連
結
会
社
に
係
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
公
表
を
行
な
つ
た
場

合

次
に
掲
げ
る
事
項

イ

本
邦
以
外
の
地
域
に
お
い
て
当
該
情
報
の
公
表
を
行
な
つ
た
旨
（
当
該

基
準
の
名
称
を
含
む
。
）

ロ

当
該
情
報
の
公
表
の
方
法
（
当
該
公
表
に
係
る
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ

ス
を
含
む
。
）

ハ

当
該
情
報
に
つ
い
て
特
定
非
財
務
情
報
監
査
証
明
に
相
当
す
る
証
明
を

受
け
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
及
び
当
該
証
明
を
行
つ
た
者
の
氏
名
又

は
名
称
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［
十
三
～
二
十
一

略
］

［
十
三
～
二
十
一

同
上
］

［
３
～
９

略
］

［
３
～
９

同
上
］

第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
特
定
子
会
社
と
は
、
次
に
掲
げ
る
特
定
関
係
の

第
二
項
第
三
号
に
規
定
す
る
特
定
子
会
社
と
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
特
定

10

10

い
ず
れ
か
一
以
上
に
該
当
す
る
子
会
社
を
い
う
。

関
係
の
い
ず
れ
か
一
以
上
に
該
当
す
る
子
会
社
を
い
う
。

［
一
～
三

略
］

［
一
～
三

同
上
］

［
略
］

［
同
上
］

11

11

（
親
会
社
等
状
況
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

（
親
会
社
等
状
況
報
告
書
の
記
載
内
容
等
）

第
十
九
条
の
五

［
略
］

第
十
九
条
の
五

［
同
上
］

２

法
第
二
十
四
条
の
七
第
一
項
及
び
第
二
項
（
同
条
第
六
項
及
び
法
第
二
十
七

２

法
第
二
十
四
条
の
七
第
一
項
及
び
同
条
第
二
項
（
同
条
第
六
項
及
び
法
第
二

条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
親
会
社
等
状
況
報
告

十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
親
会
社
等
状
況

書
を
提
出
す
べ
き
親
会
社
等
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当
該
各

報
告
書
を
提
出
す
べ
き
親
会
社
等
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
、
当

号
に
定
め
る
様
式
に
よ
り
親
会
社
等
状
況
報
告
書
三
通
を
作
成
し
、
財
務
局
長

該
各
号
に
定
め
る
様
式
に
よ
り
親
会
社
等
状
況
報
告
書
三
通
を
作
成
し
、
財
務

等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

３

［
略
］

３

［
同
上
］

（
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
記
載
方
法
）

［
条
を
削
る
。
］

第
十
九
条
の
九

法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
発
行
者

（
金
融
庁
長
官
が
指
定
す
る
取
引
所
金
融
商
品
市
場
に
上
場
さ
れ
て
い
る
株
券

等
の
発
行
者
に
限
る
。
）
で
あ
つ
て
、
平
均
時
価
総
額
が
一
兆
円
以
上
で
あ
る

者
は
、
有
価
証
券
届
出
書
又
は
法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
有
価
証

券
報
告
書
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
有
価
証
券
届
出
書
等
」
と
い
う
。
）
の
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記
載
事
項
の
う
ち
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
一
般
に

公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す

る
基
準
に
従
つ
て
、
こ
れ
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
当
該
サ
ス
テ
ナ
ビ

リ
テ
ィ
関
連
記
載
事
項
を
訂
正
す
る
場
合
に
お
け
る
訂
正
届
出
書
又
は
訂
正
報

告
書
に
つ
い
て
も
、
同
様
と
す
る
。

２

前
項
に
規
定
す
る
者
以
外
の
者
は
、
有
価
証
券
届
出
書
等
（
同
項
後
段
の
規

定
に
よ
る
訂
正
届
出
書
又
は
訂
正
報
告
書
を
含
む
。
）
の
記
載
事
項
の
う
ち
サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら

れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
に
従
つ
て
、

こ
れ
を
記
載
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

第
一
項
の
「
平
均
時
価
総
額
」
と
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に

応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額
を
い
う
。

一

有
価
証
券
届
出
書
等
を
提
出
し
よ
う
と
す
る
日
が
上
場
日
（
第
一
項
に
規

定
す
る
発
行
者
の
発
行
す
る
株
券
等
が
、
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に

掲
げ
る
有
価
証
券
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
日
を
い
う
。
次
号
に
お
い
て

同
じ
。
）
以
後
五
事
業
年
度
（
有
価
証
券
届
出
書
等
を
提
出
し
よ
う
と
す
る

日
の
属
す
る
事
業
年
度
の
直
前
事
業
年
度
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
直
前

事
業
年
度
」
と
い
う
。
）
を
除
く
。
）
の
末
日
を
経
過
し
て
い
る
場
合

直

前
事
業
年
度
の
前
事
業
年
度
の
末
日
及
び
当
該
前
事
業
年
度
の
開
始
の
日
前

四
年
以
内
に
開
始
し
た
事
業
年
度
の
全
て
の
末
日
に
お
け
る
株
券
等
の
時
価

総
額
（
取
引
所
金
融
商
品
市
場
（
法
第
二
条
第
三
十
二
項
に
規
定
す
る
特
定

取
引
所
金
融
商
品
市
場
を
除
く
。
）
に
お
け
る
時
価
総
額
を
い
う
。
同
号
に

お
い
て
同
じ
。
）
の
合
計
を
五
で
除
し
て
得
た
額
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二

前
号
に
掲
げ
る
場
合
以
外
の
場
合

上
場
日
以
後
に
経
過
し
た
事
業
年
度

（
直
前
事
業
年
度
を
除
く
。
）
の
全
て
の
末
日
に
お
け
る
株
券
等
の
時
価
総

額
の
合
計
を
当
該
経
過
し
た
事
業
年
度
の
全
て
の
末
日
の
数
で
除
し
て
得
た

額

４

第
一
項
及
び
第
二
項
の
「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
関
連
記
載
事
項
」
と
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項
を
い
う
。

一

有
価
証
券
届
出
書
等
の
記
載
事
項
の
う
ち
「サ

ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関

す

る
考
え

方
及
び
取
組

」
の
項
目
に
記
載
す
べ
き
事
項
（
こ
の
府
令
の
様
式
に

定
め
る
も
の
に
限
り
、
当
該
事
項
の
全
部
又
は
一
部
を
他
の
項
目
に
お
い
て

記
載
す
る
場
合
を
含
む
。
）

二

前
号
に
掲
げ
る
事
項
を
訂
正
す
る
場
合
に
お
け
る
訂
正
届
出
書
又
は
訂
正

報
告
書
の
う
ち
当
該
事
項
を
訂
正
す
る
部
分

５

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
に
つ
い
て
の
調

査
研
究
及
び
作
成
を
業
と
し
て
行
う
団
体
で
あ
つ
て
次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て

を
満
た
す
も
の
が
作
成
及
び
公
表
を
行
つ
た
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成

及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
の
う
ち
、
公
正
か
つ
適
正
な
手
続
の
下
に
作
成
及
び

公
表
が
行
わ
れ
た
も
の
と
認
め
ら
れ
、
一
般
に
公
正
妥
当
な
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ

ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
と
し
て
認
め
ら
れ
る
こ
と
が
見
込
ま

れ
る
も
の
と
し
て
金
融
庁
長
官
が
定
め
る
も
の
（
次
項
に
お
い
て
「
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
」
と
い
う
。
）
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
に
公
正
妥

当
と
認
め
ら
れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準

に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

利
害
関
係
を
有
す
る
者
か
ら
独
立
し
た
民
間
の
団
体
で
あ
る
こ
と
。
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二

特
定
の
者
に
偏
る
こ
と
な
く
多
数
の
者
か
ら
継
続
的
に
資
金
の
提
供
を
受

け
て
い
る
こ
と
。

三

高
い
専
門
的
見
地
か
ら
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関

す
る
基
準
を
作
成
す
る
能
力
を
有
す
る
者
に
よ
る
合
議
制
の
機
関
（
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
「
基
準
委
員
会
」
と
い
う
。
）
を
設
け
て
い
る
こ
と
。

四

基
準
委
員
会
が
公
正
か
つ
誠
実
に
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
こ
と
。

五

基
準
委
員
会
が
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基

準
に
つ
い
て
上
場
会
社
等
（
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
有
価

証
券
の
発
行
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
取
り
巻
く
経

営
環
境
及
び
上
場
会
社
等
の
実
務
の
変
化
へ
の
適
確
な
対
応
並
び
に
国
際
的

な
整
合
性
の
確
保
の
観
点
か
ら
継
続
し
て
検
討
を
加
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と

。

６

外
国
の
者
で
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ

い
て
は
、
金
融
庁
長
官
が
認
め
る
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ
る
外
国
の
基
準
を
第

一
項
に
規
定
す
る
一
般
に
公
正
妥
当
と
認
め
ら
れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報

の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
と
み
な
す
こ
と
が
で
き
る
。

一

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
と
整
合
的
な
基
準

二

国
際
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
（
国
際
財
務
報
告
基
準
財
団
に
よ
り

公
表
さ
れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
を

い
う
。
）
及
び
こ
れ
と
整
合
的
な
基
準

（
有
価
証
券
通
知
書
等
の
提
出
先
）

（
有
価
証
券
通
知
書
等
の
提
出
先
）

第
二
十
条

有
価
証
券
通
知
書
、
有
価
証
券
届
出
書
、
発
行
登
録
書
、
発
行
登
録

第
二
十
条

有
価
証
券
通
知
書
、
発
行
登
録
追
補
書
類
、
発
行
登
録
通
知
書
及
び
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取
下
届
出
書
、
発
行
登
録
追
補
書
類
、
発
行
登
録
通
知
書
、
有
価
証
券
報
告
書

法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係
る
書
類
（
発
行
登
録
追
補
書

、
確
認
書
、
半
期
報
告
書
、
臨
時
報
告
書
、
自
己
株
券
買
付
状
況
報
告
書
、
第

類
及
び
そ
の
添
付
書
類
を
公
衆
の
縦
覧
に
供
し
な
い
旨
の
承
認
に
係
る
も
の
に

十
五
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
申
請
書
、
令
第
四
条
第
一
項
の
規
定

限
る
。
）
並
び
に
こ
れ
ら
の
添
付
書
類
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
提

に
よ
る
承
認
申
請
書
、
法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係
る
書

出
会
社
が
内
国
会
社
で
あ
る
と
き
、
又
は
有
価
証
券
届
出
書
、
発
行
登
録
書
、

類
（
親
会
社
等
状
況
報
告
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
、

発
行
登
録
取
下
届
出
書
、
有
価
証
券
報
告
書
、
確
認
書
、
半
期
報
告
書
、
臨
時

法
第
二
十
五
条
の
二
第
二
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

報
告
書
、
自
己
株
券
買
付
状
況
報
告
書
、
第
十
五
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
よ

む
。
）
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係
る
書
類
及
び
第
十
六
条
第
五
項
に
規
定
す
る

る
承
認
申
請
書
、
令
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
承
認
申
請
書
、
法
第
二
十

書
類
並
び
に
こ
れ
ら
の
添
付
書
類
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
提
出
会

五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係
る
書
類
（
発
行
登
録
追
補
書
類
及
び
そ

社
が
内
国
会
社
で
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、

の
添
付
書
類
を
公
衆
の
縦
覧
に
供
し
な
い
旨
の
承
認
に
係
る
も
の
以
外
の
も
の

当
該
内
国
会
社
の
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務
局
長

に
限
る
。
）
及
び
第
十
六
条
第
五
項
に
規
定
す
る
書
類
並
び
に
こ
れ
ら
の
添
付

等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

書
類
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
提
出
会
社
が
内
国
会
社
で
次
の
各
号

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
内
国
会
社
の
本
店
又
は

主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

２

［
略
］

２

［
同
上
］

３

親
会
社
等
状
況
報
告
書
、
法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係

３

親
会
社
等
状
況
報
告
書
、
法
第
二
十
五
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
請
に
係

る
書
類
（
親
会
社
等
状
況
報
告
書
及
び
そ
の
添
付
書
類
に
係
る
も
の
に
限
る
。

る
書
類
（
同
条
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
も
の
に
限
る
。
）
、
第
十
九
条
の

）
、
第
十
九
条
の
六
第
一
項
に
規
定
す
る
承
認
申
請
書
及
び
こ
れ
ら
の
添
付
書

六
第
一
項
に
規
定
す
る
承
認
申
請
書
及
び
こ
れ
ら
の
添
付
書
類
を
提
出
す
る
親

類
を
提
出
す
る
親
会
社
等
は
、
当
該
書
類
を
提
出
子
会
社
（
法
第
二
十
四
条
の

会
社
等
は
、
当
該
書
類
を
提
出
子
会
社
（
法
第
二
十
四
条
の
七
第
一
項
に
規
定

七
第
一
項
に
規
定
す
る
提
出
子
会
社
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
有
価
証
券
報

す
る
提
出
子
会
社
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
が
有
価
証
券
報
告
書
を
提
出
す
る

告
書
を
提
出
す
る
財
務
局
長
等
と
同
じ
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

財
務
局
長
等
と
同
じ
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

な
い
。
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４

前
三
項
の
規
定
に
よ
り
財
務
局
長
等
に
提
出
し
た
書
類
に
係
る
訂
正
又
は
変

４

前
三
項
の
規
定
に
よ
り
財
務
局
長
等
に
提
出
し
た
書
類
に
係
る
訂
正
又
は
変

更
に
関
す
る
書
類
は
、
当
該
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た

更
に
関
す
る
書
類
は
、
当
該
財
務
局
長
等
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た

だ
し
、
金
融
庁
長
官
に
よ
る
法
第
九
条
第
一
項
若
し
く
は
第
十
条
第
一
項
（
こ

だ
し
、
金
融
庁
長
官
に
よ
る
法
第
九
条
第
一
項
若
し
く
は
第
十
条
第
一
項
（
こ

れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
一
項

れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
、
第
二
十
四
条
の
四
の
三
第
一
項

（
法
第
二
十
四
条
の
五
の
二
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、

、
第
二
十
四
条
の
五
第
五
項
、
第
二
十
四
条
の
六
第
二
項
及
び
第
二
十
四
条
の

第
二
十
四
条
の
五
第
五
項
、
第
二
十
四
条
の
六
第
二
項
及
び
第
二
十
四
条
の
七

七
第
三
項
に
お
い
て
準
用
し
、
並
び
に
こ
れ
ら
の
規
定
（
法
第
二
十
四
条
の
六

第
三
項
に
お
い
て
準
用
し
、
並
び
に
こ
れ
ら
の
規
定
（
法
第
二
十
四
条
の
六
第

第
二
項
を
除
く
。
）
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

二
項
を
除
く
。
）
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の

の
規
定
に
よ
る
訂
正
届
出
書
、
訂
正
報
告
書
若
し
く
は
訂
正
確
認
書
又
は
法
第

規
定
に
よ
る
訂
正
届
出
書
、
訂
正
報
告
書
若
し
く
は
訂
正
確
認
書
又
は
法
第
二

二
十
三
条
の
九
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。

十
三
条
の
九
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）

）
若
し
く
は
第
二
十
三
条
の
十
第
一
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
し
、
及

若
し
く
は
第
二
十
三
条
の
十
第
一
項
（
同
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
し
、
及
び

び
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の

こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規

規
定
に
よ
る
訂
正
発
行
登
録
書
の
提
出
の
命
令
に
応
じ
て
こ
れ
ら
の
書
類
を
提

定
に
よ
る
訂
正
発
行
登
録
書
の
提
出
の
命
令
に
応
じ
て
こ
れ
ら
の
書
類
を
提
出

出
す
る
場
合
は
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

す
る
場
合
は
、
金
融
庁
長
官
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

（
有
価
証
券
届
出
書
等
の
備
置
き
及
び
公
衆
縦
覧
）

（
有
価
証
券
届
出
書
等
の
備
置
き
及
び
公
衆
縦
覧
）

第
二
十
一
条

法
第
二
十
五
条
第
一
項
各
号
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条

第
二
十
一
条

法
第
二
十
五
条
第
一
項
各
号
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
法
第
二
十
七
条

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
掲
げ
る
書
類
は
、
次
の

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
掲
げ
る
書
類
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
財
務
局
又
は
福
岡

各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
財
務
局
又
は
福
岡

財
務
支
局
（
以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
二
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て
「
財
務
局

財
務
支
局
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
財
務
局
等
」
と
い
う
。
）
に
備
え
置
き

等
」
と
い
う
。
）
に
備
え
置
き
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号

２

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
法
第
二
十
五
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
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に
掲
げ
る
書
類
に
記
載
さ
れ
た
有
価
証
券
の
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
所
有

に
掲
げ
る
書
類
に
記
載
さ
れ
た
有
価
証
券
の
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
所
有

者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
財
務
局
長
等
は
、
当
該
所
有
者
の
住
所
の
う
ち

者
が
個
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
財
務
局
長
等
は
、
当
該
所
有
者
の
住
所
の
う
ち

、
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
も
の
と
し
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律

、
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
も
の
と
し
、
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律

第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
の
指
定
都
市
に
あ
つ
て
は
、

第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
の
指
定
都
市
に
あ
つ
て
は
、

区
又
は
総
合
区
。
次
条
第
四
項
及
び
第
二
十
二
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
同
じ

区
又
は
総
合
区
。
次
条
第
四
項
及
び
第
二
十
三
条
第
二
項
に
お
い
て
同
じ
。
）

。
）
ま
で
の
部
分
以
外
の
部
分
を
公
衆
の
縦
覧
に
供
し
な
い
も
の
と
す
る
。
た

ま
で
の
部
分
以
外
の
部
分
を
公
衆
の
縦
覧
に
供
し
な
い
も
の
と
す
る
。
た
だ
し

だ
し
、
当
該
書
類
の
提
出
者
が
、
当
該
財
務
局
長
等
に
対
し
、
当
該
所
有
者
の

、
当
該
書
類
の
提
出
者
が
、
当
該
財
務
局
長
等
に
対
し
、
当
該
所
有
者
の
住
所

住
所
の
う
ち
当
該
部
分
を
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
こ
と
に
つ
い
て
申
出
を
行
つ

の
う
ち
当
該
部
分
を
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
こ
と
に
つ
い
て
申
出
を
行
つ
た
と

た
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

第
二
十
二
条
の
二

［
略
］

第
二
十
三
条

［
同
上
］

（
通
知
書
の
公
衆
縦
覧
）

第
二
十
二
条
の
三

法
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
発
行
価
額
又
は
売

［
条
を
加
え
る
。
］

出
価
額
の
総
額
が
五
億
円
未
満
の
有
価
証
券
の
募
集
又
は
売
出
し
で
内
閣
府
令

で
定
め
る
も
の
は
、
法
第
四
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
有
価
証
券
の
募
集
又

は
売
出
し
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
と
す
る
。

一

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

が
一
億
円
以
上
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集
又
は
売
出
し

二

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
が
新
株
予
約
権
証
券
で
あ
る
場
合
で

、
当
該
新
株
予
約
権
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
に
当
該
新
株

予
約
権
証
券
に
係
る
新
株
予
約
権
の
行
使
に
際
し
て
払
い
込
む
べ
き
金
額
の

合
計
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
億
円
以
上
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
に
お
け
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る
当
該
募
集
又
は
売
出
し

三

募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額

に
、
当
該
募
集
又
は
売
出
し
を
開
始
す
る
日
前
一
年
以
内
に
行
わ
れ
た
募
集

又
は
売
出
し
（
法
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
も
の
及
び
当

該
届
出
前
に
し
た
も
の
並
び
に
発
行
登
録
追
補
書
類
を
提
出
し
た
も
の
及
び

当
該
提
出
前
に
し
た
も
の
を
除
く
。
）
に
係
る
当
該
有
価
証
券
と
同
一
の
種

類
の
有
価
証
券
（
こ
の
条
に
お
い
て
新
株
予
約
権
付
社
債
券
は
、
第
一
条
第

二
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
条
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
有
価
証
券
と
同
一

の
種
類
の
有
価
証
券
と
み
な
す
。
）
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
を

合
算
し
た
金
額
が
一
億
円
以
上
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募

集
又
は
売
出
し

四

募
集
（
令
第
一
条
の
六
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り
募
集
に

該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額

の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
発
行
さ
れ
る
日
以
前
三
月
以
内
に
発
行
さ
れ

た
同
種
の
新
規
発
行
証
券
の
発
行
価
額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
億
円

以
上
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
に
お
け
る
当
該
募
集

五

売
出
し
（
令
第
一
条
の
八
の
三
に
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
こ
と
に
よ
り

売
出
し
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
つ
た
場
合
に
限
る
。
）
に
係
る
有
価
証
券
の

売
出
価
額
の
総
額
に
、
当
該
有
価
証
券
の
売
付
け
勧
誘
等
が
行
わ
れ
る
日
以

前
一
月
以
内
に
売
付
け
勧
誘
等
が
行
わ
れ
た
同
種
の
既
発
行
証
券
の
売
出
価

額
の
総
額
を
合
算
し
た
金
額
が
一
億
円
以
上
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
に
お

け
る
当
該
売
出
し

六

同
一
の
種
類
の
有
価
証
券
で
そ
の
発
行
価
額
又
は
売
出
価
額
の
総
額
が
一



- 47 -

億
円
未
満
で
あ
る
二
組
以
上
の
募
集
又
は
売
出
し
が
並
行
し
て
行
わ
れ
、
か

つ
、
こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
の
発
行
価
額
又
は
売
出

価
額
の
総
額
の
合
計
額
が
一
億
円
以
上
五
億
円
未
満
と
な
る
場
合
に
お
け
る

そ
れ
ぞ
れ
の
募
集
又
は
売
出
し

七

第
一
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
募
集
又
は
売
出
し
と
並
行
し
て
行
わ
れ
る

こ
れ
ら
の
募
集
又
は
売
出
し
に
係
る
有
価
証
券
と
同
一
の
種
類
の
有
価
証
券

の
募
集
又
は
売
出
し

２

法
第
二
十
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
通
知
書
（
第
四
条
第
二
項
各
号
又

は
第
十
四
条
の
十
一
第
二
項
各
号
に
定
め
る
書
類
を
含
む
。
）
は
、
関
東
財
務

局
及
び
当
該
通
知
書
の
提
出
会
社
の
本
店
又
は
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
を
管

轄
す
る
財
務
局
等
（
提
出
会
社
が
内
国
会
社
で
あ
る
場
合
に
限
る
。
）
に
備
え

置
き
、
公
衆
の
縦
覧
に
供
す
る
も
の
と
す
る
。

（
特
定
非
財
務
情
報
の
記
載
方
法
等
）

第
二
十
三
条

法
第
二
十
六
条
の
四
第
一
項
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す

［
条
を
加
え
る
。
］

る
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
に
つ
い
て
の
調
査

研
究
及
び
作
成
を
業
と
し
て
行
う
団
体
で
あ
つ
て
次
に
掲
げ
る
要
件
の
全
て
を

満
た
す
も
の
が
公
正
か
つ
適
正
な
手
続
の
下
に
作
成
及
び
公
表
を
行
つ
た
基
準

で
あ
つ
て
、
一
般
に
公
正
妥
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
も

の
と
し
て
金
融
庁
長
官
が
定
め
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
サ
ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
」
と
い
う
。
）
と
す
る
。

一

利
害
関
係
を
有
す
る
者
か
ら
独
立
し
た
民
間
の
団
体
で
あ
る
こ
と
。
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二

特
定
の
者
に
偏
る
こ
と
な
く
多
数
の
者
か
ら
継
続
的
に
資
金
の
提
供
を
受

け
て
い
る
こ
と
。

三

高
い
専
門
的
見
地
か
ら
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関

す
る
基
準
を
作
成
す
る
能
力
を
有
す
る
者
に
よ
る
合
議
制
の
機
関
（
以
下
こ

の
項
に
お
い
て
「
基
準
委
員
会
」
と
い
う
。
）
を
設
け
て
い
る
こ
と
。

四

基
準
委
員
会
が
公
正
か
つ
誠
実
に
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
こ
と
。

五

基
準
委
員
会
が
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基

準
に
つ
い
て
上
場
会
社
等
（
法
第
二
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
有
価

証
券
の
発
行
者
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
取
り
巻
く
経

営
環
境
及
び
上
場
会
社
等
の
実
務
の
変
化
へ
の
適
確
な
対
応
並
び
に
国
際
的

な
整
合
性
の
確
保
の
観
点
か
ら
継
続
し
て
検
討
を
加
え
る
も
の
で
あ
る
こ
と

。

２

法
第
二
十
六
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
者
が
外
国
の
者
で
あ
る
場
合
に
お

け
る
同
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
金
融
庁
長
官
が
認
め
る
場
合
に
は
、

次
に
掲
げ
る
外
国
の
基
準
を
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
と
み
な
す
。

一

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
と
整
合
的
な
基
準

二

国
際
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
（
国
際
財
務
報
告
基
準
財
団
に
よ
り

公
表
さ
れ
る
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
情
報
の
作
成
及
び
開
示
に
関
す
る
基
準
を

い
う
。
）
及
び
こ
れ
と
整
合
的
な
基
準

３

法
第
二
十
六
条
の
四
第
一
項
に
規
定
す
る
者
以
外
の
者
は
、
記
載
対
象
書
類

に
記
載
す
る
特
定
非
財
務
情
報
に
つ
い
て
は
、
内
国
会
社
に
あ
つ
て
は
サ
ス
テ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基
準
、
外
国
会
社
に
あ
つ
て
は
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
開
示
基

準
又
は
前
項
各
号
に
掲
げ
る
基
準
に
従
つ
て
、
こ
れ
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
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る
。

４

法
第
二
十
六
条
の
四
第
二
項
第
二
号
（
法
第
二
十
七
条
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。
）
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
事

項
を
い
う
。

一

有
価
証
券
届
出
書
又
は
法
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
有
価
証
券

報
告
書
の
記
載
事
項
の
う
ち
「サ

ス
テ
ナ

ビ
リ
テ
ィ
に

関
す
る
考
え
方

及
び

取
組

」
の
項
目
に
記
載
す
べ
き
事
項
（
こ
の
府
令
の
様
式
に
定
め
る
も
の
に

限
り
、
当
該
事
項
の
全
部
又
は
一
部
を
他
の
項
目
に
お
い
て
記
載
す
る
場
合

を
含
む
。
）

二

前
号
に
掲
げ
る
事
項
を
訂
正
す
る
場
合
に
お
け
る
訂
正
届
出
書
又
は
訂
正

報
告
書
の
う
ち
当
該
事
項
を
訂
正
す
る
部
分

（
目
論
見
書
の
交
付
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

（
目
論
見
書
の
交
付
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

第
二
十
三
条
の
二

［
略
］

第
二
十
三
条
の
二

［
同
上
］

２

［
略
］

２

［
同
上
］

３

前
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
な
け

３

［
同
上
］

れ
ば
な
ら
な
い
。

［
一
・
二

略
］

［
一
・
二

同
上
］

三

前
項
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
方
法
に
あ
つ
て
は
、
目
論
見
書
被
提
供
者
が
閲

三

前
項
第
一
号
ニ
に
掲
げ
る
方
法
に
あ
つ
て
は
、
目
論
見
書
被
提
供
者
が
閲

覧
フ
ァ
イ
ル
を
閲
覧
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
を
記
載
し
た
書
面
を
目
論
見

覧
フ
ァ
イ
ル
を
閲
覧
す
る
た
め
に
必
要
な
情
報
を
目
論
見
書
被
提
供
者
フ
ァ
イ

書
被
提
供
者
に
交
付
し
、
又
は
当
該
情
報
を
目
論
見
書
被
提
供
者
フ
ァ
イ
ル

ル
に
記
録
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

に
記
録
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

［
四
・
五

略
］

［
四
・
五

同
上
］
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［
４
～
６

略
］

［
４
～
６

同
上
］

（
法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
二
項
、
第
五
項
又
は
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
交
付

（
法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
二
項
又
は
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
し
な
け
れ

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
面
の
交
付
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方

ば
な
ら
な
い
書
面
の
交
付
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

法
）

第
二
十
三
条
の
三

法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
お
い
て
有
価
証
券
に

第
二
十
三
条
の
三

法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同

係
る
法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
二
項
、
第
五
項
又
は
第
七
項
の
規
定
に
よ
り
交

条
第
一
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、
同
条
第
二
項
に
規
定
す

付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
面
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
対
象
書
面
」
と
い

る
書
面
に
記
載
さ
れ
た
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
記
載
事
項
」
と
い
う

う
。
）
に
つ
い
て
法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
一
項
の
規
定
を
準
用
す
る
場

。
）
を
提
供
し
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
文
書
交
付
者
」
と

合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、
対
象
書
面
に
記

い
う
。
）
が
、
第
五
項
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
記
載
事
項

載
さ
れ
た
事
項
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
記
載
事
項
」
と
い
う
。
）
を
提
供

の
提
供
を
受
け
る
べ
き
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
文
書
被
交
付
者
」
と
い

し
よ
う
と
す
る
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
文
書
交
付
者
」
と
い
う
。
）
が

う
。
）
に
対
し
、
次
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
電
磁

、
第
五
項
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
記
載
事
項
の
提
供
を
受

的
方
法
」
と
い
う
。
）
の
種
類
及
び
内
容
を
示
し
、
か
つ
、
次
に
掲
げ
る
要
件

け
る
べ
き
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
文
書
被
交
付
者
」
と
い
う
。
）
に
対

の
い
ず
れ
か
を
満
た
し
て
い
る
場
合
と
す
る
。

し
、
次
項
各
号
に
掲
げ
る
方
法
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
電
磁
的
方
法
」
と

い
う
。
）
の
種
類
及
び
内
容
を
示
し
、
か
つ
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
か

を
満
た
し
て
い
る
場
合
と
す
る
。

一

［
略
］

一

［
同
上
］

二

文
書
被
交
付
者
か
ら
対
象
書
面
を
交
付
す
る
よ
う
請
求
が
あ
る
と
き
は
こ

二

文
書
被
交
付
者
か
ら
法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
規
定
す
る
書

れ
を
交
付
す
る
旨
を
文
書
被
交
付
者
に
告
知
し
て
い
る
こ
と
。

面
を
交
付
す
る
よ
う
請
求
が
あ
る
と
き
は
こ
れ
を
交
付
す
る
旨
を
文
書
被
交

付
者
に
告
知
し
て
い
る
こ
と
。

２

法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
お
い
て
有
価
証
券
に
係
る
対
象
書
面

２

法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
に
規

に
つ
い
て
同
条
第
一
項
の
規
定
を
準
用
す
る
場
合
に
お
け
る
同
項
に
規
定
す
る

定
す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。
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内
閣
府
令
で
定
め
る
も
の
は
、
次
に
掲
げ
る
方
法
と
す
る
。

一

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
イ
か
ら
ハ
ま
で
の
い
ず
れ

一

電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
も
の

か
に
掲
げ
る
も
の

イ

文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
文
書
被
交
付
者
の
使
用
に

イ

文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
文
書
被
交
付
者
の
使
用
に

係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
記
載
事
項
を

係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
記
載
事
項
を

送
信
し
、
文
書
被
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ

送
信
し
、
文
書
被
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ

ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
方
法
（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を
受
け
る
旨
の
同

ァ
イ
ル
に
記
録
す
る
方
法
（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
提
供
を
受
け
る
旨
の
同

意
を
し
、
又
は
対
象
書
面
を
交
付
す
る
よ
う
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て

意
を
し
、
又
は
法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
規
定
す
る
書
面
を

は
、
文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル

交
付
す
る
よ
う
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
文
書
交
付
者
の
使
用
に

に
そ
の
旨
を
記
録
す
る
方
法
）

係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
そ
の
旨
を
記
録
す
る
方
法

）

ロ

文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に

ロ

文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に

記
録
さ
れ
た
記
載
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
文
書
被
交
付
者
の
閲

記
録
さ
れ
た
記
載
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
文
書
被
交
付
者
の
閲

覧
に
供
し
、
当
該
文
書
被
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら

覧
に
供
し
、
当
該
文
書
被
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら

れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
記
載
事
項
を
記
録
す
る
方
法
（
電
磁
的
方
法
に
よ

れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
記
載
事
項
を
記
録
す
る
方
法
（
電
磁
的
方
法
に
よ

る
提
供
を
受
け
る
旨
の
同
意
を
し
、
又
は
対
象
書
面
を
交
付
す
る
よ
う
請

る
提
供
を
受
け
る
旨
の
同
意
を
し
、
又
は
法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第

求
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

二
項
に
規
定
す
る
書
面
を
交
付
す
る
よ
う
請
求
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は

に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
そ
の
旨
を
記
録
す
る
方
法
）

、
文
書
交
付
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に

そ
の
旨
を
記
録
す
る
方
法
）

ハ

法
第
二
十
三
条
の
十
三
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

［
号
の
細
分
を
加
え
る
。
］

な
い
書
面
に
係
る
記
載
事
項
を
社
内
情
報
共
有
シ
ス
テ
ム
（
文
書
交
付
者

が
管
理
す
る
も
の
で
あ
つ
て
、
文
書
被
交
付
者
の
業
務
の
用
に
供
さ
れ
る

も
の
を
い
う
。
）
に
記
録
し
、
文
書
被
交
付
者
の
閲
覧
に
供
す
る
方
法
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二

［
略
］

二

［
同
上
］

［
３
～
５

略
］

［
３
～
５

同
上
］

６

第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
同
意
を
得
、
又
は
同
項
第
二
号
の
規
定
に
よ

６

第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
同
意
を
得
、
又
は
同
項
第
二
号
の
規
定
に
よ

る
告
知
を
し
た
文
書
交
付
者
は
、
当
該
文
書
被
交
付
者
か
ら
電
磁
的
方
法
又
は

る
告
知
を
し
た
文
書
交
付
者
は
、
当
該
文
書
被
交
付
者
か
ら
電
磁
的
方
法
又
は

電
話
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
対
象
書
面
を
交
付
す
る
よ
う
請
求
が
あ
つ
た
と
き

電
話
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
法
第
二
十
七
条
の
三
十
の
九
第
二
項
に
規
定
す
る

は
、
当
該
文
書
被
交
付
者
に
対
し
、
記
載
事
項
の
提
供
を
電
磁
的
方
法
に
よ
つ

書
面
を
交
付
す
る
よ
う
請
求
が
あ
つ
た
と
き
は
、
当
該
文
書
被
交
付
者
に
対
し

て
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
当
該
文
書
被
交
付
者
が
当
該
請
求
を
し
た
後

、
記
載
事
項
の
提
供
を
電
磁
的
方
法
に
よ
つ
て
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

に
同
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る
同
意
を
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

当
該
文
書
被
交
付
者
が
当
該
請
求
を
し
た
後
に
第
一
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
る

同
意
を
し
た
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
権
限
の
関
東
財
務
局
長
へ
の
委
任
）

（
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
権
限
の
関
東
財
務
局
長
へ
の
委
任
）

第
二
十
五
条

令
第
三
十
九
条
第
一
項
各
号
及
び
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
権
限
（

第
二
十
五
条

令
第
三
十
九
条
第
二
項
各
号
及
び
第
五
項
各
号
に
掲
げ
る
権
限
（

有
価
証
券
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
同
条
第
一
項
及
び
第
四
項
に
規
定

有
価
証
券
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
係
る
同
条
第
二
項
及
び
第
五
項
に
規
定

す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
財
務
局
長
又
は
財
務
支
局
長
は
、
関
東
財
務
局
長
と

す
る
内
閣
府
令
で
定
め
る
財
務
局
長
又
は
財
務
支
局
長
は
、
関
東
財
務
局
長
と

す
る
。

す
る
。

２

［
略
］

２

［
同
上
］
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第一号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券通知書 

【根拠条文】               企業内容等の開示に関する内閣府令第 条 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

第一号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券通知書 

【根拠条文】               企業内容等の開示に関する内閣府令第 条 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑶ 略］ ［⑴～⑶ 同左］ 

⑷ 新規発行（売出）有価証券 

ａ 募集又は売出しをしようとする有価証券で発行価額又は売出価額の総額（当該有価証券が新株予約

権証券である場合には、当該新株予約権証券の発行価額又は売出価額の総額に当該新株予約権証券に

係る新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額）が５億円未満であるもの

について記載すること。 

［ｂ～ｍ 略］ 

⑷ ［同左］ 

ａ 募集又は売出しをしようとする有価証券で発行価額又は売出価額の総額（当該有価証券が新株予約

権証券である場合には、当該新株予約権証券の発行価額又は売出価額の総額に当該新株予約権証券に

係る新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額）が１億円未満であるもの

について記載すること。 

［ｂ～ｍ 同左］ 

［⑸～⑻ 略］ ［⑸～⑻ 同左］ 

  

第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】⑷                                  

【届出の対象とした募集（売出）金額】⑸                   

【安定操作に関する事項】⑹                         

第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】⑷                                  

【届出の対象とした募集（売出）金額】⑸                   

【安定操作に関する事項】⑹                         



 

 

- 5
4 

- 

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｊ 略］ 

ｋ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は届出書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｊ 同左］ 

ｋ 「第二部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

」から「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」まで及び「第

４ 提出会社の状況」の「５ 従業員の状況等」に将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げ

る事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関

する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は届出書提出日現在において判断したものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⑽ 略］ ［⑵～⑽ 同左］ 

⑾ 株式の引受け 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ この届出書に係る株券の募集について、当該株券が金商業等府令第153条第１項第４号ニに掲げる

株券等に該当することにより、提出会社を親法人等（法第31条の４第３項に規定する親法人等をいう

。以下この様式において同じ。）又は子法人等（法第31条の４第４項に規定する子法人等をいう。以

下この様式において同じ。）とする金融商品取引業者を主幹事会社（金商業等府令第147条第３号に

規定する主幹事会社をいう。以下この様式において同じ。）とした場合には、その旨及び次に掲げる

事項を注記すること。 

 

［⒜～⒞ 略］ 

⑾ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ この届出書に係る株券の募集について、当該株券が金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年

内閣府令第52号。以下「金商業等府令」という。）第153条第１項第４号ニに掲げる株券等に該当す

ることにより、提出会社を親法人等（法第31条の４第３項に規定する親法人等をいう。以下この様式

において同じ。）又は子法人等（法第31条の４第４項に規定する子法人等をいう。以下この様式にお

いて同じ。）とする金融商品取引業者を主幹事会社（金商業等府令第147条第３号に規定する主幹事

会社をいう。以下この様式において同じ。）とした場合には、その旨及び次に掲げる事項を注記する

こと。 

［⒜～⒞ 同左］ 

［⑿～(23) 略］ ［⑿～(23) 同左］ 

（23－２） 第三者割当の場合の特記事項 

第三者割当（第19条第２項第１号ヲに規定する第三者割当をいう。以下この様式において同じ。）の

方法により、株券、新株予約権証券又は新株予約権付社債券（以下この様式において「株券等」という

。）の募集又は売出しを行う場合に記載すること。ただし、提出会社又はその関係会社の役員等（同号

ヲ⑵に規定する役員等をいう。）であった者に対し、これらの者からその在職中に受けた役務の提供の

対価又は福利厚生の増進を図るための手段として交付される当該提出会社が発行者である株券又は新株

予約権証券の募集又は売出しを行う場合（同号ヲ⑵又は⑶に掲げる方法に準じて行う場合に限る。）は

、この限りでない。なお、一定の日において株主名簿に記載され、又は記録されている株主に対して行

われる株券等の募集又は売出しのうち、その発行の態様から、当該株券等を特定の株主が取得するもの

と考えられるもの（例えば、特定の株主のみが当該株券等の募集又は売出しに応じることになると考え

られる発行価格その他の条件を設定しようとするもの）を行う場合には、当該募集又は売出しを第三者

割当の方法により行うものとみなして記載すること。 

（23－２） 第三者割当の場合の特記事項 

第三者割当（第19条第２項第１号ヲに規定する第三者割当をいう。以下この様式において同じ。）の

方法により、株券、新株予約権証券又は新株予約権付社債券（以下この様式において「株券等」という

。）の募集又は売出しを行う場合に記載すること。ただし、提出会社又は関係会社の役員（第２条の７

第１項第１号に規定する役員をいう。）、会計参与又は使用人であった者に対し、これらの者からその

在職中に受けた役務の提供の対価として交付される当該提出会社が発行者である株券又は新株予約権証

券の募集又は売出しを行う場合（第19条第２項第１号ヲ⑵又は⑶に掲げる方法に準じて行う場合に限る

。）は、この限りでない。なお、一定の日において株主名簿に記載され、又は記録されている株主に対

して行われる株券等の募集又は売出しのうち、その発行の態様から、当該株券等を特定の株主が取得す

るものと考えられるもの（例えば、特定の株主のみが当該株券等の募集又は売出しに応じることになる

と考えられる発行価格その他の条件を設定しようとするもの）を行う場合には、当該募集又は売出しを

第三者割当の方法により行うものとみなして記載すること。 

［(23－３)～(24) 略］ ［(23－３)～(24) 同左］ 
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(25) 主要な経営指標等の推移 

［ａ～ｆ 略］ 

ｇ 提出会社の株価の推移について、次のとおり記載すること。ただし、相互会社にあっては、記載を

要しない。 

⒜ ［略］ 

⒝ 株式が金融商品取引所に上場されている場合には、主要な一の金融商品取引所の相場を記載し、

当該金融商品取引所名を注記すること。 

なお、二以上の種類の株式が金融商品取引所に上場されている場合には、種類ごとに記載するこ

と。 

［⒞・⒟ 略］ 

ｈ 提出会社が令第５条の５に規定する金融庁長官が指定する取引所金融商品市場に上場されている同

条各号に掲げるいずれかの有価証券（法第２条第１項第17号に掲げる有価証券に該当するものを除く

。ｈにおいて同じ。）の発行者である場合には、最近６事業年度の各事業年度の末日における当該有

価証券の市場価額の総額（特定非財務情報の監査証明に関する内閣府令第３条第１号に規定する市場

価額の総額をいう。）及び平均時価総額（令第５条の５に規定する平均時価総額をいう。）を注記す

ること。 

(25) ［同左］ 

［ａ～ｆ 同左］ 

ｇ ［同左］ 

 

⒜ ［同左］ 

⒝ 株式が金融商品取引所に上場されている場合には、主要な１金融商品取引所の相場を記載し、当

該金融商品取引所名を注記すること。 

なお、二以上の種類の株式が金融商品取引所に上場されている場合には、種類ごとに記載するこ

と。 

［⒞・⒟ 同左］ 

ｈ 提出会社が第19条の９第１項に規定する取引所金融商品市場に上場されている株券等（第９条第１

号に規定する株券等をいう。ｈにおいて同じ。）の発行者である場合には、最近６事業年度の各事業

年度の末日における株券等の時価総額（第19条の９第３項第１号に規定する時価総額をいう。）及び

平均時価総額（同項に規定する平均時価総額をいう。）を注記すること。 

［(26)～(28) 略］ ［(26)～(28) 同左］ 

(29) 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等 

ａ 最近日現在における連結会社（連結財務諸表を作成していない場合には提出会社。以下(29)、(30)ｂ及

びｃ、(31)ａ、(33)ａ、(37)、(56)ｄ⒡及びｅ⒟並びに（58－２）において同じ。）の経営方針・経営戦略等

の内容を記載すること。記載に当たっては、連結会社の経営環境（例えば、企業構造、事業を行う市

場の状況、競合他社との競争優位性、主要製品・サービスの内容、顧客基盤、販売網等）についての

経営者の認識の説明を含め、(27)ａの規定により記載した事業の内容と関連付けて記載すること。また

、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等がある場合には、その内容を記載するこ

と。 

ｂ ［略］ 

(29) ［同左］ 

ａ 最近日現在における連結会社（連結財務諸表を作成していない場合には提出会社。以下(29)、(30)ｂ及

びｃ、(31)ａ、(33)ａ、(37)、(56)ｄ⒡並びに（58－２）において同じ。）の経営方針・経営戦略等の内容を

記載すること。記載に当たっては、連結会社の経営環境（例えば、企業構造、事業を行う市場の状況

、競合他社との競争優位性、主要製品・サービスの内容、顧客基盤、販売網等）についての経営者の

認識の説明を含め、(27)ａの規定により記載した事業の内容と関連付けて記載すること。また、経営上

の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等がある場合には、その内容を記載すること。 

 

ｂ ［同左］ 

(30) サステナビリティに関する考え方及び取組 

ａ 法第26条の４第１項の規定又は第23条第３項の規定の適用を受ける者は、冒頭に、次に掲げる事項

を記載した上で、サステナビリティ開示基準（同条第１項に規定するサステナビリティ開示基準をい

う。以下(30)において同じ。）により開示することとされている事項を記載すること。 

 

⒜ ［略］ 

⒝ 法第26条の４第１項の規定又は第23条第３項の規定のいずれの適用を受けるものかの別 

⒞ 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の

整備等及び経過措置に関する政令（令和９年政令第   号）第９条第２項又は企業内容等の開示

に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令（令和９年内閣府令第   号）附則第  条第●

●項の規定の適用を受けている場合には、その旨及び最近事業年度の翌事業年度に係る半期報告書

の提出期限までにサステナビリティ開示基準により開示することとされている事項を記載した訂正

届出書を提出する旨 

⒟ ［略］ 

⒠ この届出書に記載した特定非財務情報について特定非財務情報監査証明を受けたときは、法第26

条の５第１項又は第６項（これらの規定を法第27条において準用する場合を含む。）のいずれの規

定の適用を受けるものかの別及び当該特定非財務情報監査証明を行った者の名称のほか、当該特定

(30) ［同左］ 

ａ 第19条の９第１項又は第２項の規定の適用を受ける者は、冒頭に、次に掲げる事項を記載した上で

、サステナビリティ開示基準（同条第５項に規定するサステナビリティ開示基準をいう。以下(30)にお

いて同じ。）により開示することとされている事項を記載すること。 

 

⒜ ［同左］ 

⒝ 第19条の９第１項又は第２項のいずれの規定の適用を受けるものかの別 

⒞ 企業内容等の開示に関する内閣府令及び特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令の一部を

改正する内閣府令（令和８年内閣府令第５号）附則第２条第２項の規定の適用を受けている場合に

は、その旨及び最近事業年度の次の事業年度に係る半期報告書の提出期限までにサステナビリティ

開示基準により開示することとされている事項を記載した訂正届出書を提出する旨 

 

 

⒟ ［同左］ 

［加える。］ 
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非財務情報監査証明を受けている箇所を具体的に記載するとともに、特定非財務情報の監査証明に

関する内閣府令第14条第１項に規定する特定非財務情報監査証明報告書を添付すること。 

⒡ この届出書に記載した特定非財務情報について特定非財務情報監査証明に類する証明を受けたと

きは、その旨、当該証明を行った者の名称又は氏名及び法第26条の６の規定による特定非財務情報

監査証明業の登録の有無、当該証明を行った者が当該証明を行うに当たり準拠した基準の名称並び

に当該証明の結論又は意見を記載するとともに、当該証明を受けている箇所を具体的に記載するこ

と。 

⒢ ［略］ 

［ｂ・ｃ 略］ 

［削る。］ 

 

 

［加える。］ 

 

 

 

 

⒟ ［同左］ 

［ｂ・ｃ 同左］ 

ｄ スコープ３温室効果ガス排出（バリュー・チェーンで発生する間接的な温室効果ガス排出（第三者

から購入又は取得した上で消費する電気、蒸気、温熱又は冷熱の生成から発生する間接的な温室効果

ガス排出を除く。）をいう。）に関する定量情報（以下ｄにおいて「スコープ３定量情報」という。

）を記載する場合にあっては、スコープ３定量情報に係る⑴ｋ⒝から⒟までに掲げる事項を記載する

こと。 

［(31)～(41) 略］ ［(31)～(41) 同左］ 

(42) 発行済株式総数、資本金等の推移 

ａ ［略］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、新株の発行形態（有

償・無償の別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）、発行価格及び資本

組入額を欄外に記載すること。 

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加については、事業年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、新株予約権の行使によるもので

ある旨を欄外に記載すること。 

役員等向け勧誘のうち令第１条の５第１号ロ又は第１条の８第１号ロに掲げる要件を満たすものに

係る株式の割当て（信託業を営む者に対する株式の割当てを除く。ｂにおいて「事後交付型株式の割

当て」という。）による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、事業年度ごとに

それぞれの合計額を記載し、事後交付型株式の割当てによるものである旨を欄外に記載すること。 

利益準備金、資本準備金若しくは再評価積立金その他の法律で定める準備金を資本に組入れた場合

又は剰余金処分による資本組入れを行った場合における資本金の増加については、その内容を欄外に

記載すること。 

発行済株式総数、資本金及び資本準備金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載

すること。 

 

ｃ ［略］ 

(42) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、新株の発行形態（有

償・無償の別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）、発行価格及び資本

組入額を欄外に記載すること。 

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加については、事業年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、新株予約権の行使によるもので

ある旨を欄外に記載すること。 

所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は店頭売買有価証券に該

当するものに限る。ｂにおいて同じ。）を交付する旨の定めに基づく株券の交付（ｂにおいて「事後

交付型株式による株券の交付」という。）による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加につ

いては、事業年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるもので

ある旨を欄外に記載すること。 

利益準備金、資本準備金若しくは再評価積立金その他の法律で定める準備金を資本に組入れた場合

又は剰余金処分による資本組入れを行った場合における資本金の増加については、その内容を欄外に

記載すること。 

発行済株式総数、資本金及び資本準備金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載

すること。 

ｃ ［同左］ 

(43) ［略］ (43) ［同左］ 

(44) 大株主の状況 

［ａ～ｄ 略］ 

ｅ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供さ

れた場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27条の30の11第５項の規定に

より送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該書類の

提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

すること。 

(44) ［同左］ 

［ａ～ｄ 同左］ 

ｅ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供さ

れた場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27条の30の11第４項の規定に

より送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該書類の

提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

すること。 
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なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

［(45)～(55) 略］ ［(45)～(55) 同左］ 

(56) 監査の状況 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 会計監査の状況について、次のとおり記載すること。 

［⒜～⒞ 略］ 

⒟ 最近２連結会計年度等（連結財務諸表を作成していない場合には最近２事業年度等）において監

査公認会計士等の異動（第19条第２項第９号の４に規定する異動をいう。⒟において同じ。）があ

った場合には、その旨を記載すること。なお、当該異動について同号の規定に基づいて臨時報告書

を提出した場合には、当該臨時報告書に記載した事項（同号ハ⑵から⑹までに掲げる事項について

は、その概要）も記載すること。 

⒠ ［略］ 

⒡ 監査報酬の内容等について、次のとおり記載すること。 

ⅰ 最近２連結会計年度（連結財務諸表を作成していない場合には最近２事業年度。以下この様式

において同じ。）において、提出会社及びその連結子会社がそれぞれ監査公認会計士等に対して

支払った、又は支払うべき報酬について、監査証明業務（公認会計士法第２条第１項に規定する

業務をいう。以下この様式及び第二号の五様式において同じ。）に基づく報酬とそれ以外の業務

（⒡及び第二号の五様式において「非監査業務」という。）に基づく報酬に区分して記載するこ

と。この場合において、非監査業務に基づく報酬を記載したときは、当該非監査業務の内容を記

載すること。 

ⅱ 最近２連結会計年度において、提出会社及びその連結子会社がそれぞれ監査公認会計士等と同

一のネットワーク（共通の名称を用いるなどして２以上の国においてその業務を行う公認会計士

又は監査法人及び外国監査事務所等（外国の法令に準拠し、外国において、他人の求めに応じ報

酬を得て、財務書類の監査又は証明をすることを業とする者をいう。）を含めて構成される組織

をいう。ⅶ及びｅ⒟において同じ。）に属する者に対して支払った、又は支払うべき報酬につい

て、監査証明業務に基づく報酬と非監査業務に基づく報酬に区分して記載すること（ただし、ⅰ

の規定により記載する報酬の内容及び連結会社の監査報酬等の内容として重要性の乏しい報酬の

内容を除く。）。この場合において、非監査業務に基づく報酬を記載したときは、当該非監査業

務の内容を記載すること。 

［ⅲ～ⅴ 略］ 

ⅵ 最近２連結会計年度のそれぞれにおける監査公認会計士等から特定非財務情報監査証明（提出

会社が提出した記載対象書類に記載された特定非財務情報に係るものに限る。ⅶ及びｅにおいて

「提出会社に係る特定非財務情報監査証明」という。）を受けた場合におけるⅰの規定の適用に

ついては、ⅰ中「とそれ以外の業務（⒡及び第二号の五様式において「非監査業務」という。）

に基づく報酬」とあるのは「、特定非財務情報監査証明に基づく報酬と監査証明業務及び特定非

財務情報監査証明以外の業務（以下ⅰにおいて「その他業務」という。）に基づく報酬」と、「

非監査業務に」とあるのは「その他業務に」と、「当該非監査業務」とあるのは「当該その他業

務」とする。 

ⅶ 最近２連結会計年度のそれぞれにおける監査公認会計士等と同一のネットワークに属する者か

ら提出会社に係る特定非財務情報監査証明を受けた場合におけるⅱの規定の適用については、ⅱ

中「と非監査業務」とあるのは「、特定非財務情報監査証明に基づく報酬と監査証明業務及び特

定非財務情報監査証明以外の業務（以下ⅱにおいて「その他業務」という。）」と、「監査報酬

(56) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ ［同左］ 

［⒜～⒞ 同左］ 

⒟ 最近２連結会計年度等（連結財務諸表を作成していない場合には最近２事業年度等）において監

査公認会計士等の異動（第19条第２項第９号の４に規定する異動をいう。以下この様式において同

じ。）があった場合には、その旨を記載すること。なお、当該異動について同号の規定に基づいて

臨時報告書を提出した場合には、当該臨時報告書に記載した事項（同号ハ⑵から⑹までに掲げる事

項については、その概要）も記載すること。 

⒠ ［同左］ 

⒡ ［同左］ 

ⅰ 最近２連結会計年度（連結財務諸表を作成していない場合には最近２事業年度。以下この様式

において同じ。）において、提出会社及び提出会社の連結子会社がそれぞれ監査公認会計士等に

対して支払った、又は支払うべき報酬について、監査証明業務（公認会計士法第２条第１項に規

定する業務をいう。以下この様式及び第二号の五様式において同じ。）に基づく報酬とそれ以外

の業務（以下ⅰ、ⅱ及び第二号の五様式において「非監査業務」という。）に基づく報酬に区分

して記載すること。この場合において、非監査業務に基づく報酬を記載したときは、当該非監査

業務の内容を記載すること。 

ⅱ 最近２連結会計年度において、提出会社及び提出会社の連結子会社がそれぞれ監査公認会計士

等と同一のネットワーク（共通の名称を用いるなどして２以上の国においてその業務を行う公認

会計士又は監査法人及び外国監査事務所等（外国の法令に準拠し、外国において、他人の求めに

応じ報酬を得て、財務書類の監査又は証明をすることを業とする者をいう。）を含めて構成され

る組織をいう。）に属する者に対して支払った、又は支払うべき報酬について、監査証明業務に

基づく報酬と非監査業務に基づく報酬に区分して記載すること（ただし、ⅰの規定により記載す

る報酬の内容及び連結会社の監査報酬等の内容として重要性の乏しい報酬の内容を除く。）。こ

の場合において、非監査業務に基づく報酬を記載したときは、当該非監査業務の内容を記載する

こと。 

［ⅲ～ⅴ 同左］ 

［加える。］ 

 

 

 

 

 

 

 

［加える。］ 
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等」とあるのは「これらの業務」と、「、非監査業務」とあるのは「、その他業務」と、「当該

非監査業務」とあるのは「当該その他業務」とする。 

ｅ 提出会社に係る特定非財務情報監査証明の状況について、次のとおり記載すること。 

⒜ 提出会社に係る特定非財務情報監査証明を行った者に係る次に掲げる事項を記載すること。 

ⅰ 名称 

ⅱ 連続して提出会社に係る特定非財務情報監査証明を行っている場合におけるその期間 

ⅲ 業務執行担当者（法第26条の７第１項第４号に規定する業務執行担当者をいう。）の氏名 

ⅳ 提出会社に係る特定非財務情報監査証明に関与した補助者の構成 

⒝ 当該提出会社に係る特定非財務監査証明を行った者を選定した理由について、選定するに当たっ

て考慮するものとしている方針を含めて具体的に記載すること。 

⒞ 最近２連結会計年度において提出会社に係る特定非財務情報監査証明を行った者の異動（第19条

第２項第９号の５に規定する異動をいう。⒞において同じ。）があった場合には、その旨を記載す

ること。なお、当該異動について臨時報告書を提出した場合には、当該臨時報告書に記載した事項

（同号ハ⑵から⑸までに掲げる事項については、その概要）も記載すること。 

⒟ 最近２連結会計年度のそれぞれにおいて監査公認会計士等及び監査公認会計士等と同一のネット

ワークに属する者以外の者から提出会社に係る特定非財務情報監査証明を受けた場合には、提出会

社に係る特定非財務情報監査証明に係る報酬の内容等について、次のとおり記載すること。 

ⅰ 最近２連結会計年度において、提出会社及びその連結子会社がそれぞれ当該提出会社に係る特

定非財務情報監査証明を行った者に対して支払った、又は支払うべき報酬について、特定非財務

情報監査証明に基づく報酬とそれ以外の業務（以下ⅰ及びⅱにおいて「その他業務」という。）

に基づく報酬に区分して記載すること。この場合において、その他業務に基づく報酬を記載した

ときは、当該その他業務の内容を記載すること。 

ⅱ 最近２連結会計年度において、提出会社及びその連結子会社がそれぞれ当該提出会社に係る特

定非財務情報監査証明を行った者と同一のネットワーク（共通の名称を用いるなどして２以上の

国において特定非財務情報監査証明業（法第２条第47項に規定する特定非財務情報監査証明業を

いい、外国の法令に基づくこれに相当する業務を含む。）を行う者を含めて構成される組織をい

う。）に属する者に対して支払った、又は支払うべき報酬について、特定非財務情報監査証明に

基づく報酬とその他業務に基づく報酬に区分して記載すること（ただし、ⅰの規定により記載す

る報酬の内容並びに連結会社に係る特定非財務情報監査証明及びその他業務に基づく報酬の内容

として重要性の乏しい報酬の内容を除く。）。この場合において、その他業務に基づく報酬を記

載したときは、当該その他業務の内容を記載すること。 

ⅲ ⅰ及びⅱの規定により記載する報酬の内容のほか、最近２連結会計年度において、連結会社に

係る特定非財務情報監査証明の報酬として重要な報酬がある場合には、その内容について、具体

的に、かつ、分かりやすく記載すること。 

ⅳ 提出会社に係る特定非財務情報監査証明を行う者に対する報酬の額の決定に関する方針を定め

ているときは、当該方針の概要を記載すること。 

 

 

［加える。］ 

(57) ［略］ (57) ［同左］ 

(58) 株式の保有状況 

提出会社が上場会社等である場合には、提出会社の株式の保有状況について、次のとおり記載するこ

と。 

［ａ・ｂ 略］ 

ｃ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式を非上場株式（法第24条第１項第１号又は第２号

に掲げる有価証券に該当する株券及び外国金融商品取引所に上場されている株券その他これに準ずる

(58) ［同左］ 

 

 

［ａ・ｂ 同左］ 

ｃ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式を非上場株式（法第24条第１項第１号又は第２号

に掲げる有価証券に該当する株券及び外国の金融商品取引所（令第２条の12の３第４号ロに規定する
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有価証券に係る株式以外の株式をいう。ｄ及びｅにおいて同じ。）とそれ以外の株式に区分し、当該

区分ごとに、次に掲げる事項を記載すること。 

 

［⒜・⒝ 略］ 

［ｄ～ｇ 略］ 

外国の金融商品取引所をいう。）に上場されている株券その他これに準ずる有価証券に係る株式以外

の株式をいう。ｄ及びｅにおいて同じ。）とそれ以外の株式に区分し、当該区分ごとに、次に掲げる

事項を記載すること。 

［⒜・⒝ 同左］ 

［ｄ～ｇ 同左］ 

(58－２) 人材戦略に関する基本方針等 

ａ ［略］ 

ｂ 連結会社の従業員（連結会社の事業活動の特性上、臨時従業員が果たす役割が重要である場合には

、臨時従業員を含む。）の給与（賞与を含む。）その他の給付の額及び内容の決定に関する方針につ

いて、具体的に記載すること。 

なお、当該方針は、提出会社（提出会社が子会社の経営管理を行うことを主たる業務とする会社で

ある場合にあっては、提出会社及び最大人員会社（提出会社の連結子会社（外国の会社を除く。以下

ｂにおいて同じ。）のうち最近事業年度における従業員数（就業人員数をいう。以下ｂ及び(58－３)

において同じ。）が最も多い会社（当該会社の従業員数が連結会社の従業員数の過半数を超えない場

合には、連結子会社のうちその次に従業員数が多い会社を含む。）をいう。(58－３)ｄにおいて同じ

。）。(58－３)ｅ及びｆにおいて同じ。）に係るものに限ることができる。 

ｃ ［略］ 

(58－２) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 連結会社の従業員（連結会社の事業活動の特性上、臨時従業員が果たす役割が重要である場合には

、臨時従業員を含む。）の給与（賞与を含む。）その他の給付の額及び内容の決定に関する方針につ

いて、具体的に記載すること。 

なお、当該方針は、提出会社（提出会社が子会社の経営管理を行うことを主たる業務とする会社で

ある場合にあっては、提出会社及び最大人員会社（提出会社の連結子会社（外国の会社を除く。以下

ｂにおいて同じ。）のうち最近事業年度における従業員数（就業人員数をいう。以下ｂ及び(58－３)

において同じ。）が最も多い会社（当該会社の従業員数が連結会社の従業員数の過半数を超えない場

合には、連結子会社のうちその次に従業員数が多い会社を含む。）をいう。(58－３)ｄにおいて同じ

。））に係るものに限ることができる。 

ｃ ［同左］ 

［(58－３)～(65) 略］ ［(58－３)～(65) 同左］ 

(66) その他 
［ａ・ｂ 略］ 

ｃ 提出会社が、最近連結会計年度において法第24条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表の

第１号又は第２号の中欄に掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合には、最近連結会計

年度における中間連結会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額並びに最近連結会計年度に係

る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間連結会計期間、最近連結会計年度の順に記

載すること。 

［⒜～⒠ 略］ 

⒡ 親会社株主に帰属する当期純利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損失金額（連結財務諸表

規則第65条第５項の規定により記載しなければならない親会社株主に帰属する当期純利益金額又は

親会社株主に帰属する当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［略］ 

ｄ ［略］ 

(66) ［同左］ 
［ａ・ｂ 同左］ 

ｃ 提出会社が、最近連結会計年度において法第24条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表の

第１号又は第２号の中欄に掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合には、最近連結会計

年度における中間連結会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額及び最近連結会計年度に係る

⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間連結会計期間、最近連結会計年度の順に記載

すること。 

［⒜～⒠ 同左］ 

⒡ 親会社株主に帰属する当期純利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損失金額（連結財務諸表

規則第65条第４項の規定により記載しなければならない親会社株主に帰属する当期純利益金額又は

親会社株主に帰属する当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［同左］ 

ｄ ［同左］ 

［(67)～(73) 略］ ［(67)～(73) 同左］ 

(74) その他 
［ａ～ｃ 略］ 
ｄ 提出会社が、法第24条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表の第１号又は第２号の中欄に

掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合であって、中間連結財務諸表を作成していない

ときには、最近事業年度における中間会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額並びに最近事

業年度に係る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間会計期間、最近事業年度の順に

記載すること。 

［⒜～⒠ 略］ 

⒡ 当期純利益金額又は当期純損失金額（財務諸表等規則第95条の５第３項の規定により記載しなけ

ればならない当期純利益金額又は当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［略］ 

(74) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 
ｄ 提出会社が、法第24条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表の第１号又は第２号の中欄に

掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合であって、中間連結財務諸表を作成していない

ときには、最近事業年度における中間会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額及び最近事業

年度に係る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間会計期間、最近事業年度の順に記

載すること。 

［⒜～⒠ 同左］ 

⒡ 当期純利益金額又は当期純損失金額（財務諸表等規則第95条の５第２項の規定により記載しなけ

ればならない当期純利益金額又は当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［同左］ 
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ｅ ［略］ ｅ ［同左］ 

［(75)～(88) 略］ ［(75)～(88) 同左］ 

(89) 学校法人等の特例 
ａ ［略］ 
ｂ 提出者が、学校法人等である場合には、「第二部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「４ 経

営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の項目において、当該学校法

人等の基本金（学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）第12条に規定する基本金をいう。）に

ついて同令第13条第１項各号に掲げる各金額ごとに、前会計年度末残高、会計年度中の変動額（増減

）及び当会計年度末残高並びに対象資産及びその組み入れ目的などを具体的に記載すること。当該記

載に当たっては投資者に誤解を生じさせることとならないように特に注意しなければならない。 
［削る。］ 
 
 
［削る。］ 

(89) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 提出者が、学校法人等である場合には、「第二部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「４ 経

営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の項目において、当該学校法

人等の基本金（学校法人会計基準（昭和46年文部省令第18号）第29条に規定する基本金をいう。）に

ついて同令第30条第１項各号に掲げる各金額ごとに、前会計年度末残高、会計年度中の変動額（増減

）及び当会計年度末残高並びに対象資産及びその組み入れ目的などを具体的に記載すること。当該記

載に当たっては投資者に誤解を生じさせることとならないように特に注意しなければならない。 
ｃ 提出者が、学校法人等である場合には、「第二部 企業情報」の「第５ 経理の状況」の記載に当

たっては、平成19年９月30日前に終了する連結会計年度又は事業年度に係る連結財務諸表又は財務諸

表について、記載しないことができる。  

ｄ 提出者が、学校法人等である場合には、「第四部 特別情報」の「第１ 最近の財務諸表」の記載

に当たっては、平成19年９月30日前に終了する事業年度に係る財務諸表について、記載しないことが

できる。 

  

第二号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第二号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第六部 略］ ［第一部～第六部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第二号様式に準じて記載すること。 ［同左］ 

⑴ ［略］ ⑴ ［同左］ 

⑵ 追完情報 ⑵ ［同左］ 

［ａ・ｂ 略］ ［ａ・ｂ 同左］ 
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ｃ 最近事業年度に係る有価証券報告書又は最近事業年度の翌事業年度に係る半期報告書（以下ｃにお

いて「有価証券報告書等」という。）の提出日以後届出書提出日までの間において、当該有価証券報

告書等に記載された「事業等のリスク」について変更その他の事由が生じた場合には、その旨及びそ

の内容を具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。  

なお、当該有価証券報告書等に将来情報等が記載されている場合において当該将来情報等につき第

14条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影響に重要性があるときはその旨及びそ

の概要を記載すること。 

［ｄ～ｇ 略］ 

［⑶・⑷ 略］ 

ｃ 最近事業年度に係る有価証券報告書又は最近事業年度の翌事業年度に係る半期報告書（以下ｃにお

いて「有価証券報告書等」という。）の提出日以後届出書提出日までの間において、当該有価証券報

告書等に記載された「事業等のリスク」について変更その他の事由が生じた場合には、その旨及びそ

の内容を具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。  

なお、当該有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されている場合又は新たに将来に関する事

項を記載する場合には、当該事項は届出書提出日現在において判断したものである旨を記載すること

。 

［ｄ～ｇ 同左］ 

［⑶・⑷ 同左］ 

  

第二号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第二号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第五部 略］ ［第一部～第五部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第二号様式に準じて記載すること。 ［同左］ 

⑴ ［略］ ⑴ ［同左］ 

⑵ 参照情報 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来情報等が記載されている場合において当該将来情報等に

つき第14条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影響に重要性があるときはその旨

及びその概要を記載すること。 

⑵ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されている場合又は新たに将来に関

する事項を記載する場合には、当該事項は有価証券届出書提出日現在において判断した事項である旨

を記載すること。 

  

第二号の四様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

第二号の四様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 
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【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第二号様式に準じて記載すること。 

なお、第９条第９号に掲げる場合には、本邦の金融商品取引所が株券をその売買のため上場することを

承認する前における当該株券の募集又は売出しの相手方を有価証券届出書（以下この様式において「届出

書」という。）の表紙に付記すること。 

［同左］ 

［⑴～⑸ 略］ ［⑴～⑸ 同左］ 

⑹ 株式の引受け 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ この届出書に係る株券の募集について、当該株券が金商業等府令第153条第１項第４号ニに掲げる

株券等に該当することにより、提出会社を親法人等（法第31条の４第３項に規定する親法人等をい

う。）又は子法人等（法第31条の４第４項に規定する子法人等をいう。）とする金融商品取引業者

を主幹事会社（金商業等府令第147条第３号に規定する主幹事会社をいう。⒜において同じ。）とし

た場合には、その旨及び次に掲げる事項を注記すること。 

 

［⒜～⒞ 略］ 

⑹ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ この届出書に係る株券の募集について、当該株券が金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19

年内閣府令第52号。以下「金商業等府令」という。）第153条第１項第４号ニに掲げる株券等に該

当することにより、提出会社を親法人等（法第31条の４第３項に規定する親法人等をいう。）又は

子法人等（法第31条の４第４項に規定する子法人等をいう。）とする金融商品取引業者を主幹事会

社（金商業等府令第147条第３号に規定する主幹事会社をいう。⒜において同じ。）とした場合には

、その旨及び次に掲げる事項を注記すること。 

［⒜～⒞ 同左］ 

［⑺～⑽ 略］ ［⑺～⑽ 同左］ 

⑾ 主要な経営指標等の推移 

ａ ［略］ 

ｂ 提出会社の最近５事業年度（６箇月を１事業年度とする会社にあっては、10事業年度。以下ｂにお

いて同じ。）（会社設立後５事業年度を経過していない場合には、会社設立後最初の事業年度から最

近事業年度まで）に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移について記載すること。ただし、最近５

事業年度に係る主要な経営指標等の推移のうち、最近２事業年度（６箇月を１事業年度とする会社に

あっては、４事業年度）以外のものについては、会社計算規則（平成18年法務省令第13号）の規定に

基づき算出した各数値を記載することができることとし、⒬から⒯までに掲げるものは、キャッシュ

・フロー計算書を作成していない事業年度については記載を要しない。なお、会社計算規則の規定に

基づき算出した各数値を記載する場合には、その旨及び法第26条の３第１項（法第27条において準用

⑾ ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 提出会社の最近５事業年度（６箇月を１事業年度とする会社にあっては、10事業年度。以下ｂにお

いて同じ。）（会社設立後５事業年度を経過していない場合には、会社設立後最初の事業年度から最

近事業年度まで）に係る次に掲げる主要な経営指標等の推移について記載すること。ただし、最近５

事業年度に係る主要な経営指標等の推移のうち、最近２事業年度（６箇月を１事業年度とする会社に

あっては、４事業年度）以外のものについては、会社計算規則（平成18年法務省令第13号）の規定に

基づき算出した各数値を記載することができることとし、⒬から⒯までに掲げるものは、キャッシュ

・フロー計算書を作成していない事業年度については記載を要しない。なお、会社計算規則の規定に

基づき算出した各数値を記載する場合には、その旨及び法第193条の２第１項の規定による監査証明
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する場合を含む。）の規定による監査証明を受けていない旨を欄外に注記すること。 

［⒜～⒰ 略］ 

［ｃ～ｅ 略］ 

を受けていない旨を欄外に注記すること。 

［⒜～⒰ 同左］ 

［ｃ～ｅ 同左］ 

［⑿～(15) 略］ ［⑿～(15) 同左］ 

(16) その他 

［ａ・ｂ 略］ 

ｃ 提出会社が、最近連結会計年度において法第 24 条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表

の第1号又は第2号の中欄に掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合には、最近連結会

計年度における中間連結会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額並びに最近連結会計年度に

係る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間連結会計期間、最近連結会計年度の順に

記載すること。 

［⒜～⒠ 略］ 

⒡ 親会社株主に帰属する当期純利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損失金額（連結財務諸表

規則第65条第５項の規定により記載しなければならない親会社株主に帰属する当期純利益金額又

は親会社株主に帰属する当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［略］ 

ｄ ［略］ 

(16) ［同左］ 

［ａ・ｂ 同左］ 

ｃ 提出会社が、最近連結会計年度において法第 24 条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表

の第1号又は第2号の中欄に掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合には、最近連結会

計年度における中間連結会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額及び最近連結会計年度に係

る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間連結会計期間、最近連結会計年度の順に記

載すること。 

［⒜～⒠ 同左］ 

⒡ 親会社株主に帰属する当期純利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損失金額（連結財務諸表

規則第65条第４項の規定により記載しなければならない親会社株主に帰属する当期純利益金額又

は親会社株主に帰属する当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［同左］ 

ｄ ［同左］ 

［(17)～(20) 略］ ［(17)～(20) 同左］ 

(21) その他 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 提出会社が、法第24条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表の第１号又は第２号の中欄

に掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合であって、中間連結財務諸表を作成していな

いときには、最近事業年度における中間会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額並びに最近

事業年度に係る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間会計期間、最近事業年度の順

に記載すること。 

［⒜～⒠ 略］ 

⒡ 当期純利益金額又は当期純損失金額（財務諸表等規則第95条の５第３項の規定により記載しな

ければならない当期純利益金額又は当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［略］ 

ｅ ［略］ 

(21) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 提出会社が、法第24条の５第１項の規定により半期報告書（同項の表の第１号又は第２号の中欄

に掲げる事項を記載したものに限る。）を提出した場合であって、中間連結財務諸表を作成していな

いときには、最近事業年度における中間会計期間に係る⒜から⒟までに掲げる項目の金額及び最近事

業年度に係る⒜及び⒠から⒢までに掲げる項目の金額について、中間会計期間、最近事業年度の順に

記載すること。 

［⒜～⒠ 同左］ 

⒡ 当期純利益金額又は当期純損失金額（財務諸表等規則第95条の５第２項の規定により記載しな

ければならない当期純利益金額又は当期純損失金額をいう。） 

⒢ ［同左］ 

ｅ ［同左］ 

［(22)・(23) 略］ ［(22)・(23) 同左］ 

(24) 特別利害関係者等の株式等の移動状況 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 個人所有者の住所の記載に当たっては、市町村（第21条第２項に規定する市町村をいう。(25)ｂ⒞

及び(26)ｃにおいて同じ。）までを記載しても差し支えない。なお、個人所有者（大株主等を除く。

）が次のいずれかに該当する場合には、当該個人所有者については記載を要しない。 

⒜ 提出会社又は関係会社の役員（第２条の７第１項第２号に規定する役員をいう。(25)ｂ⒞並びに

(26)ｃ及びｆ⒝において同じ。）又はこれらの者であった者 

⒝ ［略］ 

［ｅ～ｊ 略］ 

(24) ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 個人所有者の住所の記載に当たっては、市町村（第21条第２項に規定する市町村をいう。(25)ｂ⒞

及び(26)ｃにおいて同じ。）までを記載しても差し支えない。なお、個人所有者（大株主等を除く。

）が次のいずれかに該当する場合には、当該個人所有者については記載を要しない。 

⒜ 提出会社又は関係会社の役員（第２条の７第１項第１号に規定する役員をいう。(25)ｂ⒞並びに

(26)ｃ及びｆ⒝において同じ。）若しくは会計参与又はこれらの者であった者 

⒝ ［同左］ 

［ｅ～ｊ 同左］ 

(25) 第三者割当等の概況 

ａ ［略］ 

ｂ 取得者の概況 

(25) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 取得者の概況 
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［⒜・⒝ 略］ 

⒞ 個人所有者の住所の記載に当たっては、市町村までを記載しても差し支えない。なお、個人所有

者（大株主等を除く。）が提出会社又は関係会社の役員又はこれらの者であった者である場合には

、当該個人所有者については記載を要しない。 

⒟ ［略］ 

ｃ ［略］ 

［⒜・⒝ 同左］ 

⒞ 個人所有者の住所の記載に当たっては、市町村までを記載しても差し支えない。なお、個人所有

者（大株主等を除く。）が提出会社又は関係会社の役員若しくは会計参与又はこれらの者であった

者である場合には、当該個人所有者については記載を要しない。 

⒟ ［同左］ 

ｃ ［同左］ 

(26) 株主の状況 

［ａ・ｂ 略］ 

ｃ 個人株主の住所の記載に当たっては、市町村までを記載しても差し支えない。なお、個人株主（大

株主等を除く。）が提出会社又は関係会社の役員又はこれらの者であった者である場合には、当該株

主については記載を要しない。 

［ｄ・ｅ 略］ 

ｆ ［略］ 

⒜ ［略］ 

⒝ 提出会社又は関係会社の役員であった者 

⒞ ［略］ 

ｇ ［略］ 

(26) ［同左］ 

［ａ・ｂ 同左］ 

ｃ 個人株主の住所の記載に当たっては、市町村までを記載しても差し支えない。なお、個人株主（大

株主等を除く。）が提出会社又は関係会社の役員若しくは会計参与又はこれらの者であった者である

場合には、当該株主については記載を要しない。 

［ｄ・ｅ 同左］ 

ｆ ［同左］ 

⒜ ［同左］ 

⒝ 提出会社又は関係会社の役員又は会計参与であった者 

⒞ ［同左］ 

ｇ ［同左］ 

  

第二号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】⑷                                  

【届出の対象とした募集（売出）金額】⑸                   

【安定操作に関する事項】⑹                         

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

第二号の五様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】⑷                                  

【届出の対象とした募集（売出）金額】⑸                   

【安定操作に関する事項】⑹                         

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

［第一部～第六部 略］ ［第一部～第六部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 
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⑴ 一般的事項 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は届出書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ 「第三部 企業情報」の「第１ 企業の概況」の「７ 従業員の状況等」及び「第２ 事業の状況

」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」から「４ 経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析」までに将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げる事

項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関する

事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は届出書提出日現在において判断したものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⑽ 略］ ［⑵～⑽ 同左］ 

⑾ 株式の引受け 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ この届出書に係る株券の募集について、当該株券が金商業等府令第153 条第１項第４号ニに掲げる

株券等に該当することにより、提出会社を親法人等（法第 31 条の４第３項に規定する親法人等をい

う。以下この様式において同じ。）又は子法人等（法第 31 条の４第４項に規定する子法人等をいう

。以下この様式において同じ。）とする金融商品取引業者を主幹事会社（金商業等府令第147 条第３

号に規定する主幹事会社をいう。以下この様式において同じ。）とした場合には、その旨及び次に掲

げる事項を注記すること。 

 

［⒜～⒞ 略］ 

⑾ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ この届出書に係る株券の募集について、当該株券が金融商品取引業等に関する内閣府令（平成 19

年内閣府令第 52 号。以下「金商業等府令」という。）第 153 条第１項第４号ニに掲げる株券等に該

当することにより、提出会社を親法人等（法第 31 条の４第３項に規定する親法人等をいう。以下こ

の様式において同じ。）又は子法人等（法第 31 条の４第４項に規定する子法人等をいう。以下この

様式において同じ。）とする金融商品取引業者を主幹事会社（金商業等府令第147 条第３号に規定す

る主幹事会社をいう。以下この様式において同じ。）とした場合には、その旨及び次に掲げる事項を

注記すること。 

［⒜～⒞ 同左］ 

［⑿～(28) 略］ ［⑿～(28) 同左］ 

(29) 株式等の状況 

ａ 第二号様式記載上の注意（38）から（42）まで、（44）及び（45）に準じて記載すること。この場合におい

て、同様式記載上の注意（42）a 中「最近５年間」とあるのは、「最近２年間」と読み替えるものとす

る。 

ｂ ［略］ 

(29) ［同左］ 

ａ 第二号様式記載上の注意（38）から（42）（ｂのうち事後交付型株式による株券の交付に係る部分を除

く。）まで、（44）及び（45）に準じて記載すること。この場合において、同様式記載上の注意（42）a 中

「最近５年間」とあるのは、「最近２年間」と読み替えるものとする。 

ｂ ［同左］ 

［(30)～(32) 略］ ［(30)～(32) 同左］ 

(32) ［略］ (32) ［同左］ 

(33) 監査の状況 

ａ 第二号様式記載上の注意（56）（ａ⒝、ｂ、ｄ⒡及びｅを除く。）に準じて記載すること。ただし、

同様式記載上の注意（56）ａ⒜、ｃ及びｄ⒞に準じて記載する事項は、提出会社が最近事業年度に係る

事業報告に会社法施行規則第121条第１号、第２号及び第９号並びに第126条（第２号、第３号及び第

８号を除く。）に掲げる事項を記載している場合には、その内容に準じて記載することができる。 

ｂ 監査報酬の内容等について、次のとおり記載すること。 

⒜ 最近事業年度において、提出会社が監査公認会計士等に対して支払った、又は支払うべき報酬に

ついて、監査証明業務に基づく報酬と非監査業務に基づく報酬に区分して記載すること。この場合

において、非監査業務に基づく報酬があるときは当該非監査業務の内容を記載すること。 

［⒝～⒠ 略］ 

(33) ［同左］ 

ａ 第二号様式記載上の注意（56）（ａ⒝、ｂ及びｄ⒡を除く。）に準じて記載すること。ただし、同様

式記載上の注意（56）ａ⒜、ｃ及びｄ⒞に準じて記載する事項は、提出会社が最近事業年度に係る事業

報告に会社法施行規則第121条第１号、第２号及び第９号並びに第126条（第２号、第３号及び第８号

を除く。）に掲げる事項を記載している場合には、その内容に準じて記載することができる。 

ｂ ［同左］ 

⒜ 最近事業年度において、提出会社が監査公認会計士等に対して支払った、又は支払うべき報酬に

ついて、監査証明業務に基づく報酬とそれ以外の業務に基づく報酬に区分して記載すること。この

場合において、非監査業務に基づく報酬があるときは、当該非監査業務の内容を記載すること。 

［⒝～⒠ 同左］ 
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［(34)～(45) 略］ ［(34)～(45) 同左］ 

(46) 財務諸表 

ａ ［略］ 

ｂ ａの規定により最近事業年度に係る財務諸表を記載する場合において、最近事業年度の前事業年度

の財務諸表について法第26条の３第１項（法第27条において準用する場合を含む。）の規定による監

査証明を受けていないときは、最近事業年度に係る財務諸表に含まれる比較情報（財務諸表等規則第

８条の２の２に規定する比較情報をいう。）について同項の規定による監査証明を受けていない旨を

記載すること。 

(46) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ ａの規定により最近事業年度に係る財務諸表を記載する場合において、最近事業年度の前事業年度

の財務諸表について法第193条の２第１項の規定による監査証明を受けていないときは、最近事業年

度に係る財務諸表に含まれる比較情報（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報をいう。

）について同項の規定による監査証明を受けていない旨を記載すること。 

［(47)～(57) 略］ ［(47)～(57) 同左］ 

  

第三号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

第三号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

［第一部・第二部 略］ ［第一部・第二部 同左］ 

（記載上の注意） 

以下の規定により第二号様式の記載上の注意に準じて当該規定に係る記載をする場合には、「第一部 

企業情報」の「第４ 提出会社の状況」の「２ 自己株式の取得等の状況」及び「４ コーポレート・ガ

バナンスの状況等」に係る（36）及び（38）を除き、同様式記載上の注意中「届出書提出日」、「届出書提出

日の最近日」及び「最近日」とあるのは「当連結会計年度末」（連結財務諸表を作成していない場合にあ

っては、「当事業年度末」）と、「最近５連結会計年度」とあるのは「当連結会計年度の前４連結会計年

度及び当連結会計年度」と、「最近２連結会計年度」及び「最近２連結会計年度等」とあるのは「当連結

会計年度の前連結会計年度及び当連結会計年度」と、「最近連結会計年度」及び「最近連結会計年度等」

とあるのは「当連結会計年度」と、「最近連結会計年度末」及び「最近連結会計年度末等」とあるのは「

当連結会計年度末」と、「最近５事業年度」とあるのは「当事業年度の前４事業年度及び当事業年度」と

、「最近２事業年度」及び「最近２事業年度等」とあるのは「当事業年度の前事業年度及び当事業年度」

と、「最近事業年度」及び「最近事業年度等」とあるのは「当事業年度」と、「最近事業年度末」とある

のは「当事業年度末」と、「届出書に記載した」とあるのは「有価証券報告書に記載した」と読み替える

ものとする。 

（記載上の注意） 

［同左］ 
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⑴ 一般的事項 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

」から「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」まで及び「第

４ 提出会社の状況」の「５ 従業員の状況等」に将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げ

る事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関

する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当連結会計年度末（連結財務諸表を作成していな

い場合にあっては、当事業年度末）現在において判断したものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⑷ 略］ ［⑵～⑷ 同左］ 

⑸ 主要な経営指標等の推移 

［ａ・ｂ 略］ 

ｃ 第二号の四様式による有価証券届出書の提出日後最初に到来する事業年度末から２事業年度（６箇

月を１事業年度とする会社にあっては、４事業年度）を経過していない場合には、提出会社の当事業

年度の前４事業年度及び当事業年度（６箇月を１事業年度とする会社にあっては、当事業年度の前９

事業年度及び当事業年度。以下ｃ、(23)及び(63)において同じ。）（会社設立後５事業年度を経過してい

ない場合には、会社設立後最初の事業年度から当事業年度まで）に係る主要な経営指標等の推移につ

いて記載すること。ただし、当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推

移のうち、ｂに規定する最も古い連結会計年度と同一の事業年度前に係るものについては、会社計算

規則（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載することができる。なお、会

社計算規則の規定に基づき算出した各数値を記載する場合には、その旨及び法第26条の３第１項（法

第27条において準用する場合を含む。）の規定による監査証明を受けていない旨を欄外に注記するこ

と。 

⑸ ［同左］ 

［ａ・ｂ 同左］ 

ｃ 第二号の四様式による有価証券届出書の提出日後最初に到来する事業年度末から２事業年度（６箇

月を１事業年度とする会社にあっては、４事業年度）を経過していない場合には、提出会社の当事業

年度の前４事業年度及び当事業年度（６箇月を１事業年度とする会社にあっては、当事業年度の前９

事業年度及び当事業年度。以下ｃ、(23)及び(63)において同じ。）（会社設立後５事業年度を経過してい

ない場合には、会社設立後最初の事業年度から当事業年度まで）に係る主要な経営指標等の推移につ

いて記載すること。ただし、当事業年度の前４事業年度及び当事業年度に係る主要な経営指標等の推

移のうち、ｂに規定する最も古い連結会計年度と同一の事業年度前に係るものについては、会社計算

規則（平成18年法務省令第13号）の規定に基づき算出した各数値を記載することができる。なお、会

社計算規則の規定に基づき算出した各数値を記載する場合には、その旨及び法第193条の２第１項の

規定による監査証明を受けていない旨を欄外に注記すること。 

［⑹～(22) 略］ ［⑹～(22) 同左］ 

(23) 発行済株式総数、資本金等の推移 

ａ ［略］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、新株の発行形態（有

償・無償の別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）、発行価格及び資本

組入額を欄外に記載すること。  

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加については、事業年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、新株予約権の行使によるもので

ある旨を欄外に記載すること。 

役員等向け勧誘のうち令第１条の５第１号ロ又は第１条の８第１号ロに掲げる要件を満たすものに

係る株式の割当て（信託業を営む者に対する株式の割当てを除く。ｂにおいて「事後交付型株式の割

当て」という。）による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、事業年度ごとに

それぞれの合計額を記載し、事後交付型株式の割当てによるものである旨を欄外に記載すること。 

(23) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、新株の発行形態（有

償・無償の別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）、発行価格及び資本

組入額を欄外に記載すること。  

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加については、事業年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、新株予約権の行使によるもので

ある旨を欄外に記載すること。 

所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は店頭売買有価証券に該

当するものに限る。ｂにおいて同じ。）を交付する旨の定めに基づく株券の交付（ｂにおいて「事後

交付型株式による株券の交付」という。）による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加につ

いては、事業年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるもので
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利益準備金、資本準備金若しくは再評価積立金その他の法律で定める準備金を資本金に組入れた場

合又は剰余金処分による資本組入れを行った場合における資本金の増加については、その内容を欄外

に記載すること。 

発行済株式総数、資本金及び資本準備金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載

すること。 

 

［ｃ・ｄ 略］ 

ある旨を欄外に記載すること。 

利益準備金、資本準備金若しくは再評価積立金その他の法律で定める準備金を資本金に組入れた場

合又は剰余金処分による資本組入れを行った場合における資本金の増加については、その内容を欄外

に記載すること。 

発行済株式総数、資本金及び資本準備金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載

すること。 

［ｃ・ｄ 同左］ 

(24) ［略］ (24) ［同左］ 

(25) 大株主の状況 

［ａ～ｄ 略］ 

ｅ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供さ

れた場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27条の30の11第５項の規定に

より送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該書類の

提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

(25) ［同左］ 

［ａ～ｄ 同左］ 

ｅ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供さ

れた場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27条の30の11第４項の規定に

より送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該書類の

提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

(26) 議決権の状況 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 当事業年度の開始日から報告書の提出日までの間に、保有期間等に関する確約を取得者等との間で

締結している株式（当該株式の発行時において、既に金融商品取引所に発行株式が上場されている会

社又は認可金融商品取引業協会に発行株式が店頭売買有価証券として登録されている会社にあっては

、当該株式の発行価額の総額が５億円以上のものに限る。）について当該取得者により移動（譲受け

を除く。）が行われた場合には、移動年月日、移動前所有者、移動後所有者、移動内容、移動理由等

について、第二号の四様式第四部第２の３「取得者の株式等の移動状況」に準じて記載すること。 

(26) ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ 当事業年度の開始日から報告書の提出日までの間に、保有期間等に関する確約を取得者等との間で

締結している株式（当該株式の発行時において、既に金融商品取引所に発行株式が上場されている会

社又は認可金融商品取引業協会に発行株式が店頭売買有価証券として登録されている会社にあっては

、当該株式の発行価額の総額が１億円以上のものに限る。）について当該取得者により移動（譲受け

を除く。）が行われた場合には、移動年月日、移動前所有者、移動後所有者、移動内容、移動理由等

について、第二号の四様式第四部第２の３「取得者の株式等の移動状況」に準じて記載すること。 

［(27)～(67) 略］ ［(27)～(67) 同左］ 

  

第三号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条第１項及び第２項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

第三号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条第１項及び第２項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             
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【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） 

以下の規定により第二号様式及び第二号の五様式の記載上の注意に準じて当該規定に係る記載をする場

合には、「第一部 企業情報」の「第１ 企業の概況」の「６ コーポレート・ガバナンスの状況等」に

係る(12)及び(14)を除き、第二号様式及び第二号の五様式記載上の注意中「届出書提出日」、「届出書提出日

の最近日」及び「最近日」とあるのは「当事業年度末」と、「最近２事業年度」とあるのは「当事業年度

の前事業年度及び当事業年度」と、「最近事業年度」及び「最近事業年度等」とあるのは「当事業年度」

と、「最近事業年度末」とあるのは「当事業年度末」と、「届出書に記載した」とあるのは「有価証券報

告書に記載した」と読み替えるものとする。 

（記載上の注意） 

［同左］ 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｅ 略］ 

ｆ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｅ 同左］ 

ｆ 「第一部 企業情報」の「第１ 企業の概況」の「７ 従業員の状況等」及び「第２ 事業の状況

」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」から「４ 経営者による財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況の分析」までに将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げる事

項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関する

事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当事業年度末現在において判断したものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⑺ 略］ ［⑵～⑺ 同左］ 

⑻ 株式等の状況 

ａ 第三号様式記載上の注意（18）、(22)、(23)、(25)及び(26)に準じて記載すること。この場合において、同様式

記載上の注意(23)ａ中「当事業年度の前４事業年度及び当事業年度」とあるのは「当事業年度の前事業

年度及び当事業年度」と読み替えるものとする。 

 

ｂ ［略］ 

⑻ ［同左］ 

ａ 第三号様式記載上の注意（18）、(22)、(23)（ｂのうち事後交付型株式による株券の交付に係る部分を除く

。）、(25)及び(26)に準じて記載すること。この場合において、同様式記載上の注意(23)ａ中「当事業年度

の前４事業年度及び当事業年度」とあるのは「当事業年度の前事業年度及び当事業年度」と読み替

えるものとする。 

ｂ ［同左］ 

［⑼～(25) 略］ ［⑼～(25) 同左］ 

(26) 財務諸表 

［ａ～ｄ 略］ 

ｅ ａの規定により当事業年度に係る財務諸表を記載する場合において、当事業年度の前事業年度の財

務諸表について法第26条の３第１項（法第27条において準用する場合を含む。）の規定による監査証

明を受けていないときは、当事業年度に係る財務諸表に比較情報（財務諸表等規則第８条の２の２に

規定する比較情報をいう。）が含まれる旨及び当該比較情報について同項の規定による監査証明を受

けていない旨を記載すること。 

(26) ［同左］ 

［ａ～ｄ 同左］ 

ｅ ａの規定により当事業年度に係る財務諸表を記載する場合において、当事業年度の前事業年度の財

務諸表について法第193条の２第１項の規定による監査証明を受けていないときは、当事業年度に係

る財務諸表に比較情報（財務諸表等規則第８条の２の２に規定する比較情報をいう。）が含まれる旨

及び当該比較情報について同項の規定による監査証明を受けていない旨を記載すること。 

［(27)～(45) 略］ ［(27)～(45) 同左］ 

  

第四号の二様式 第四号の二様式 
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【表紙】 

【提出書類】               確認書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の４の２第 項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【最高財務責任者の役職氏名】⑷                       

【本店の所在の場所】                            

【縦覧に供する場所】⑸          名称 

（所在地） 

【表紙】 

【提出書類】               確認書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の４の２第 項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【最高財務責任者の役職氏名】⑷                       

【本店の所在の場所】                            

【縦覧に供する場所】⑸          名称 

（所在地） 

１【開示統制・手続に関する事項】⑹ 

２【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】⑺ 

３【特記事項】⑻ 

［加える。］ 

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】⑹ 

２【特記事項】⑺ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑸ 略］ ［⑴～⑸ 同左］ 

⑹ 開示統制・手続に関する事項 

代表者及び最高財務責任者（会社が⑷にいう最高財務責任者を定めている場合に限る。⒝及び⑺ｂに

おいて「代表者等」という。）が提出会社における開示統制・手続（金融商品取引法令に基づき適正な

有価証券報告書を提出するために必要な提出会社における統制及び手続をいい、次に掲げるものを含む

。）を整備している旨及びその実効性を確認した旨 

⒜ 有価証券報告書の提出について責任を有する組織の名称又は個人の役職名及びその役割 

⒝ 代表者等が有価証券報告書の記載内容の妥当性を判断できるようにするために必要な情報を代表者

等に伝達し、かつ、蓄積するための統制及び手続 

［加える。］ 

⑺ 有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項 

ａ ［略］ 

ｂ 代表者等が有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正であることを確認した旨を

記載すること。 

ｃ ［略］ 

⑹ ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 代表者及び最高財務責任者（会社が⑷にいう最高財務責任者を定めている場合に限る。）が有価証

券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正であることを確認した旨を記載すること。 

ｃ ［同左］ 

⑻・⑼ ［略］ ⑺・⑻ ［同左］ 

  

第四号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第 号 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

第四号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第 号 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            
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【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

［第一部・第二部 略］ ［第一部・第二部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｇ 略］ 

ｈ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は半期報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｇ 同左］ 

ｈ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「１ 事業等のリスク」、「２ 経営者による財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」及び「４ サステナビリティに関する考え

方及び取組等に関する特記事項」に将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げる事項を記載す

ること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関する事項が含ま

れる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当中間連結会計期間（中間連結財務諸表を作成し

ていない場合にあっては、当中間会計期間。⑺から(９－２)まで並びに⒅ｆ及びｇにおいて同じ。

）の末日現在において判断したものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⑼ 略］ ［⑵～⑼ 同左］ 

(９－２) サステナビリティに関する考え方及び取組等に関する特記事項 

前事業年度に係る有価証券報告書の「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「２ サステナビリ

ティに関する考え方及び取組」その他の項目において第14条の２の２第１項第２号の規定による見積りの

方法により算定した数値を記載している場合であって、当中間連結会計期間中に当該数値に係る確定値が

判明し、当該数値と当該確定値との間に差異があるときは、当該差異の状況及び当該差異が生じた理由を

記載することができる。  

なお、この項目に記載する事項がない場合には、項目名を含め記載を要しない。 

(９－２) ［同左］ 

前事業年度に係る有価証券報告書の「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「２ サステナビリ

ティに関する考え方及び取組」その他の項目において見積りの方法により算定した数値を記載している場

合であって、当中間連結会計期間中に当該数値に係る確定値が判明し、当該数値と当該確定値との間に差

異があるときは、当該差異の状況及び当該差異が生じた理由を記載することができる。  

なお、この項目に記載する事項がない場合には、項目名を含め記載を要しない。 

［⑽～⒀ 略］ ［⑽～⒀ 同左］ 

⒁ 発行済株式総数、資本金等の推移 

 ａ ［略］ 

 ｂ 新株の発行による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、新株の発行形態（有

償・無償の別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）、発行価格及び資本

組入額を欄外に記載すること。  

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。  

新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの合計額を記載し、新株予約権の行使によるも

のである旨を欄外に記載すること。  

⒁ ［同左］ 

 ａ ［同左］ 

 ｂ 新株の発行による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、新株の発行形態（有

償・無償の別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）、発行価格及び資本

組入額を欄外に記載すること。  

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。  

新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による発行済株式総数、資本金及び資本準

備金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれの合計額を記載し、新株予約権の行使によるも

のである旨を欄外に記載すること。  
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役員等向け勧誘のうち令第１条の５第１号ロ又は第１条の８第１号ロに掲げる要件を満たすものに

係る株式の割当て（信託業を営む者に対する株式の割当てを除く。ｂにおいて「事後交付型株式によ

る株券の割当て」という。）による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加については、当中

間会計期間中のそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の割当てによるものである旨

を欄外に記載すること。  

準備金若しくは再評価積立金その他の法律で定める準備金を資本金に組入れた場合又は剰余金の処

分による資本組入れを行った場合における資本金の増加については、その内容を欄外に記載すること

。  

発行済株式総数、資本金及び資本準備金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載

すること。 

 ［ｃ・ｄ 略］ 

所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は店頭売買有価証券に該

当するものに限る。ｂにおいて同じ。）を交付する旨の定めに基づく株券の交付（ｂにおいて「事後

交付型株式による株券の交付」という。）による発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加につ

いては、当中間会計期間中のそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるも

のである旨を欄外に記載すること。  

準備金若しくは再評価積立金その他の法律で定める準備金を資本金に組入れた場合又は剰余金の処

分による資本組入れを行った場合における資本金の増加については、その内容を欄外に記載すること

。  

発行済株式総数、資本金及び資本準備金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載

すること。 

 ［ｃ・ｄ 同左］ 

⒂ 大株主の状況 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供さ

れた場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27条の30の11第５項の規定に

より送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該書類の

提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

⒂ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供さ

れた場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27条の30の11第４項の規定に

より送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該書類の

提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認して記載

すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

［⒃～(37) 略］ ［⒃～(37) 同左］ 

  

第五号様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

第五号様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

第一部【企業情報】 

第１ ［略］ 

第２【事業の状況】 

第一部 ［同左］ 

第１ ［同左］ 

第２ ［同左］ 
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［１～５ 略］ 

６【サステナビリティに関する考え方及び取組等に関する特記事項】⒀ 

［第３～第６ 略］ 

［１～５ 同左］ 

６【サステナビリティに関する考え方及び取組等に関する特記事項】⒀ 

［第３～第６ 同左］ 

第二部 ［略］ 第二部 ［同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｇ 略］ 

ｈ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は半期報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｇ 同左］ 

ｈ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

」から「３ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」まで及び「６

 サステナビリティに関する考え方及び取組等に関する特記事項」に将来に関する事項を記載する場

合には、次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内に

おいて、将来に関する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができ

る。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当中間連結会計期間の末日現在において判断した

ものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⒇ 略］ ［⑵～⒇ 同左］ 

(21) 大株主の状況 

［ａ～ｄ 略］ 

ｅ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供

された場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第27 条の 30 の 11 第５項の

規定により送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該

書類の提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認し

て記載すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

(21) ［同左］ 

［ａ～ｄ 同左］ 

ｅ 会社が発行する株券等に係る大量保有報告書等が法第27条の30の７の規定により公衆の縦覧に供

された場合又は会社が大量保有報告書等の写しの送付を受けた場合（法第 27 条の 30 の 11 第４項の

規定により送付したとみなされる場合を含む。）であって、当該大量保有報告書等に記載された当該

書類の提出者の株券等の保有状況が株主名簿の記載内容と相違するときには、実質所有状況を確認し

て記載すること。 

なお、記載内容が大幅に相違している場合であって実質所有状況の確認ができないときには、その

旨及び大量保有報告書等の記載内容を注記すること。 

［(22)～(47) 略］ ［(22)～(47) 同左］ 

  

第五号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項及び第２項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           

第五号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項及び第２項 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑶                           
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【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑷          名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｄ 略］ 

ｅ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は半期報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｄ 同左］ 

ｅ 「第一部 企業情報」の「第２ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

」及び「５ サステナビリティに関する考え方及び取組等に関する特記事項」に将来に関する事項を

記載する場合には、次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせな

い範囲内において、将来に関する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載する

ことができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当中間会計期間の末日現在において判断したもの

である旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～(28) 略］ ［⑵～(28) 同左］ 

  

第五号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               臨時報告書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                    年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑶          名称 

（所在地） 

第五号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               臨時報告書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                    年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑶          名称 

（所在地） 
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［１・２ 略］ ［１・２ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 ⑴ ［同左］ 

ａ この様式（記載上の注意を含む。）は、主として監査役を設置する会社について示したものであり

、監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社については、これに準じて記載すること。例えば

、取締役会の決議の状況を記載する場合において、会社法第399条の13第５項又は第６項の取締役会

の決議による委任に基づく取締役の決定について記載する場合にはその旨並びに当該取締役会の決議

の状況及び当該取締役の決定の状況について、同法第416条第４項の取締役会の決議による委任に基

づく執行役の決定について記載する場合にはその旨並びに当該取締役会の決議の状況及び当該執行役

の決定の状況について記載すること。 

ｂ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は臨時報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

この様式（記載上の注意を含む。）は、主として監査役を設置する会社について示したものであり、

監査等委員会設置会社及び指名委員会等設置会社については、これに準じて記載すること。例えば、取

締役会の決議の状況を記載する場合において、会社法第399条の13第５項若しくは第６項の取締役会の

決議による委任に基づく取締役の決定について記載する場合にはその旨並びに当該取締役会の決議の状

況及び当該取締役の決定の状況について、同法第416条第４項の取締役会の決議による委任に基づく執

行役の決定について記載する場合にはその旨並びに当該取締役会の決議の状況及び当該執行役の決定の

状況について記載すること。 

［⑵～⑹ 略］ ［⑵～⑹ 同左］ 

  

第六号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券通知書 

【根拠条文】               企業内容等の開示に関する内閣府令第 条 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

第六号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券通知書 

【根拠条文】               企業内容等の開示に関する内閣府令第 条 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【事務連絡者氏名】⑷                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

［１～４ 略］ ［１～４ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑷ 略］ ［⑴～⑷ 同左］ 

⑸ 新規発行（売出）有価証券 

ａ 募集又は売出しをしようとする有価証券で発行価額又は売出価額の総額（当該有価証券が新株予約

権証券である場合には、当該新株予約権証券の発行価額又は売出価額の総額に当該新株予約権証券に

係る新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額）が５億円未満であるもの

について記載すること。 

［ｂ～ｍ 略］ 

⑸ ［同左］ 

ａ 募集又は売出しをしようとする有価証券で発行価額又は売出価額の総額（当該有価証券が新株予約

権証券である場合には、当該新株予約権証券の発行価額又は売出価額の総額に当該新株予約権証券に

係る新株予約権の行使に際して払い込むべき金額の合計額を合算した金額）が１億円未満であるもの

について記載すること。 

［ｂ～ｍ 同左］ 

［⑹～⑼ 略］ ［⑹～⑼ 同左］ 

  

第七号様式 第七号様式 
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【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】⑹                                  

【届出の対象とした募集（売出）金額】⑺                   

【安定操作に関する事項】⑻                         

【縦覧に供する場所】⑼          名称 

（所在地） 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】⑹                                  

【届出の対象とした募集（売出）金額】⑺                   

【安定操作に関する事項】⑻                         

【縦覧に供する場所】⑼          名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｊ 略］ 

ｋ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は届出書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｊ 同左］ 

ｋ 「第二部 企業情報」の「第３ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

」から「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」まで及び「第

５ 提出会社の状況」の「４ 従業員の状況等」に将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げ

る事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関

する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は届出書提出日現在において判断したものである旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⒁ 略］ ［⑵～⒁ 同左］ 

⒂ 社債（短期社債を除く。）の募集 

［ａ～ｐ 略］ 

ｑ 当該発行に係る社債について、提出会社の依頼により、信用格付業者（法第２条第 36 項に規定す

る信用格付業者をいう。以下同じ。）から提供され、若しくは閲覧に供された信用格付（同条第 34

項に規定する信用格付をいう。以下同じ。）又は信用格付業者から提供され、若しくは閲覧に供され

る予定の信用格付がある場合には、次に掲げる事項を欄外に記載すること。なお、これらの信用格付

が複数存在する場合には、全てについて記載すること。 

⒂ ［同左］ 

［ａ～ｐ 同左］ 

ｑ ［同左］ 

 

 

 

 



 

 

- 7
7 

- 

⒜ ［略］ 

⒝ 当該発行に係る社債の申込期間中に、金商業等府令第313 条第３項第３号の規定により当該発行

に係る社債に関して信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手す

るための方法 

 

［略］ 

⒜ ［同左］ 

⒝ 当該発行に係る社債の申込期間中に、金融商品取引業等に関する内閣府令（平成 19 年内閣府令

第 52 号。以下「金商業等府令」という。）第 313 条第３項第３号の規定により当該発行に係る社

債に関して信用格付業者が公表する同号イからルまでに掲げる事項に関する情報を入手するための

方法 

［同左］ 

［⒃～(29) 略］ ［⒃～(29) 同左］ 

(30) 主要な経営指標等の推移 

ａ ［略］ 

ｂ 提出会社が令第５条の５に規定する金融庁長官が指定する取引所金融商品市場に上場されている同

条各号に掲げるいずれかの有価証券（法第２条第１項第 17 号に掲げる有価証券に該当するものに限

る。ｂにおいて同じ。）の発行者である場合には、最近６事業年度の各事業年度の末日における当該

有価証券の市場価額の総額（特定非財務情報の監査証明に関する内閣府令第３条第１号に規定する市

場価額の総額をいう。）及び平均時価総額（令第５条の５に規定する平均時価総額をいう。）を注記

すること。 

(30) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 提出会社が第 19 条の９第１項に規定する取引所金融商品市場に上場されている株券等（第９条第

１号に規定する株券等をいう。ｂにおいて同じ。）の発行者である場合には、最近６事業年度の各事

業年度の末日における株券等の時価総額（第 19 条の９第３項第１号に規定する時価総額をいう。）

及び平均時価総額（同項に規定する平均時価総額をいう。）を注記すること。 

［(31)～(34) 略］ ［(31)～(34) 同左］ 

(35) サステナビリティに関する考え方及び取組 

第二号様式記載上の注意(30)に準じて記載すること。この場合において、同様式記載上の注意(30)ａ中

「サステナビリティ開示基準（同条第１項に規定するサステナビリティ開示基準をいう。」とあるのは

「サステナビリティ開示基準（同条第１項に規定するサステナビリティ開示基準をいい、同条第２項の

規定によりサステナビリティ開示基準とみなされる同項各号に掲げる外国の基準を含む。」と、同様式

記載上の注意(30)ａ⒜中「サステナビリティ開示基準に準拠している旨」とあるのは「サステナビリティ

開示基準に準拠している旨（第 23 条第２項の規定によりサステナビリティ開示基準とみなされる同項

各号に掲げる外国の基準にあっては、当該外国の基準に準拠している旨及び当該外国の基準の名称）」

と読み替えるものとする。 

(35) ［同左］ 

第二号様式記載上の注意(30)に準じて記載すること。この場合において、同様式記載上の注意(30)ａ中

「サステナビリティ開示基準（同条第５項に規定するサステナビリティ開示基準をいう。」とあるのは

「サステナビリティ開示基準（同条第５項に規定するサステナビリティ開示基準をいい、同条第６項の

規定により一般に公正妥当と認められるサステナビリティ情報の作成及び開示に関する基準とみなされ

ることとされた同項各号に掲げる基準を含む。」と、「サステナビリティ開示基準に準拠している旨」

とあるのは「サステナビリティ開示基準に準拠している旨（第 19 条の９第６項の規定により一般に公

正妥当と認められるサステナビリティ情報の作成及び開示に関する基準とみなされることとされた同項

各号に掲げる基準にあっては、当該基準に準拠している旨及び当該基準の名称）」と読み替えるものと

する。 

［(36)～(40) 略］ ［(36)～(40) 同左］ 

(41) 株式の総数等 

ａ 「未発行株式数」の欄には、新株予約権の行使等により発行される予定の株式がある場合には、そ

の数、種類等について付記すること。また、役員等向け勧誘のうち令第１条の５第１号ロ又は第１条

の８第１号ロに掲げる要件を満たすものに係る株式の割当て（信託業を営む者に対する割当てを除

く。(42)ｂにおいて「事後交付型株式の割当て」という。）により交付される予定の株券がある場合

には、その数、種類等について付記すること。 

［ｂ～ｅ 略］ 

(41) ［同左］ 

ａ 「未発行株式数」の欄には、新株予約権の行使等により発行される予定の株式がある場合には、そ

の数、種類等について付記すること。また、所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場

されているもの又は店頭売買有価証券に該当するものに限る。ａ及び(42)ｂにおいて同じ。）を交付

する旨の定めに基づいて交付される予定の株券がある場合には、その数、種類等について付記するこ

と。 

［ｂ～ｅ 同左］ 

(42) 発行済株式総数及び資本金の推移 

ａ ［略］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数及び資本金の増加については、新株の発行形態（有償・無償の

別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合は割当比率等）を欄外に記載すること。 

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使等による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ごとにそれぞれ

の合計額を記載し、新株予約権の行使によるものである旨を欄外に記載すること。 

事後交付型株式の割当てによる発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ごとにそれ

ぞれの合計額を記載し、事後交付型株式の割当てによるものである旨を欄外に記載すること。 

(42) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数及び資本金の増加については、新株の発行形態（有償・無償の

別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合は割当比率等）を欄外に記載すること。 

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使等による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ごとにそれぞれ

の合計額を記載し、新株予約権の行使によるものである旨を欄外に記載すること。 

所定の時期に確定した数の株券を交付する旨の定めに基づく株券の交付（ｂにおいて「事後交付型

株式による株券の交付」という。）による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ご
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発行済株式総数及び資本金の減少については、その理由、減資割合等を欄外に記載すること。 

 

 

ｃ ［略］ 

とにそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外に記載

すること。 

発行済株式総数及び資本金の減少については、その理由、減資割合等を欄外に記載すること。 

ｃ ［同左］ 

［(43)～(47) 略］ ［(43)～(47) 同左］ 

(48) 監査の状況 

第二号様式記載上の注意(56)に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上の注意(56)ｄ

⒜中「監査公認会計士等（第 19 条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様

式及び第二号の五様式において同じ。）」とあるのは「外国監査公認会計士等（監査公認会計士等（第

19条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様式において同じ。）、当該提出

会社の財務計算に関する書類（法第26条の３第１項（法第27条において準用する場合を含む。）に規

定する財務計算に関する書類をいう。）について同項第１号の監査証明に相当すると認められる証明を

行う外国監査法人等（公認会計士法第１条の３第７項に規定する外国監査法人等をいう。以下この様式

及び第八号様式において同じ。）又は当該提出会社の内部統制報告書について法第 26 条の３第２項第

１号（法第 27 条において準用する場合を含む。）の監査証明に相当すると認められる証明を行う外国

監査法人等をいう。以下この様式において同じ。）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒞並びに⒡ⅰ、ⅱ、

ⅳ、ⅵ及びⅶ並びにｅ⒟中「監査公認会計士等」とあるのは「外国監査公認会計士等」と、同様式記載

上の注意(56)ｄ⒡ⅰ中「第２条第１項に規定する業務」とあるのは「第２条第１項に規定する業務（外国

監査法人等にあっては、同項の業務に相当すると認められる業務）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒡ⅱ

中「公認会計士又は監査法人」とあるのは「外国監査公認会計士等」と読み替えるものとする。 

(48) ［同左］ 

第二号様式記載上の注意(56)に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上の注意(56)ｄ

⒜中「監査公認会計士等（第 19 条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様

式及び第二号の五様式において同じ。）」とあるのは「外国監査公認会計士等（監査公認会計士等（第

19条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様式において同じ。）、当該提出

会社の財務計算に関する書類（法第193 条の２第１項に規定する財務計算に関する書類をいう。）につ

いて同項第１号の監査証明に相当すると認められる証明を行う外国監査法人等（公認会計士法第１条の

３第７項に規定する外国監査法人等をいう。以下この様式及び第八号様式において同じ。）又は当該提

出会社の内部統制報告書について法第193 条の２第２項第１号の監査証明に相当すると認められる証明

を行う外国監査法人等をいう。以下この様式において同じ。）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒞及び(56)

ｄ⒡ⅳ中「提出会社が監査公認会計士等」とあるのは「提出会社が外国監査公認会計士等」と、同様式

記載上の注意(56)ｄ⒡ⅰ中「第２条第１項に規定する業務」とあるのは「第２条第１項に規定する業務

（外国監査法人等にあっては、同項の業務に相当すると認められる業務）」と、同様式記載上の注意(56)

ｄ⒡ⅱ中「監査公認会計士等と同一」とあるのは「外国監査公認会計士等と同一」と読み替えるものと

する。 

［(49)～(68) 略］ ［(49)～(68) 同左］ 

  

第七号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第七号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第六部 略］ ［第一部～第六部 同左］ 
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（記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第七号様式に準じて記載すること。 

（記載上の注意） 

［同左］ 

［⑴・⑵ 略］ ［⑴・⑵ 同左］ 

⑶ 追完情報 

［ａ・ｂ 略］ 

ｃ ⑷ａの有価証券報告書又は⑷ｅの外国会社報告書の提出日以後届出書提出日までの間において、当

該有価証券報告書又は外国会社報告書及びその補足書類に記載された「事業等のリスク」について変

更その他の事由が生じた場合には、その旨及びその内容を具体的に、かつ、分かりやすく記載するこ

と。 

なお、当該有価証券報告書又は外国会社報告書及びその補足書類に将来情報等が記載されている場

合において当該将来情報等につき第 14 条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影

響に重要性があるときはその旨及びその概要を記載すること。 

ｄ ［略］ 

⑶ ［同左］ 

［ａ・ｂ 同左］ 

ｃ ⑷ａの有価証券報告書又は⑷ｅの外国会社報告書の提出日以後届出書提出日までの間において、当

該有価証券報告書又は外国会社報告書及びその補足書類に記載された「事業等のリスク」について変

更その他の事由が生じた場合には、その旨及びその内容を具体的に、かつ、分かりやすく記載するこ

と。 

なお、当該有価証券報告書又は外国会社報告書及びその補足書類に将来に関する事項が記載されて

いる場合又は新たに将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は届出書提出日現在において判

断した事項である旨を記載すること。 

ｄ ［同左］ 

［⑷・⑸ 略］ ［⑷・⑸ 同左］ 

  

第七号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

第七号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券届出書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【届出の対象とした募集（売出）有価証券の 

種類】                                   

【届出の対象とした募集（売出）金額】                    

【安定操作に関する事項】                          

【縦覧に供する場所】           名称 

（所在地） 

［第一部～第五部 略］ ［第一部～第五部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第七号様式に準じて記載すること。 ［同左］ 

⑴ ［略］ ⑴ ［同左］ 

⑵ 参照情報 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書又は外国会社報告書及びその補足書類に将来情報等が記載されて

いる場合において当該将来情報等につき第 14 条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、

⑵ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書又は外国会社報告書及びその補足書類に将来に関する事項が記載

されている場合又は新たに将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は有価証券届出書提出日
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その影響に重要性があるときはその旨及びその概要を記載すること。 現在において判断した事項である旨を記載すること。 

⑶ ［略］ ⑶ ［同左］ 

  

第八号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

第八号様式 

【表紙】 

【提出書類】               有価証券報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条第１項 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【事業年度】               第 期（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

［第一部・第二部 略］ ［第一部・第二部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

以下の規定により第二号様式及び第七号様式の記載上の注意に準じて当該規定に係る記載をする場合に

は、第二号様式及び第七号様式記載上の注意中「届出書提出日」、「届出書提出日の最近日」及び「最近

日」とあるのは「当連結会計年度末」（連結財務諸表を作成していない場合にあっては、「当事業年度末

」）と、「最近５連結会計年度」とあるのは「当連結会計年度の前４連結会計年度及び当連結会計年度」

と、「最近２連結会計年度等」とあるのは「当連結会計年度の前連結会計年度及び当連結会計年度」と、

「最近連結会計年度」及び「最近連結会計年度等」とあるのは「当連結会計年度」と、「最近連結会計年

度末」とあるのは「当連結会計年度末」と、「最近５事業年度」とあるのは「当事業年度の前４事業年度

及び当事業年度」と、「最近２事業年度」及び「最近２事業年度等」とあるのは「当事業年度の前事業年

度及び当事業年度」と、「最近事業年度」及び「最近事業年度等」とあるのは「当事業年度」と、「最近

事業年度末」とあるのは「当事業年度末」と、「届出書に記載した」とあるのは「有価証券報告書に記載

した」と読み替えるものとする。 

［同左］ 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ 「第一部 企業情報」の「第３ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等

」から「４ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」まで及び「第

５ 提出会社の状況」の「４ 従業員の状況等」に将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げ

る事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関

する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当連結会計年度末（連結財務諸表を作成していな

い場合にあっては、当事業年度末）現在において判断したものである旨 
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⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～(24) 略］ ［⑵～(24) 同左］ 

(25) 発行済株式総数及び資本金の推移 

ａ ［略］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数及び資本金の増加については、新株の発行形態（有償・無償の

別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合は割当比率等）を欄外に記載すること。 

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使等による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ごとにそれぞれ

の合計額を記載し、新株予約権の行使によるものである旨を欄外に記載すること。 

役員等向け勧誘のうち令第１条の５第１号ロ又は第１条の８第１号ロに掲げる要件を満たすものに

係る株式の割当て（信託業を営む者に対する株式の割当てを除く。ｂにおいて「事後交付型株式の割

当て」という。）による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ごとにそれぞれの合

計額を記載し、事後交付型株式の割当てによるものである旨を欄外に記載すること。 

発行済株式総数及び資本金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載すること。 

 

［ｃ・ｄ 略］ 

(25) ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数及び資本金の増加については、新株の発行形態（有償・無償の

別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合は割当比率等）を欄外に記載すること。 

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使等による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業年度ごとにそれぞれ

の合計額を記載し、新株予約権の行使によるものである旨を欄外に記載すること。 

所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は店頭売買有価証券に該

当するものに限る。ｂにおいて同じ。）を交付する旨の定めに基づく株券の交付（ｂにおいて「事後

交付型株式による株券の交付」という。）による発行済株式総数及び資本金の増加については、事業

年度ごとにそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を欄外

に記載すること。 

発行済株式総数及び資本金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載すること。 

［ｃ・ｄ 同左］ 

［(26)～(30) 略］ ［(26)～(30) 同左］ 

(31) 監査の状況 

第二号様式記載上の注意(56)に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上の注意(56)ｄ

⒜中「監査公認会計士等（第 19 条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様

式及び第二号の五様式において同じ。）」とあるのは「外国監査公認会計士等（監査公認会計士等（第

19条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様式において同じ。）、当該提出

会社の財務計算に関する書類（法第26条の３第１項（法第27条において準用する場合を含む。）に規

定する財務計算に関する書類をいう。）について同項第１号の監査証明に相当すると認められる証明を

行う外国監査法人等又は当該提出会社の内部統制報告書について法第 26 条の３第２項第１号（法第 27

条において準用する場合を含む。）の監査証明に相当すると認められる証明を行う外国監査法人等をい

う。以下この様式において同じ。）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒞並びに⒡ⅰ、ⅱ、ⅳ、ⅵ及びⅶ並

びにｅ⒟中「監査公認会計士等」とあるのは「外国監査公認会計士等」と、同様式記載上の注意(56)ｄ

⒡ⅰ中「第２条第１項に規定する業務」とあるのは「第２条第１項に規定する業務（外国監査法人等に

あっては、同項の業務に相当すると認められる業務）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒡ⅱ中「公認会計

士又は監査法人」とあるのは「外国監査公認会計士等」と読み替えるものとする。 

(31) ［同左］ 

第二号様式記載上の注意(56)に準じて記載すること。この場合において、第二号様式記載上の注意(56)ｄ

⒜中「監査公認会計士等（第 19 条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様

式及び第二号の五様式において同じ。）」とあるのは「外国監査公認会計士等（監査公認会計士等（第

19条第２項第９号の４に規定する監査公認会計士等をいう。以下この様式において同じ。）、当該提出

会社の財務計算に関する書類（法第193 条の２第１項に規定する財務計算に関する書類をいう。）につ

いて同項第１号の監査証明に相当すると認められる証明を行う外国監査法人等又は当該提出会社の内部

統制報告書について法第193 条の２第２項第１号の監査証明に相当すると認められる証明を行う外国監

査法人等をいう。以下この様式において同じ。）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒞及び(56)ｄ⒡ⅳ中「提

出会社が監査公認会計士等」とあるのは「提出会社が外国監査公認会計士等」と、同様式記載上の注意

(56)ｄ⒡ⅰ中「第２条第１項に規定する業務」とあるのは「第２条第１項に規定する業務（外国監査法人

等にあっては、同項の業務に相当すると認められる業務）」と、同様式記載上の注意(56)ｄ⒡ⅱ中「監査

公認会計士等と同一」とあるのは「外国監査公認会計士等と同一」と読み替えるものとする。 

［(32)～(48) 略］ ［(32)～(48) 同左］ 

  

第九号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               確認書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の４の２第 項 

【提出先】                関東財務局長 

第九号の二様式 

【表紙】 

【提出書類】               確認書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の４の２第 項 

【提出先】                関東財務局長 
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【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【最高財務責任者の役職氏名】⑷                       

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑸                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【最高財務責任者の役職氏名】⑷                       

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑸                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

１【開示統制・手続に関する事項】⑺ 

２【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】⑻ 

３【特記事項】⑼ 

［加える。］ 

１【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】⑺ 

２【特記事項】⑻ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑹ 略］ ［⑴～⑹ 同左］ 

⑺ 開示統制・手続に関する事項 

代表者及び最高財務責任者（会社が⑷にいう最高財務責任者を定めている場合に限る。⒝及び⑻ｂに

おいて「代表者等」という。）が提出会社における開示統制・手続（金融商品取引法令に基づき適正な

有価証券報告書を提出するために必要な提出会社における統制及び手続をいい、次に掲げるものを含む

。）を整備している旨及びその実効性を確認した旨 

⒜ 有価証券報告書の提出について責任を有する組織の名称又は個人の役職名及びその役割 

⒝ 代表者等が有価証券報告書の記載内容の妥当性を判断できるようにするために必要な情報を代表者

等に伝達し、かつ、蓄積するための統制及び手続 

［加える。］ 

⑻ 有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項 

ａ ［略］ 

ｂ 代表者等が有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正であることを確認した旨を

記載すること。 

ｃ ［略］ 

⑺ ［同左］ 

ａ ［同左］ 

ｂ 代表者及び最高財務責任者（会社が⑷にいう最高財務責任者を定めている場合に限る。）が有価証

券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正であることを確認した旨を記載すること。 

ｃ ［同左］ 

⑼・⑽ ［略］ ⑻・⑼ ［同左］ 

  

第九号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第 号 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

第九号の三様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第 号 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            
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【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

［第一部・第二部 略］ ［第一部・第二部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は半期報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ 「第一部 企業情報」の「第３ 事業の状況」の「１ 事業等のリスク」、「２ 経営者による財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」及び「４ サステナビリティに関する考え

方及び取組等に関する特記事項」に将来に関する事項を記載する場合には、次に掲げる事項を記載す

ること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将来に関する事項が含ま

れる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当中間会計期間の末日現在において判断したもの

である旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⒁ 略］ ［⑵～⒁ 同左］ 

⒂ 発行済株式総数及び資本金の推移 ⒂ ［同左］ 

ａ ［略］ ａ ［同左］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数及び資本金の増加については、新株の発行形態（有償・無償の

別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）を欄外に記載すること。  

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使による発行済株式総数及び資本金の増加については、当中間会計期間のそれぞれ

の合計額を記載し、新株予約権の行使によるものである旨を欄外に記載すること。 

役員等向け勧誘のうち令第１条の５第１号ロ又は第１条の８第１号ロに掲げる要件を満たすものに

係る株式の割当て（信託業を営む者に対する株式の割当てを除く。ｂにおいて「事後交付型株式の割

当て」という。）による発行済株式総数及び資本金の増加については、当中間会計期間中のそれぞれ

の合計額を記載し、事後交付型株式の割当てによるものである旨を欄外に記載すること。 

発行済株式総数及び資本金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載すること。 

 

［ｃ・ｄ 略］ 

ｂ 新株の発行による発行済株式総数及び資本金の増加については、新株の発行形態（有償・無償の

別、株主割当・第三者割当等の別、株主割当の場合には割当比率等）を欄外に記載すること。  

合併については、合併の相手先名及び合併比率を欄外に記載すること。 

新株予約権の行使による発行済株式総数及び資本金の増加については、当中間会計期間のそれぞれ

の合計額を記載し、新株予約権の行使によるものである旨を欄外に記載すること。 

所定の時期に確定した数の株券（金融商品取引所に上場されているもの又は店頭売買有価証券に該

当するものに限る。ｂにおいて同じ。）を交付する旨の定めに基づく株券の交付（ｂにおいて「事後

交付型株式による株券の交付」という。）による発行済株式総数及び資本金の増加については、当中

間会計期間中のそれぞれの合計額を記載し、事後交付型株式による株券の交付によるものである旨を

欄外に記載すること。 

発行済株式総数及び資本金の減少については、その理由及び減資割合等を欄外に記載すること。 

［ｃ・ｄ 同左］ 

［⒃～(26) 略］ ［⒃～(26) 同左］ 

  

第十号様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号 

第十号様式 

【表紙】 

【提出書類】               半期報告書 

【根拠条文】               金融商品取引法第24条の５第１項の表の第３号 
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【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【中間会計期間】             第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日） 

【会社名】⑵                                

【代表者の役職氏名】⑶                           

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】⑷                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】⑸                            

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【縦覧に供する場所】⑹          名称 

（所在地） 

［第一部・第二部 略］ ［第一部・第二部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

［ａ～ｈ 略］ 

ｉ 将来情報等を記載する場合には、当該将来情報等が含まれる箇所において、当該将来情報等に係る

次に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、

当該将来情報等が含まれる箇所を特定した上で、集約して記載することができる。 

⒜ 将来情報等に該当する情報である旨 

⒝ 当該将来情報等は半期報告書提出日までに入手可能な情報を基に記載したものである旨 

⒞ 第14条の２の２第２項第１号イ及びロに掲げる事項 

⒟ 第14条の２の２第３項各号に該当する場合があるときは、その旨及びその主要な要因 

⑴ ［同左］ 

［ａ～ｈ 同左］ 

ｉ 企業情報」の「第３ 事業の状況」の「１ 経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」から「３

 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」まで及び「６ サステナ

ビリティに関する考え方及び取組等に関する特記事項」に将来に関する事項を記載する場合には、次

に掲げる事項を記載すること。なお、当該事項は、投資者に誤解を生じさせない範囲内において、将

来に関する事項が含まれる箇所を特定した上で、一定程度、集約して記載することができる。 

⒜ 将来に関する事項が含まれる旨及び当該事項は当中間会計期間の末日現在において判断したもの

である旨 

⒝ 将来に関する事項に係る記載内容が事後的に異なるものとなる可能性がある場合には、その旨及

びその要因 

⒞ 将来に関する事項を記載するに当たり前提とされた事実及び仮定並びに推論過程 

⒟ 情報の入手経路の確認を含む将来に関する事項の適切性を検討し、評価するための社内の手続（

将来に関する事項の開示に対し責任を有する機関又は個人について、その名称又は役職名及び役割

を含む。） 

［⑵～⒄ 略］ ［⑵～⒄ 同左］ 

⒅ 株式の総数等 

第七号様式記載上の注意(41)に準じて記載すること。 

⒅ ［同左］ 

 第七号様式記載上の注意(41)（ａのうち所定の時期に確定した数の株券を交付する旨の定めに基づいて交

付される予定の株券に係る部分を除く。）に準じて記載すること。 

［(18－２)～(33) 略］ ［(18－２)～(33) 同左］ 

  

第十一号様式 

【表紙】 

【発行登録番号】                              

【提出書類】               発行登録書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

第十一号様式 

【表紙】 

【発行登録番号】                              

【提出書類】               発行登録書 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 
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【会社名】⑴                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑶                                

【発行予定期間】⑷            この発行登録書による発行登録の効力発生予定日（   年 

月 日）から 年を経過する日（   年 月 日）まで 

【発行予定額又は発行残高の上限】⑸                     

【安定操作に関する事項】⑹                         

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

【会社名】⑴                                

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】⑵                           

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑶                                

【発行予定期間】⑷            この発行登録書による発行登録の効力発生予定日（   年 

月 日）から 年を経過する日（   年 月 日）まで 

【発行予定額又は発行残高の上限】⑸                     

【安定操作に関する事項】⑹                         

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑻ 略］ ［⑴～⑻ 同左］ 

⑼ 参照情報 ⑼ ［同左］ 

［ａ～ｃ 略］ ［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来情報等が記載されている場合において当該将来情報等に

つき第 14 条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影響に重要性があるときはその

旨及びその概要を記載すること。 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されている場合又は新たに将来に関

する事項を記載する場合には、当該事項は発行登録書提出日現在において判断した事項である旨を記

載すること。 

ｅ ［略］ ｅ ［同左］ 

⑽ ［略］ ⑽ ［同左］ 

  

第十二号様式 

【表紙】 

【発行登録追補書類番号】                          

【提出書類】               発行登録追補書類 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

第十二号様式 

【表紙】 

【発行登録追補書類番号】                          

【提出書類】               発行登録追補書類 

【提出先】                  財務（支）局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【英訳名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             
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【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑴                                

【今回の募集（売出）金額】⑵                        

【発行登録書の内容】⑶ 

提出日       年  月  日 

効力発生日       年  月  日 

有効期限       年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額又は発行残高の上限（円）  

【これまでの募集（売出）実績】⑷ 

（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 
募集（売出）金額 

（円） 

減額による訂正年

月日 
減額金額（円） 

     

     

     

実績合計額（円）  減額総額（円）  

【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額）       円 

（発行残高の上限を記載した場合） 

番号 提出年月日 
募集（売出）

金額（円） 
償還年月日 

償還金額

（円） 

減額による訂

正年月日 

減額金額

（円） 

       

       

       

実績合計額（円）  
償還総額 

（円） 
 

減額総額 

（円） 
 

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額）       円 

【安定操作に関する事項】 

【縦覧に供する場所】⑸         名称 

（所在地） 

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑴                                

【今回の募集（売出）金額】⑵                        

【発行登録書の内容】⑶ 

提出日       年  月  日 

効力発生日       年  月  日 

有効期限       年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額又は発行残高の上限（円）  

【これまでの募集（売出）実績】⑷ 

（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 
募集（売出）金額 

（円） 

減額による訂正年

月日 
減額金額（円） 

     

     

     

実績合計額（円）  減額総額（円）  

【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額）       円 

（発行残高の上限を記載した場合） 

番号 提出年月日 
募集（売出）

金額（円） 
償還年月日 

償還金額

（円） 

減額による訂

正年月日 

減額金額

（円） 

       

       

       

実績合計額（円）  
償還総額 

（円） 
 

減額総額 

（円） 
 

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額）       円 

【安定操作に関する事項】 

【縦覧に供する場所】⑸         名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第二号様式に準じて記載すること。ただし、今回の募集又は売出しに係る発行

登録書（当該発行登録書の訂正発行登録書を含む。）において記載されている事項と同一内容のものにつ

［同左］ 
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いては、当該事項の記載を省略することができる。 

［⑴～⑹ 略］ ［⑴～⑹ 同左］ 

⑺ 参照情報 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来情報等が記載されている場合において当該将来情報等に

つき第 14 条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影響に重要性があるときはその

旨及びその概要を記載すること。 

⑺ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されている場合又は新たに将来に関

する事項を記載する場合には、当該事項は発行登録追補書類提出日現在において判断した事項である

旨を記載すること。 

⑻ ［略］ ⑻ ［同左］ 

  

第十四号様式 

【表紙】 

【発行登録番号】                             

【提出書類】               発行登録書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                

【代表者の役職氏名】                           

【本店の所在の場所】                           

【代理人の氏名又は名称】⑵                        

【代理人の住所又は所在地】                        

【電話番号】                               

【事務連絡者氏名】                            

【連絡場所】                               

【電話番号】                               

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑶                               

【発行予定期間】⑷            この発行登録書による発行登録の効力発生予定日

（    年 月 日）から 年を経過する日（    年 

月 日）まで 

【発行予定額又は発行残高の上限】⑸                    

【安定操作に関する事項】⑹                        

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

第十四号様式 

【表紙】 

【発行登録番号】                             

【提出書類】               発行登録書 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                

【代表者の役職氏名】                           

【本店の所在の場所】                           

【代理人の氏名又は名称】⑵                        

【代理人の住所又は所在地】                        

【電話番号】                               

【事務連絡者氏名】                            

【連絡場所】                               

【電話番号】                               

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑶                               

【発行予定期間】⑷            この発行登録書による発行登録の効力発生予定日

（    年 月 日）から 年を経過する日（    年 

月 日）まで 

【発行予定額又は発行残高の上限】⑸                    

【安定操作に関する事項】⑹                        

【縦覧に供する場所】⑺          名称 

（所在地） 

［第一部～第三部 略］ ［第一部～第三部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑻ 略］ 

⑼ 参照情報 

［ａ～ｃ 略］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来情報等が記載されている場合において当該将来情報等に

つき第 14 条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影響に重要性があるときはその

旨及びその概要を記載すること。 

ｅ ［略］ 

［⑴～⑻ 同左］ 

⑼ ［同左］ 

［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されている場合又は新たに将来に関

する事項を記載する場合には、当該事項は発行登録書提出日現在において判断した事項である旨を記

載すること。 

ｅ ［同左］ 

［⑽・⑾ 略］ ［⑽・⑾ 同左］ 
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第十五号様式 

【表紙】 

【発行登録追補書類番号】                          

【提出書類】               発行登録追補書類 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑴                                

【今回の募集（売出）金額】⑵                        

【発行登録書の内容】⑶ 

提出日        年  月  日 

効力発生日        年  月  日 

有効期限        年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額又は発行残高の上限  

【これまでの募集（売出）実績】⑷ 

（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 募集（売出）金額 減額による訂正年月日 減額金額 

     

     

     

実績合計額  減額総額  

【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額）         

（発行残高の上限を記載した場合） 

番号 提出年月日 
募集（売出）

金額 
償還年月日 償還金額 

減額による訂

正年月日 
減額金額 

第十五号様式 

【表紙】 

【発行登録追補書類番号】                          

【提出書類】               発行登録追補書類 

【提出先】                関東財務局長 

【提出日】                   年 月 日 

【会社名】                                 

【代表者の役職氏名】                            

【本店の所在の場所】                            

【代理人の氏名又は名称】                          

【代理人の住所又は所在地】                         

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【連絡場所】                                

【電話番号】                                

【発行登録の対象とした募集（売出）有価証 

券の種類】⑴                                

【今回の募集（売出）金額】⑵                        

【発行登録書の内容】⑶ 

提出日        年  月  日 

効力発生日        年  月  日 

有効期限        年  月  日 

発行登録番号  

発行予定額又は発行残高の上限  

【これまでの募集（売出）実績】⑷ 

（発行予定額を記載した場合） 

番号 提出年月日 募集（売出）金額 減額による訂正年月日 減額金額 

     

     

     

実績合計額  減額総額  

【残額】（発行予定額－実績合計額－減額総額）         

（発行残高の上限を記載した場合） 

番号 提出年月日 
募集（売出）

金額 
償還年月日 償還金額 

減額による訂

正年月日 
減額金額 
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実績合計額  償還総額  減額総額  

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額）         

【安定操作に関する事項】 

【縦覧に供する場所】⑸          名称 

（所在地） 

       

       

       

実績合計額  償還総額  減額総額  

【残高】（発行残高の上限－実績合計額＋償還総額－減額総額）         

【安定操作に関する事項】 

【縦覧に供する場所】⑸          名称 

（所在地） 

［第一部～第四部 略］ ［第一部～第四部 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

次に掲げるものを除き、第七号様式に準じて記載すること。ただし、今回の募集又は売出しに係る発行

登録書（当該発行登録書の訂正発行登録書を含む。）において記載されている事項と同一内容のものにつ

いては、当該事項の記載を省略することができる。 

［同左］ 

［⑴～⑹ 略］ ［⑴～⑹ 同左］ 

⑺ 参照情報 ⑺ ［同左］ 

［ａ～ｃ 略］ ［ａ～ｃ 同左］ 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来情報等が記載されている場合において当該将来情報等に

つき第 14 条の２の２第３項各号に該当する事由が生じ、かつ、その影響に重要性があるときはその

旨及びその概要を記載すること。 

ｄ 参照書類としての有価証券報告書等に将来に関する事項が記載されている場合又は新たに将来に関

する事項を記載する場合には、当該事項は発行登録追補書類提出日現在において判断した事項である

旨を記載すること。 

［⑻・⑼ 略］ ［⑻・⑼ 同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 傍 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 傍 線 は 注 記 で あ る 。 




